
林業・木材製造業労働災害防止規程（全文） 
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第１編 総 則 

 
第１章 通 則 

 
第１節 趣旨・遵守義務 

 
（趣旨） 
第１条 この規程は、林業・木材製造業の労働災害

の防止に関し、林業・木材製造業労働災害防止協
会（以下「協会」という。）の会員（以下「会員」
という。）及び協会が守らなければならないこと
を定めることにより、林業・木材製造業の労働災
害の防止に寄与することを目的とする。 

 
（遵守義務） 
第２条 会員及び協会は、この規程を守らなければ
ならない。 
 

第２節 適用範囲等 
 
（適用範囲） 
第３条 この規程は、会員及び協会に適用する。 
 

第３節 快適な職場環境 
 
（快適な職場環境の形成） 
第４条 会員は、事業場の安全衛生の水準の向上を

図るため、作業環境を快適な状態に維持管理する
こと等の措置を講ずることにより、快適な職場環
境を形成するように努めなければならない。 

 
第２章 安全衛生管理体制等 

 
第１節 安全衛生管理 

 
（安全衛生管理の進め方） 
第５条 会員は、労働災害防止のための目標を定め

基本方針を作成し、すべての作業者が基本方針に
基づいて行動するように努めなければならない。 

 
（安全衛生管理体制の整備） 
第６条 会員は、関係法令の定めるところにより、

当該事業場の業種及び規模に応じて、次の各号に
掲げる安全衛生管理体制を整備しなければなら
ない。 
(1) 総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理

者又は安全衛生推進者を選任し、作業者の危険
又は健康障害を防止する等の業務を行わせる
こと。 

(2) 産業医を選任し、健康管理等の業務を行わせ
ること。 

(3) 当該作業の区分に応じて作業主任者を選任
し、その作業を指揮する等の職務を行わせるこ
と。 

(4) 安全委員会及び衛生委員会を設け、安全又は
衛生に関する事項を調査審議させ、会員に対し
意見を述べさせること。 

 
（安全管理者等の職務） 
第７条 会員は、総括安全衛生管理者に、安全管理

者、衛生管理者を指揮して次の業務を総括管理さ
せなければならない。 
(1) 作業者の危険又は健康障害を防止するため

の措置に関すること。 
(2) 作業者の安全又は衛生のための教育の実施

に関すること。 
(3) 健康診断の実施その他健康の保持増進のた

めの措置に関すること。 
(4) 労働災害の原因の調査及び再発防止策に関

すること。 
(5) リスクアセスメントの実施に関すること。 

２ 会員は、安全管理者に 1 項各号の業務のうち安
全に係る技術的事項を管理させ、衛生管理者に 1
項各号の業務のうち衛生に係る技術的事項を管理
させなければならない。 

３ 会員は、安全衛生推進者に、１項各号の業務を
担当させなければならない。 
 

第２節 健康保持増進 
 
（健康診断の実施） 
第８条 会員は、関係法令の定めるところにより、

常時使用する作業者に対し、健康診断を行わなけ
ればならない。 
(1) 定期健康診断（1 年以内に１回） 
(2) 強烈な騒音を発する屋内作業場における業

務等に従事する作業者（特定業務従事者）に対
する健康診断（６月以内ごとに１回） 
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(3) 屋内作業場で有機溶剤業務に従事する作業
者に対する健康診断（有機溶剤業務に就いた時、
その後６月以内ごとに１回） 

(4) 特定化学物質を取り扱う業務に従事する作
業者に対する健康診断（当該業務に就いた時、
その後６月以内ごとに１回） 

２ 会員は、前項の健康診断を受けた作業者に対し、
当該健康診断の結果を遅滞なく通知しなければ
ならない。 

 
（チェーンソー作業従事者の特殊健康診断） 
第９条 会員は、常時チェーンソーを用いて作業を

行う場合には、作業者に対し、チェーンソー取扱
い作業に就くこととなったとき及びその後６月
以内ごとに１回、昭和 ４５年２月２８日付け基
発第１３４号（改正、昭和４８年１０月１８日付
け基発  ５９７号）「チェーンソー使用に伴う
振動障害の予防について」に定める項目について、
医師による健康診断を受けさせなければならな
い。 

２ 会員は、昭和５０年１０月２０日付け基発第６
１０号（改正、平成２１年７月１０日付け基発０
７１０第１号）「チェーンソー取扱い業務に係る
健康管理の推進について」に基づき、健康管理区
分に基づく適切な事後措置及び配置時の措置等
を行わなければならない。 

 
（刈払機作業従事者の特殊健康診断） 
第１０条 会員は、刈払機を用いて作業を行う場合
には、作業者に対し、刈払機作業に 

就くこととなったとき及びその後１年以内ごと
に１回、健康診断を受けさせなければならない。 

２ 会員は、昭和５０年１０月２０日付け基発第６
１０号（改正、平成２１年７月１０日付け基発０
７１０第１号）「チェーンソー取扱い業務に係る
健康管理の推進について」に準じて、健康管理区
分に基づく適切な事後措置及び配置時の措置等
を行わなければならない。 

 
（過重労働による健康障害の防止） 
第１１条 会員は、関係法令の定めるところにより、

作業者が長時間労働し、かつ、疲労の蓄積が認め
られるときは、作業者の申出により、医師による
面接指導を行わなければならない。 

 
（ストレスチェックの実施） 
第１２条 会員は、作業者に対し、関係法令の定め

るところにより、医師等による心理的な負担の程
度を把握するための検査を行わなければならな
い。ただし、５０人未満の事業場の会員にあって
は、当分の間、当該検査を行うように努めなけれ
ばならない。 

２ 会員は、検査の結果、作業者が医師による面接
指導を申し出たときは、面接指導を受けさせなけ
ればならない。 

 
（熱中症の予防） 

第１３条 会員は、熱中症を予防するため、暑さ指
数（ＷＢＧＴ値）の活用、休憩設備の確保、休憩
時間の確保等に努めるとともに、作業者の熱への
順化の状態、水分・塩分の補給状態等の管理及び
予防教育の実施に努めなければならない。 

 
（受動喫煙の防止） 
第１４条 会員は、室内又はこれに準ずる環境にお

ける作業者の受動喫煙を防止するため、事業場の
実情に応じた適切な措置を講じるよう努めなけ
ればならない。 

 
第３節 リスクアセスメント等の実施 

 
第１款 危険予知活動 

 
（危険予知活動等） 
第１５条 会員は、危険予知ミーティング、指差し

呼称を行う等の自主的労働災害防止の実施に努
めなければならない。 

 
第２款 リスクアセスメントの実施 

 
（林材業リスクアセスメントの実施） 
第１６条 会員は、作業方法又は作業手順を新規に

採用し、又は変更した時は、関係法令に定めると
ころにより、建設物、設備、原材料、工具等によ
る又は作業行動その他業務に起因する危険性又
は有害性等の調査（以下この条において「リスク
アセスメント」という。）を行い、その結果に基
づいて、必要な措置を講じなければならない。 

２ 会員は、リスクアセスメント実践マニュアル等
を活用して、定期的にリスクアセスメントを行う
ように努めなければならない。 

 
（化学物質リスクアセスメントの実施） 
第１７条 会員は、一定の危険有害性のある化学物

質を取り扱う業務の作業方法や作業手順を新規
に採用し、又は変更したときは、関係法令に定め
るところにより、化学物質などによる危険性又は
有害性の調査を行い、その結果に基づいて、必要
な措置を講じなければならない。 

 
第３章 安全衛生教育 

 
第１節 安全衛生教育の実施 

 
（新規就業時等の安全衛生教育の実施） 
第１８条 会員は、作業者を雇い入れたとき、又は

作業の内容を変更したときは、その作業者に対し
てその従事する業務に関する安全衛生教育を行
わなければならない。 

 
（特別教育・職長教育の実施） 
第１９条 会員は、危険又は有害な次の業務に作業

者を就かせるときは、関係法令に定めるところに
より、特別の教育を行わなければならない。 
(1) 研削といしの取り替え等の業務 
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(2) 動力プレスやシャーの安全装置等の取付又
は調整の業務 

(3) 最大積載荷重１トン未満のフォークリフト
の運転の業務 

(4) 伐木等機械の運転の業務 
(5) 走行集材機械の運転の業務 
(6) 機械集材装置の運転の業務 
(7) 簡易架線集材装置又は架線集材装置の運転

の業務 
(8) 立木の伐木の業務 
(9) チェーンソーを用いて行う伐木、造材の業務 

(10) つり上げ荷重が５トン未満のクレーンの運
転の業務 

(11) つり上げ荷重が１トン未満の移動式クレー
ンの運転の業務 

(12) つり上げ荷重が１トン未満のクレーン又は
移動式クレーンの玉掛けの業務 

(13) マニプレーターを有する産業用ロボットの
可動範囲で教示等を行う作業者と共同して機
器の操作の業務 

(14) マニプレーターを有する産業用ロボットの
可動範囲において行う検査、修理、調整の業務
又はこれら検査等を行う作業者と共同して機
器の操作の業務 

２ 会員は、木材製造業において、新たに職務に就
くこととなった職長等（作業者を直接指導又は監
督する者）に対し、関係法令に定めるところによ
り、安全衛生教育を行わなければならない。 

 
（危険有害業務従事者安全衛生教育の実施） 
第２０条 会員は、危険又は有害な業務に現に就い

ている者に対し、事業場の安全衛生の水準の向上
を図るため、その従事する業務に関する安全又は
衛生のための教育を行うよう努めなければなら
ない。 

 
第２節 能力向上教育等 

 
（能力向上教育の実施） 
第２１条 会員は、安全管理者、衛生管理者、安全

衛生推進者、衛生推進者に対し、能力向上を図る
ための教育を行うように努めなければならない。 

２ 会員は、「労働災害の防止のための業務に従事
する者に対する能力向上教育に関する指針」及び
「危険又は有害な業務に現に就いている者に対
する安全衛生教育に関する指針」に基づき、能力
向上を図るための教育を行うように努めなけれ
ばならない。 

 
（チェーンソーを用いて行う伐木等の業務従事者
に対する安全衛生教育） 
第２２条 会員は、チェーンソー作業に従事する作

業者に対しては、「危険又は有害な業務に現に就
いている者に対する安全衛生教育に関する指針」
で定めるチェーンソーを用いて行う伐木等の業
務従事者安全衛生教育を 5 年ごとの実施に努め
なければならない。 

 

 
第２編 林 業 

 
第１章 通 則 

 
第１節 作業現場における緊急連絡体制 

 
（緊急連絡の方法等の決定、周知） 
第２３条 会員は、あらかじめ、緊急時（労働災害

の発生時、作業者の所在不明時等をいう。）に対
処するため必要な次の事項について定めるとと
もに、その内容を山土場等連絡の際の拠点となる
場所に掲示するなどにより作業者に周知させな
ければならない。 
(1) 作業場所における作業中の作業者相互の連

絡方法 
(2) 緊急時における作業場所と山土場等連絡の

際の拠点となる場所との連絡方法 
(3) 労働災害発生時における山土場等から事業

場の事務所、消防機関等救急機関等への連絡方
法 

(4) 労働災害発生時における被災作業者の災害
発生場所から山土場等へ、山土場等から医療機
関までの移送の方法 

(5) 作業現場に持ち込む負傷者の手当てに必要
な救急用具及び材料（以下「救急用品」という。）
の内容等 

 
（連絡責任者の選任と連絡方法等の確認） 
第２４条 会員は、作業現場ごとに、連絡責任者を

選任し、その氏名を関係作業者に周知させなけれ
ばならない。 

２ 会員は、連絡責任者に、作業現場において次の
事項を行わせなければならない。 
(1) 事業場の事務所との連絡に携帯電話等の無

線機器を使用する場合は、あらかじめ、作業現
場から事業場の事務所への通信が可能である
位置を確認しておくこと。 

(2) 作業者に対し、作業中の作業者相互の連絡方
法として定めた方法による連絡で、相互の連絡
が取れることを確認させること。 

(3) 作業者が所在不明となった場合で労働災害
等の可能性があるときは、直ちに捜索を開始す
ること。 

 
（緊急連絡の方法等の確認） 
第２５条 会員は、作業現場において作業を行うと

きは、その作業を開始する前に次の事項を行わな
ければならない。 
(1) 連絡責任者に緊急時における連絡方法の確

認をさせること。 
(2) 連絡方法として通信機器を使用する場合に

は、その機能を確認すること。 
(3) 作業現場に持ち込む救急用品の種類及び数

量を確認すること。 
 

（作業者に行わせる安全の確認） 
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第２６条 会員は、作業者に、作業現場において次
の事項を行わせなければならない。 
(1) 連絡責任者の指示に従って作業者相互の連

絡を行い、相互の安全を確認すること。 
(2) 作業者相互の連絡において応答がない場合、

他の作業者に何らかの異常が発生したことが
考えられる場合には、当該作業者の作業場所に
行く等により異常の有無を確認すること。この
場合、異常があれば直ちに連絡責任者に連絡を
すること。 

 
（労働災害発生時の連絡等） 
第２７条 会員は、労働災害が発生したときは、連

絡責任者及び作業者に次の事項を行わせなけれ
ばならない。 
(1) 労働災害の発生を発見した作業者は、直ちに

連絡責任者に被災の程度、救急車の必要の有無
等を連絡すること。 

(2) 労働災害発生時における連絡方法として定
めた方法により、原則として連絡責任者が、事
業場の事務所、消防機関等救急機関に所要の連
絡を行うこと。また、この場合、必要に応じ消
防機関等救急機関に応急処置、被災作業者の移
送方法等について指示を求めること。 

(3) 連絡責任者は、必要に応じ、当該現場の作業
者に労働災害の発生を知らせるとともに、応急
措置の実施、山土場等への被災作業者の移送等
被災状況に応じた措置を講ずること。 

 
第２節 健康管理 

 
（寒冷時等における措置） 
第２８条 会員は、寒冷時にチェーンソー又は刈払

機を用いて作業を行う場合には、次の各号に掲げ
る措置を講じなければならない。 
(1) ストーブ等の暖房施設を有する休息のため

の施設を設けること。 
(2) 作業者の身体の保温について必要な指導を

行うこと。 
２ 雨の中の作業等作業者の身体を冷やすことと

なる作業は、努めて避けるようにしなければなら
ない。 

（体操の実施） 
第２９条 会員は、チェーンソー又は刈払機を用い

て作業を行う場合には、作業者に、作業開始前、
作業中の適当なとき及び作業終了後に、首及び肩
の回転、ひじ、手及び指の屈伸、腰の曲げ伸ばし、
腰の回転等の体操等を行わせなければならない。 

 
（チェーンソー作業従事者の特殊健康診断） 
第３０条 会員は、常時チェーンソーを用いて作業

を行う場合には、作業者に対し、第９条に定める
「チェーンソー作業従事者の特殊健康診断」を受
けさせなければならない。 

２ 会員は、第９条第２項に定める「チェーンソー
取扱い業務に係る健康管理の推進について」に基
づき、適切な事後措置及び配置時の措置等を行わ
なければならない。 

 
（刈払機作業従事者の特殊健康診断） 
第３１条 会員は、刈払機を用いて作業を行う場合

には、作業者に対し、第１０条に定める「刈払機
作業従事者の特殊健康診断」を受けさせなければ
ならない。 

２ 会員は、第１０条第２項に定める「チェーンソ
ー取扱い業務に係る健康管理の推進について」に
準じて、適切な事後措置及び配置時の措置等を行
わなければならない。 

 
（蜂アレルギー検査と措置） 
第３２条 会員は、蜂刺されのおそれのある場所で

作業させる場合は、あらかじめ作業者に医師によ
る蜂アレルギーの検査又は診察を受けさせ、重篤
なアレルギー反応を起こす可能性のある作業者
には、アドレナリンの自己注射器の処方及び交付
を受けさせた後、当該作業地に携行させなければ
ならない。 

 
第２章 チェーンソーによる作業 

 
第１節 チェーンソーの使用 

 
第１款 通 則 

 
（チェーンソーの選定基準） 
第３３条 会員は、平成２１年７月１０日付け基発

０７１０第１号「チェーンソー取扱い作業指針に
ついて」で示されたとおり、次に定めるところに
よりチェーンソーを選定しなければならない。 
(1) 日振動ばく露量Ａ（８）が、日振動ばく露限

界値（５.０ｍ／ｓ２）を超えることがないよ
う振動ばく露時間の抑制、低振動のチェーンソ
ーの選定を行うこと。 

(2) 日振動ばく露限界値（５.０ｍ／ｓ２）を超
えない場合であっても、日振動ばく露対策値
（２.５ｍ／ｓ２）を超える場合は、振動ばく
露時間の抑制、低振動のチェーンソーの選定を
行うこと。 

(3) できるだけ軽量な機種を選択すること。 
(4) 大型のチェーンソーは大径木の伐倒等やむ

を得ない場合に限って用いること。 
(5) 伐木造材を行う原木の径に適合した長さの

ガイドバーの機種を選択すること。 
 
（作業計画） 
第３４条 会員は、チェーンソーを用いて作業を行

う場合には、次に定めるところによらなければな
らない。 
(1) 作業開始前に、振動ばく露時間を踏まえた作

業計画を作成し、書面等により作業者に周知す
るとともに、適切な人員配置を行う等チェーン
ソーの取扱いによる労働災害を防止するため
の措置を講ずることによりチェーンソーの取
扱いによる労働災害の防止に努めること。 

(2) 伐倒、集材、運材等を計画的に組み合わせる
こと、又はチェーンソーを取り扱わない日を設
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けることにより、１週間の振動ばく露時間の平
準化を図ること。 

 
（目立て機器の備付け） 
第３５条 会員は、チェーンソーを用いて作業を行

う場合には、チェーンソーの目立てを行うための
機器を備え付けなければならない。 

 
（服装等） 
第３６条 会員は、チェーンソーを用いて作業を行

う場合には、作業者に、次に掲げる事項を守らせ
なければならない。 

衣服は、刃物、工具、危険な動植物、枝条等
と皮膚との接触を防ぐため、皮膚の露出を避け、
身体にあった袖締まりのよい長袖の上衣及び裾
締まりのよい長ズボンを着衣すること。 

 
（保護具等の着用） 
第３７条 会員は、チェーンソーを用いて作業を行

う場合には、作業者に、次の各号に掲げる保護具
を着用させなければならない。 
(1) 保護帽 
(2) 防振及び防寒のための手袋 
(3) 耳覆い等の防音具 
(4) 保護網又は保護眼鏡等 
(5) ソーチェーンによる損傷を防ぐ保護部材が

入った安全靴又は同等以上の性能を有するも
の 

(6) その他滑り止め等必要な保護具 
２ 会員は、作業者に、チェーンソーによる切り傷

防止のため、ソーチェーンによる損傷を防ぐ保護
部材が前面に入った防護ズボン又は同等以上の
性能を有するものを着用させなければならない。 

３ 会員は、作業者に既に刃が当たって繊維が引き
出されたものなど、防護性能が低下しているもの
を使用させてはならない。 

 
（振動工具管理責任者の選任及び職務） 
第３８条 会員は、チェーンソーを使用する事業場

については、振動工具管理責任者を選任しなけれ
ばならない。 

２ 会員は、振動工具管理責任者にチェーンソーの
点検・整備状況を定期的に確認させ、その状況を
平成２１年７月１０日付け基発０７１０第５号
「振動障害総合対策の推進について」の別紙１の
第１の３の(1)で示された別紙２の振動工具自主
点検表（チェーンソー用）に記録しなければなら
ない。 

 
（点検整備） 
第３９条 会員は、作業者が使用するチェーンソー

について、点検項目を定め、その項目について、
作業者に、始業時、毎週１回、１月を超えない期
間ごとに１回、点検を行わせなければならない。 

２ 会員は、前項の点検により異常が認められたと
きは、直ちに補修、その他必要な措置を講じなけ
ればならない。 

 

（目立て） 
第４０条 会員は、作業者に、適正なやすりを用い

て作業中随時、ソーチェーンの目立てを行わせ常
に最良の状態で使用させなければならない。 

 
（予備のソーチェーンの携行） 
第４１条 会員は、チェーンソーを用いて作業を行

う場合には、作業者に、予備のソーチェーンを携
行させなければならない。 

 
第２款 チェーンソー作業指針 

 
（操作時間） 
第４２条 会員は、チェーンソーを用いて作業を行

う場合には、平成２１年７月１０日付け基発０７
１０第１号「チェーンソー取扱い作業指針につい
て」で示されたとおり、作業者に、チェーンソー
の操作時間について、次の各号に掲げる事項を守
らせなければならない。 
(1) 日振動ばく露限界値（Ａ（８）５.０ｍ／ｓ

２）に対応した１日の振動ばく露時間（以下「振
動ばく露限界時間」という。）が２時間を超え
る場合は、当面、１日の振動ばく露時間を２時
間以下とすること。 

(2) 「周波数補正振動加速度実効値の３軸合成値」
が把握できないチェーンソーは、類似のチェー
ンソーの「周波数補正振動加速度実効値の３軸
合成値」を参考に振動ばく露限界時間を算出し、
これが２時間を超える場合には、１日の振動ば
く露時間を２時間以下のできる限り短時間と
すること。 

(3) チェーンソーの一連続ばく露時間は、１０分
以内とすること。 

 
（チェーンソー作業の方法等） 
第４３条 会員は、チェーンソーを用いて作業を行

う場合には、その作業方法等について、作業者に、
次の各号に掲げる事項を守らせなければならな
い。 
(1) チェーンソーを始動させるときは、ソーチェ

ーンに接触する物がないことを、あらかじめ、
確認し、原則として、チェーンソーを地面に置
き、保持して始動すること。 

(2) 燃料その他の可燃性の物の付近では、チェー
ンソーを運転しないこと。 

(3) チェーンソーを無理に木に押しつけないこ
と。 

(4) チェーンソーを用いるときは、前ハンドルと
後ろハンドルに親指を回して確実に保持し、ひ
じや膝を軽く曲げて持ち、かつ、チェーンソー
を木にもたせかけるようにして、チェーンソー
の重量をなるべく木で支えさせるようにし、作
業者のチェーンソーを支える力を少なくする
こと。 

なお、チェーンソーを肩より高く上げて作
業をしないこと。 

(5) 移動の際はチェーンソーの運転を止め、かつ、
使用の際には高速の空運転を極力避けること。 
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(6) チェーンソーに燃料を補給するときは、エン
ジンを止め、かつ、チェーンソーを水平な場所
で安定した状態に置くこと。 

(7) チェーンソーのエンジンがかかっている間
は、防振のための手袋を着用するとともに耳覆
い等の保護具を用いること。 

(8) 下草払い、小枝払い等は、手のこ、なた等の
手工具を用い、チェーンソーの使用はできる限
り避けること。 

２ 会員は、チェーンソーを用いて作業を行ってい
る作業者の周辺に、その他の作業者を立ち入らせ
てはならない。 

 
第２節 チェーンソーによる伐木、造材作業 

 
第１款 通 則 

 
（就業の制限） 
第４４条 会員は、次の各号に掲げる業務（労働安

全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号。以下
「安衛則」という。）第３６条第８号）を行う場
合には、安全衛生特別教育規程（昭和４７年労働
省告示第９２号。以下「特別教育規程」という。）
第１０条に定める特別教育を修了した者（以下
「安衛則第３６条第８号に係る特別教育修了者」
という。）でなければ、その業務に就かせてはな
らない。 
(1) 胸高直径が７０センチメートル以上の立木

の伐木の業務 
(2) 胸高直径が２０センチメートル以上であっ

て、かつ、重心が著しく偏している立木の伐木
の業務 

(3) つり切りその他特殊な方法による伐木の業
務 

(4) かかり木であって、かかっている木の胸高直
径が２０センチメートル以上であるものの処
理の業務 

２ 会員は、チェーンソーを用いて行う立木の伐木、
かかり木の処理又は造材の業務（前項に掲げる業
務を除く。）（安衛則第３６条第８号の２）を行う
場合には、特別教育規程第１０条の２に定める特
別教育を修了した者でなければ、その業務に就か
せてはならない。 

 
（作業用具の点検等） 
第４５条 会員は、おの、なた等の作業用具を用い

て作業を行う場合には、作業者に、それらの異常
の有無を点検させなければならない。 

２ 会員は、点検により異常が認められたときは、
直ちに補修、その他必要な措置を講じなければな
らない。 

 
（作業用具及び機械の刃部の覆い） 
第４６条 会員は、作業者に、おの、のこぎり、チ

ェーンソー等の作業用具及び機械を運搬させる
場合には、作業用具及び機械の刃部に覆いを付け
させなければならない。 

 

（足元の整理） 
第４７条 会員は、チェーンソーによる伐木又は造

材の作業を行う場合には、作業者に安定した姿勢
で作業ができるよう足元を整えさせなければな
らない。 

 
（山割り） 
第４８条 会員は、山割りをする場合には、原木が

転落し、又は滑ることによる危害を防止するため、
地形等によりやむを得ない場合を除き、縦割りと
しなければならない。 

 
（上下作業の禁止） 
第４９条 会員は、作業中原木が転落し、又は滑る

ことによって危険が予想される斜面の下に作業
者を立ち入らせてはならない。 

 
（近接作業の禁止） 
第５０条 会員は、立木を伐倒する場合は、近傍の

他の作業者を立木の樹高の２倍以上離れさせな
ければならない。 

２ 会員は、近接して伐倒作業を行う場合は、高い
方の樹高の２．５倍以上離れて作業させなければ
ならない。 

また、それぞれの伐倒者の退避場所の選定の
際には、前項の立入禁止区域内に入らないよう
に、退避場所を確保させなければならない。 

 
（危険標識の設置） 
第５１条 会員は、伐木又は造材の作業を行う場合

には、危険が予想される通路、搬出路等の近くに
作業中等の危険標識を設けなければならない。 

 
（悪天候時の作業の禁止） 
第５２条 会員は、強風、大雨、大雪等の悪天候の

ため危険が予想される場合には、作業者に、伐木
又は造材の作業を行わせてはならない。 

 
第２款 チェーンソーによる伐木作業 

 
（指示を要する伐木） 
第５３条 会員は、次の各号に掲げる業務に就かせ

る場合には、安衛則第３６条第８号に係る特別教
育修了者のうちから技能を選考のうえ、会員が指
名した者に、伐倒による危害を防止するための必
要な事項を指示させなければならない。 
(1) 控索を使用して行う伐木の業務 
(2) 安全帯を使用して行う伐木の業務 
(3) 伐倒の際に危害を及ぼすおそれのあるあば

れ木又は空洞木の伐木の業務 
(4) 重心が伐倒方向に対して著しく偏在してい

る木の伐木の業務 
(5) かかり木となるおそれのある木の伐木の業

務 
(6) かかり木の処理の業務 

 
（かかり木の処理） 
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第５４条 会員は、かかり木が生じた場合には、作
業者に当該かかり木を速やかに処理させるとと
もに、次の各号に掲げる措置を講じなければなら
ない。 
(1) 当該かかり木の処理の作業について安全な

作業をさせるため次のアからオまでの事項を
行わせること。 
ア 当該かかり木の径級、状況、作業場所及

び周囲の地形等の状況を確認すること。 
イ 当該かかり木が生じた後速やかに、当該

かかり木により危険を生ずるおそれのある
場所から安全に退避できる退避場所を選定
すること。 

ウ 当該かかり木の処理の作業の開始前又は
開始後において、当該かかり木がはずれ始
め、作業者に危険が生ずるおそれがある場
合、イで選定した退避場所に作業者を退避
させること。 

エ かかり木が生じた後、やむを得ず当該か
かり木を一時的に放置する場合を除き、当
該かかり木の処理の作業を終えるまでの間、
当該かかり木の状況について常に注意を払
うこと。 

オ やむを得ずかかり木を一時的に放置する
場合、当該かかり木による危険が生ずるお
それがある場所に作業者等が近づかないよ
う、標識の掲示、テープを回すこと等の立
入禁止の措置を講じさせること。 

(2) 作業は、できるだけ２人以上の組となるよう
に調整すること。 

(3) 機械器具等は、次のアからウまでに掲げる場
合に応じて使用し、安全な作業方法により処理
すること。 
ア 当該かかり木の胸高直径が２０センチメ

ートル未満であって、かつ、当該かかり木
が容易に外れることが予想される場合は、
木回し、フェリングレバー、ターニングス
トラップ、ロープ等を使用して、かかり木
を外すこと。 

イ 当該かかり木の胸高直径が２０センチメ
ートル以上である場合又はかかり木が容易
に外れないことが予想される場合は、けん
引具等を使用し、当該かかり木を外すこと。 

ウ 車両系木材伐出機械（伐木等機械、走行
集材機械及び架線集材機械（機械集材装置
又は簡易架線集材装置の集材機として用い
ている場合を除く。）をいう。以下同じ。）、
機械集材装置、簡易架線集材装置等を使用
できる場合には、原則として、これらを使
用して、当該かかり木を外すこと。 

２ 作業者はかかり木の処理について、次のアから
オまでに掲げる事項を行ってはならない。 

ア かかられている木を伐倒することにより、
かかり木全体を倒すこと。 

イ 他の立木を伐倒し、かかり木に激突させ
ることにより、かかり木を外すこと。 

ウ かかり木を元玉切りし、地面等に落下さ
せることにより、かかり木を外すこと。 

エ かかり木を肩に担ぎ、移動すること等に
より、かかり木を外すこと。 

オ かかられている木に上り、かかり木又は
かかられている木の枝条を切り落とすこと
等により、かかり木を外すこと。 

 
（伐倒作業前の準備） 
第５５条 会員は、伐倒作業に当たり、作業者に次

の事項について事前に確認させ、必要な措置を行
った後に伐倒させなければならない。 
(1) 林道、歩道等の通行路及び周囲の作業者の位

置、地形、転石、風向、風速等を確認すること。 
(2) 立木の樹種、重心、つるがらみや枝がらみの

状態、頭上に落下しそうな枯損木、枯れ枝等の
有無を確認すること。 

(3) 跳ね返りや落下、倒木等による危険の可能性
のある立木、枝、枯損木等については事前に確
認すること。 

(4) 伐倒方向を確認すること。なお、伐倒方向は、
斜面下方に対し、４５度から   １０５度ま
での方向を原則とすること。 

(5) かん木、枝条、ササ、つる、浮石等で、伐倒
の際その他作業中に危険を生ずるおそれのあ
るものを確認すること。 

 
（枝がらみの木、つるがらみの木の伐倒） 
第５６条 会員は、枝がらみの木を伐倒する場合に

は、作業者に、できる限り伐倒前にからんでいる
枝を取り除かせなければならない。取り除くこと
ができない場合には、次の各号に掲げる事項を行
わせなければならない。 
(1) 枝がらみの木が斜面の上下に位置している

ときは、下方の木から伐倒すること。 
(2) 枝がらみの木が斜面の左右に位置している

ときは、小さい方の木から、枝がらみの反対の
方向へ伐倒すること。 

２ 会員は、つるがらみの木を伐倒する場合には、
作業者に、できる限り伐倒前につる類を取り除か
せなければならない。事前に取り除くことができ
ない場合には、同じ方向に同時に伐倒することと
し、まず、伐倒方向の側にある木の受け口を大き
めに作り、追い口を切り、くさびを打って重心を
移動させておき、次に他の木を、先にくさびを打
ったままにしておいた木の方向に倒し、同時に伐
倒させなければならない。 

 
（障害物の取り除き） 
第５７条 会員は、伐木の作業を行う場合には、作

業者に、それぞれの立木について、かん木、枝条、
つる、ささ、浮石等で伐倒等の際に危害を受ける
おそれのあるものを、あらかじめ、取り除かせな
ければならない。 

 
（追いづる切り） 
第５８条 会員は、偏心の程度が著しい立木又は裂

けやすい木では、追いづる切りにより伐倒させな
ければならない。 
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（退避場所の選定） 
第５９条 会員は、伐木の作業を行う場合には、作

業者に、あらかじめ、退避場所を選定させ、かつ、
伐倒の際に迅速に退避させなければならない。 

２ 会員は、前項の退避場所は、伐倒方向の反対側
で、伐倒木から十分な距離があり、かつ、立木の
陰等の安全なところでなければならない。ただし、
上方向に伐倒する場合、その他やむを得ない場合
は、退避場所を伐倒方向の横方向とすることがで
きる。 

 
（退避路の整理） 
第６０条 会員は、前条の退避場所に通ずる退避路

について、作業者に、次の各号に掲げる事項を行
わせなければならない。 
(1) 枝条、ささ等で退避の際に危害を及ぼすおそ

れがあるものを取り除くこと。 
(2) 積雪がある場合には、雪を十分踏み固め、退

避が円滑にできるようにすること。 
 

（受け口及び追い口） 
第６１条 会員は、チェーンソーによる伐木の作業

を行う場合には、作業者に、それぞれの立木につ
いて、次の各号に掲げる事項を行わせなければな
らない。 
(1) 受け口の深さは、伐根直径（根張りの部分を

除いて算出するものとする。）の４分の１以上
とすること。ただし、胸高直径が７０センチメ
ートル以上であるときは、３分の１以上とする
こと。 

(2) 受け口の下切り面と斜め切り面とのなす角
度は、３０度以上４５度以下とすること。 

受け口の下切りと斜め切りの終わりの部分
を一致させること。 

(3) 追い口の位置は、受け口の高さの下から３分
の２程度の高さとし、水平に切り込むこと。 

(4) 追い口切りの切り込みの深さは、つるの幅が
伐根直径の１０分の１程度残るようにし、切り
込み過ぎないこと。 

 
（くさびの使用） 
第６２条 会員は、チェーンソーによる伐木の作業

を行う場合において、伐倒しようとする立木の重
心が偏しているもの、あるいは、胸高直径が２０
センチメートル以上のものを伐倒しようとする
ときは、作業者に、同一形状かつ同じ厚さのもの
を組みにして、くさびを２本以上用いること等立
木が確実に伐倒方向に倒れるような措置を講じ
させなければならない。 

２ 会員は、作業者に第 1 項の作業を行わせる場合
には、次の各号に掲げる事項を行わせるよう努め
なければならない。 
(1) くさびは立木の大きさに応じて本数を増や

すこと。 
(2) くさびの打ち込み時のずれ及び凍結時の抜

けの防止のため、表面を滑りにくく加工したく
さびを使用すること。 

 

（伐倒合図） 
第６３条 会員は、チェーンソーによる伐木の作業

を行う場合には、伐倒について予備合図、本合図、
終了合図を定め、かつ、作業者に、これらの合図
を周知させなければならない。 

 
（合図確認と指差し呼称） 
第６４条 会員は、チェーンソーによる伐木の作業

を行う場合には、作業者に、次の各号に掲げる事
項を行わせなければならない。 
(1) 予備合図を行うこと。 
(2) 他の作業者が退避したことを応答合図によ

り確認すること。 
(3) 本合図及び指差し呼称による確認を行った

後、伐倒者以外の作業者が、立入禁止区域より
確実に退避したことを確認してから伐倒する
こと。 

(4) 伐倒を完了した後、終了合図をすること。 
第３款 チェーンソーによる造材作業 

 
（作業者の指名） 
第６５条 会員は、安衛則第３６条第８号に係る特

別教育修了者のうちから技能を選考のうえ、会員
が指名した者でなければ風雪等により転倒した
木、又は折損した木であって、乱積（やがら）に
なったものの造材の業務に就かせてはならない。 

 
（原木の転落防止） 
第６６条 会員は、造材の作業を行う場合には、作

業者に、造材しようとする原木が転落する危険が
ないかを点検させ、転落する危険が予想されると
きは、杭止め等の措置を講じさせなければならな
い。 

２ 会員は、玉切りした原木が転落するおそれがあ
る場合には、作業者に、その原木を安定した位置
に移すこと等の措置を講じさせなければならな
い。 

 
（障害物の取り除き） 
第６７条 会員は、造材の作業を行う場合には、作

業者に、おの、のこぎり、チェーンソー等の操作
を阻害するおそれのあるかん木、枝条等を、あら
かじめ、取り除かせなければならない。 

 
（作業者の位置等） 
第６８条 会員は、斜面で玉切りの作業を行う場合

において、原木を切り落とすときは、作業者に、
原木の上方で作業を行わせ、かつ、作業者に、足
先を原木、チェーンソーの下に入れさせてはなら
ない。 

 
（枝払い作業） 
第６９条 会員は、枝払いの作業を行う場合には、

作業者に、地面に接して原木を支えている枝は、
玉切りをし、原木を安定させた後に、切り払わせ
なければならない。 

２ 会員は、複数の作業者に、同時に同一の原木の
枝払い作業をさせてはならない。 
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第３章 木材伐出機械等 

 
第１節 車両系木材伐出機械による作業 

 
第１款 通 則 

 
（就業の制限） 
第７０条 会員は、次の各号に掲げる業務を行う場

合には、それぞれ当該各号に掲げる特別教育を修
了した者でなければ、当該各号に掲げる業務に就
かせてはならない。 
(1) 伐木等機械（伐木、造材又は原木若しくは薪

炭材の集積を行うための機械であって、動力を
用い、かつ、不特定の場所に自走できるものを
いう。以下同じ。）の運転（道路上を走行させ
る運転を除く。）の業務（安衛則第３６条第６
号の２）安全衛生特別教育規程第８条の２ 

(2) 走行集材機械（車両の走行により集材を行う
ための機械であって、動力を用い、かつ、不特
定の場所に自走できるものをいう。以下同じ。）
の運転（道路上を走行させる運転を除く。）の
業務（安衛則第３６条第６号の３）安全衛生特
別教育規程第８条の３ 

(3) 簡易架線集材装置（集材機、架線、搬器、支
柱及びこれらに附属する物により構成され、動
力を用いて、原木等を巻き上げ、かつ、原木等
の一部が地面に接した状態で運搬する設備を
いう。以下同じ。）の運転又は架線集材機械（動
力を用いて原木等を巻き上げることにより当
該原木等を運搬するための機械であって、動力
を用い、かつ、不特定の場所に自走できるもの
をいう。以下同じ。）の運転（道路上を走行さ
せる運転を除く。）業務（安衛則第３６条第７
号の２）安全衛生特別教育規程第９条の２ 

 
（調査及び記録） 
第７１条 会員は、車両系木材伐出機械を用いて作

業を行う場合には、あらかじめ、次の各号に掲げ
る事項を調査し、その結果を記録しておかなけれ
ばならない。 
(1) 地山の地形、地質、き裂、含水、湧水、凍結

等の状況 
(2) 架空電線等の有無の状況 
(3) 既設の道路、林道及び作業道の状況 
(4) 立木及び取り扱う原木の形状、種類、径、高

さ及び重量 
 
（作業計画） 
第７２条 会員は、車両系木材伐出機械による作業

を行う場合には、前条の調査結果により、知り得
たところに適応する作業計画を定め、かつ、当該
作業計画に基づき作業を行わなければならない。 

２ 前項の作業計画は、次の事項が示されたもので
なければならない。 
(1) 使用する車両系木材伐出機械の種類及び能

力 
(2) 車両系木材伐出機械の運行経路 

(3) 車両系木材伐出機械による作業の方法及び
場所 

３ 会員は、第１項の作業計画を定めたときは、前
項第２号及び第３号の事項について関係作業者
に周知させなければならない。 

 
（作業指揮者） 
第７３条 会員は、車両系木材伐出機械による作業

を行う場合は、当該作業の指揮者を定め、その者
に前条の作業計画に基づく作業の指揮を行わせ
なければならない。ただし、伐木等機械及び単独
作業の場合は、この限りでない。 

 
（服装等） 
第７４条 会員は、車両系木材伐出機械による作業

を行う場合には、作業者に、次の各号に掲げる事
項を守らせなければならない。 
(1) 袖締まり、裾締まりのよい服装を着用する等

安全な作業を行うことができる服装とするこ
と。 

(2) 保護帽を着用すること。 
(3) 滑るおそれがなく、かつ、脱げにくい履物を

使用すること。 
（悪天候時の作業禁止） 
第７５条 会員は、強風、大雨、大雪等の悪天候の

ため、車両系木材伐出機械を用いる作業の実施に
ついて、危険が予想されるときは、当該作業に作
業者を従事させてはならない。 

 
（前照灯の設置） 
第７６条 会員は、車両系木材伐出機械による作業

を行う場合、前照灯を備えたものでなければ使用
してはならない。ただし、作業を安全に行うため
必要な照度が保持されている場所においては、こ
の限りでない。 

 
（ヘッドガード） 
第７７条 会員は、フェラーバンチャ、ハーベスタ、

木材グラップル機等の伐倒や集積等を行う車両
系木材伐出機械については、伐倒木、原木、落石
などの落下物から運転者を守るため、堅固なヘッ
ドガードを備えたものでなければ使用してはな
らない。ただし、原木等の落下により運転者に危
険を及ぼすおそれのないときは、この限りでない。 

 
（防護柵等） 
第７８条 会員は、車両系木材伐出機械については、

原木等の飛来等により運転者に危険を及ぼすお
それのあるときは、運転者席の防護柵等当該危険
を防止するための設備を備えたものでなければ
使用してはならない。 

２ 会員は、伐木等機械及び架線集材機械について、
乗車席で作業装置の運転を行う場合は、フロント
ガードを備えたものでなければ使用してはなら
ない。 

 
（制限速度） 
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第７９条 会員は、車両系木材伐出機械（最高速度
が毎時１０キロメートル以下のものを除く。）を
用いて作業を行うときは、あらかじめ、当該作業
に係る場所の地形、地盤の状態、機械の能力等に
応じた制限速度を定めなければならない。 

２ 会員は、運転者に前項で定めた速度以下で作業
を行わせなければならない。 
 
（車両系木材伐出機械の走行路の確保等） 
第８０条 会員は、車両系木材伐出機械の走行路に

ついて、作業者に、次の各号に掲げる事項を行わ
せなければならない。 
(1) 走行路は、車両系木材伐出機械が安全に走行

できる幅員とし、少なくとも車両系木材伐出機
械の接地幅の １.２倍以上、走行路の曲線部
は必要に応じて幅員を大きくすること。 

(2) 斜面を横断する走行路の盛土路面について
は、必要な補強措置を講ずること。 

(3) 走行路の勾配は、使用する車両系木材伐出機
械の能力に応じて決定すること。 

(4) 木橋等は、車両系木材伐出機械の走行に耐え
られる材料及び構造とすること。 

(5) 走行路は、凹凸のないよう整地しておくとと
もに、根株、岩石等は、走行に支障のないよう
に、あらかじめ、除去しておくこと。 

(6) 土場は、土砂の崩壊、落石、流水等のおそれ
のない場所を選定し、車両系木材伐出機械及び
貨物自動車の方向転換が安全にできる広さを
確保すること。 

(7) 走行路を確保するための作業を行うときは、
作業現場の崩壊及び浮石等の落下の防止に配
慮すること。 

 
（転倒時保護） 
第８１条 会員は、傾斜地等であって、車両系木材

伐出機械の転倒又は転落により運転者に危険が
生ずるおそれのある場所においては、転倒時保護
構造を有し、かつ、シートベルトを有するものを
使用するように努めるとともに、作業者にシート
ベルトを使用させるように努めなければならな
い。 

 
（誘導者の配置） 
第８２条 会員は、路肩等で車両系木材伐出機械を

用いて作業を行う場合において、車両系木材伐出
機械の転倒又は転落により運転者に危険が生ず
るおそれがあるときは、誘導者を配置して車両の
誘導を行わせなければならない。 

 
（作業の合図） 
第８３条 会員は、車両系木材伐出機械による作業

を行う場合には、一定の合図を定め、運転者及び
作業者にこの合図を行わせなければならない。 

 
（立入禁止） 
第８４条 会員は、車両系木材伐出機械を用いて作

業を行うときは、運転中の車両系木材伐出機械又
は取り扱う原木等と接触のおそれや飛来、落下等

の危険が生ずるおそれのある箇所に作業者を立
ち入らせてはならない。 

 
（ブーム、アームの降下等による危険の防止） 
第８５条 会員は、車両系木材伐出機械については、

そのブーム、アーム等又はこれらにより支持され
ている等の下に作業者を立ち入らせてはならな
い。ただし、修理、点検等の作業を行う場合にお
いてブーム、アーム等が不意に降下することを防
ぐため、安全支柱、安全ブロック等を使用させる
ときは、この限りではない。 

 
（走行の運転位置を離れる場合の措置） 
第８６条 会員は、車両系木材伐出機械の運転者が

走行のための運転位置から離れるときは、その運
転者に、次の各号に掲げる事項を行わせなければ
ならない。ただし、走行のための運転位置と作業
装置の運転位置が異なる場合であって、作業者が
作業装置の運転位置において作業装置を運転し、
又は運転しようとしている場合は、この限りでな
い。 
(1) 木材グラップル等の作業装置を最低降下位

置（荷台を備える車両系伐出機械の木材グラッ
プルにあっては荷台上の最低降下位置）まで下
ろすこと。 

(2) 車両の停止状態を保持するため駐車ブレー
キを確実にかける等の車両の逸走を防止する
措置を講じること。 

(3) エンジンを止めること。 
２ 会員は、前項のただし書きの場合で、運転者が

走行のための運転位置から離れるときは、その運
転者に駐車ブレーキを確実にかける等の車両の
逸走防止を行う措置を講じなければならない。 

（作業装置の運転位置からの離脱の禁止） 
第８７条 会員は、前条ただし書きの場合であって、

車両系木材伐出機械の走行のための運転位置と
作業装置の運転位置が異なる場合について、作業
装置が運転されている間は、運転者をその運転位
置から離れさせてはならない。 

２ 運転者は、前項の作業装置を運転している間は、
その運転位置から離れてはならない。 

 
（車両系木材伐出機械の移送） 
第８８条 会員は、車両系木材伐出機械の移送に当

たり、貨物自動車への積卸しを行う場合において、
道板、盛土等を使用するときは、搭載車両の転倒、
転落等による危険を防止するため、作業者に、次
に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 積卸しは平坦な場所において行うこと。 
(2) 道板を使用するときは、十分な長さ、幅及び

強度を有する道板を用い、適当な勾配で確実に
取り付けること。 

(3) 盛土、架設台等を使用するときは十分な幅及
び強度を有するものを用い、２５パーセント以
下の勾配で確実に取り付けること。 

 
（搭乗の制限） 
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第８９条 会員は、車両系木材伐出機械で作業を行
うときは、乗車席又は荷台以外の箇所に作業者を
乗せてはならない。ただし、墜落による作業者の
危険を防止するための措置を講じたときは、この
限りでない。 

 
（作業装置の運転のための運転位置への搭乗の制
限） 
第９０条 会員は、走行のための運転位置と作業装

置の運転のための運転位置が異なる車両系木材
伐出機械を走行させるときは、当該車両系木材伐
出機械の作業装置の運転のための運転位置に作
業者を乗せてはならない。 

２ 作業者は、前項の場合において同項の車両系木
材伐出機械の作業装置の運転のための運転位置
に乗ってはならない。 

 
（使用の制限） 
第９１条 会員は、車両系木材伐出機械の転倒、逸

走又はブーム、アーム等の作業装置の破壊による
作業者の危険を防止するため、構造上定められた
安定度、最大走行勾配、最大積載荷重、最大使用
荷重を守らなければならない。 

 
（用途以外の使用の制限） 
第９２条 会員は、車両系木材伐出機械を本来の用

途以外に使用してはならない。ただし、かかり木
の処理に使用する場合は適用しない。 

 
（修理等） 
第９３条 会員は、車両系木材伐出機械の修理又は

アタッチメントの装着若しくは取り外しの作業
を行うときは、当該作業を指揮する者を定め、そ
の者に次の事項を行わせなければならない。 
(1) 作業手順を決定し、作業を直接指揮すること。 
(2) 第８５条に規定する安全支柱、安全ブロック

等の使用状況を監視すること。 
 

（検 査） 
第９４条 会員は、車両系木材伐出機械については、

１年を超えない期間ごとに 1 回、定期に、次の事
項について検査を行うよう努めなければならな
い。ただし、１年を超える期間使用しない車両系
木材伐出機械の当該使用しない期間においては、
この限りでない。 
(1) 原動機の異常の有無 
(2) 動力伝達装置及び走行装置の異常の有無 
(3) 制動装置及び操縦装置の異常の有無 
(4) 作業装置及び油圧装置の異常の有無 
(5) 車両、ヘッドガード、飛来物防護設備、アウ

トリガー、電気系統、灯火装置及び計器の異常
の有無 

２ 会員は、前項ただし書の車両系木材伐出機械に
ついては、その使用を再び開始する際に、同項各
号に掲げる事項について検査を行うよう努めな
ければならない。 

３ 会員は、車両系木材伐出機械については、１月
を超えない期間ごとに１回、定期に、次の事項に

ついて検査を行うよう努めなければならない。た
だし、１月を超える期間使用しない車両系木材伐
出機械の当該使用しない期間においては、この限
りでない。 
(1) 制動装置、クラッチ及び操縦装置の異常の有

無 
(2) 作業装置及び油圧装置の異常の有無 
(3) ヘッドガード及び飛来物防護設備の異常の

有無 
４ 会員は、前項ただし書の車両系木材伐出機械に

ついては、その使用を再び開始する際に、同項各
号に掲げる事項について検査を行うよう努めな
ければならない。 

 
（点 検） 
第９５条 会員は、車両系木材伐出機械による作業

を行う場合には、その日の作業を開始する前に、
次の事項について点検を行わせなければならな
い。 
(1) 制動装置及び操縦装置の機能 
(2) 作業装置及び油圧装置の機能 
(3) ワイヤロープ及び履帯又は車輪の異常の有

無 
(4) 前照灯の機能 

 
（補修等） 
第９６条 会員は、第９４条の検査又は前条の点検

を行った場合において、異常を認めたときは、直
ちに補修その他必要な措置を講じなければなら
ない。 

 
第２款 伐木等機械による作業 

 
（立入禁止） 
第９７条 会員は、伐木等機械（フェラーバンチャ、

ハーベスタ、プロセッサ、木材グラップル機等を
いう。以下同じ。）による作業を行う場合には、
次に掲げる場所に、作業者を立ち入らせてはなら
ない。 
(1) 伐木等機械による作業を行っている場所の

下方で、原木の転落又は滑りによる危険を生ず
るおそれのある場所 

(2) 作業中の伐木等機械又は扱っている原木に
接触するおそれのある箇所 

(3) 伐倒作業中は、運転席から伐倒する立木の高
さの２倍以上を半径とする円の範囲内 

(4) 造材作業中は、運転席からブーム、アームを
最大に伸ばした距離の２倍以上を半径とする
円の範囲内と原木を送る方向 

 
（合 図） 
第９８条 会員は、伐木等機械による作業について、

作業者に、次の各号に掲げる事項を行わせなけれ
ばならない。 
(1) 運転者と他の作業者にトランシーバー等の

通信装置を携帯させるか、一定の合図を定め、
確実に行わせること。 
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(2) 運転者は、機械始動時にクラクションを鳴ら
して、他の作業者に注意を促すとともに、危険
区域内に他の作業者や機械の有無等、周囲の確
認のための指差し呼称を行うこと。 

 
（搭乗の制限） 
第９９条 会員は、伐木等機械の作業時に乗車席以

外の箇所に他の作業者を搭乗させてはならない。 
 
（作業装置の運転位置から離れる場合の措置） 
第１００条 会員は、伐木等機械の作業装置の運転

位置の運転者がその運転位置を離れる場合、その
運転者に次の各号に掲げる事項を行わせなけれ
ばならない。 
(1) アタッチメントを最低降下位置に下ろすこ

と。 
(2) 車両の停止状態を保持するため、駐車ブレー

キを確実にかける等の車両の逸走を防止する
措置を講じること。 

(3) エンジンを止めること。 
 
（走 行） 
第１０１条 会員は、伐木等機械による作業を行う

場合には、伐木等機械の走行に関し、作業者に、
次の各号に掲げる事項を行わせなければならな
い。 
(1) 伐木等機械の走行に当たっては、走行する林

内の勾配、斜面の状況並びに荷重に応じた安全
な操作及び速度で走行すること。 

(2) 林内の傾斜地を走行するときは、車両下部
（走行部）の前進及び後進の方向を確認すると
ともに、傾斜方向（等高線と直角方向をいう）
に登降坂走行をすること。 

(3) 斜面を下りるとき、積雪時又は凍結時には、
速度を落として走行すること。 

(4) 伐木等機械のアタッチメントは、走行方向に
向け、斜面や伐根にアタッチメントが当たらな
い程度に低く下ろした状態で走行すること。 

(5) 林内の傾斜地のうち、伐木等機械が繰り返し
昇降する部分については、あらかじめ、根株、
岩石等の障害物を取り除くとともに、当該部分
を整地しておくこと。 

 
 
（旋 回） 
第１０２条 会員は、伐木等機械による作業を行う

場合には、伐木等機械の旋回に関し、作業者に、
次の各号に掲げる事項を行わせなければならな
い。 
(1) アタッチメント、車両上部及び車両（以下「ア

タッチメント等」という。）は、適正な速度を
保って旋回し、高速での旋回は行わないこと。 

(2) 傾斜地においては、車両下部（走行部）を等
高線方向に配置しないこと。 

(3) 林内においてアタッチメント等の旋回は、ア
タッチメント等が立木等に接触しないよう、十
分な広さを有する場所において旋回の範囲内

に、他の作業者がいないことを確認した上で行
うこと。 

(4) つかんでいる伐倒木や原木が車両に接触し
ないよう、アタッチメントを車両に近づけた状
態で旋回すること。 

(5) 造材する土場において原木をつかんだ状態
で旋回するに当たっては、原木や車両後部が他
の機械や作業者に当たることのないよう、あら
かじめ周囲を確認すること。 

 
（伐倒作業における危険の防止） 
第１０３条 会員は、伐木等機械による伐木の作業

を行う場合には、立木を伐倒しようとする作業者
に、次の事項を行わせなければならない。 
(1) 伐倒する立木及び林地の状態から倒す方向

を見定め、確実に伐倒を行うこと。 
(2) 伐倒する立木の周囲にあるかん木、枝条、つ

る、浮石等で、伐倒の際、その他作業中に危険
を生ずるおそれのある障害物は、あらかじめ除
去しておくこと。 

(3) 運転席から伐倒する木の高さの２倍以上を
半径とする円の範囲内に、他の作業者がいない
ことを確認すること。 

(4) アタッチメントで鋸断するときは、チェーン
ソーバーを他の作業者や運転席の方向に向け
ないこと。 

 
（造材作業における危険の防止） 
第１０４条 会員は、伐木等機械による造材作業を

行う場合には、造材を行う原木等が転落し、又は
滑ることによる危険を防止するため、造材作業に
ついて、作業者に、次の事項を行わせなければな
らない。 
(1) 平たんな地面で当該作業を行うこととし、集

積作業に当たっては、次の措置を講じること。 
ア 原木が転落又は滑落しない箇所に集積す

ること。 
イ 原木を下ろす際の衝撃により、集積され

ている他の原木が滑落等を起こさないよう
にすること。 

ウ 原木を回転移動させるときは、原木が運
転席等の部分に接触しないよう確認しなが
ら行うこと。 

(2) 枝払い又は玉切り作業に当たっては、次の措
置を講じること。 
ア あらかじめ、原木の移動範囲に他の作業

者及び障害物がないことを確認すること。 
イ 運転席から原木の状態を確認できるよう、

運転席の正面において、原木を水平方向に
向けて作業を行うこと。 

ウ アタッチメントに搭載しているチェーン
ソーを使用する場合は、なるべく運転席よ
りも低い位置で作業を行うこと。この場合
において、チェーンソーが地面に接触しな
い程度にとどめること。 

エ 原木の落下場所を確認して鋸断すること。 
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オ アタッチメントにより鋸断するときは、
チェーンソーバーを他の作業者や運転席に
向けないこと。 

 
（はい積み） 
第１０５条 会員は、伐木等機械による作業を行う

場合には、はい積みについて、作業者に、次の事
項を行わせなければならない。 
(1) はい積みをする場所は、原木が転落したり、

滑落したりしないところを選ぶこと。 
(2) はいの高さは、安全が確保できる高さとし、

はいの下部から原木を安定させながら積み上
げること。 

(3) 複数によりはい作業を行う場合のはいの高
さは２メートルを超えないこととし、２メート
ルを超える場合は、はい作業主任者を配置し、
はい作業主任者の判断に基づく高さとするこ
と。 

(4) 原木をつかんで旋回するときは、すでにはい
積みした原木と車両の後部等が接触しないよ
うすること。 

(5) 原木をつかんだ状態で移動するときは、原木
を横から見る方向にしてアタッチメントを車
両に近づけて行うこと。 

(6) 移動中に、原木がアタッチメントから滑り落
ちないように確実につかむこと。 

 
（木材グラップル機による木寄せ作業） 
第１０６条 会員は、木材グラップル機を用いて木

寄せ作業を行う場合には、作業者に、次の各号に
掲げる事項を守らせなければならない。 
(1) ブーム、アームの伸縮又は旋回の操作は、安

全な速度により行うこと。 
(2) 斜面下方の原木を引き上げる際は、車両の転

倒防止のため、最大使用荷重を守ること。 
(3) 原木が障害物に接触した場合は、原木を引く

方向を変更する等により障害物を避けること。 
(4) 最大つかみ荷重（ブーム、アームを前方へ最

大に伸ばした状態において持ち上げられる最
大荷重のことをいう。）を超えて使用しないこ
と。 

(5) 斜面上方の原木を引き下げるときは、当該引
き下げる原木、その他の原木、転石等が車両に
接触しないような場所に車両を設置すること。 

(6) 原木の木寄せ作業は原木１本ごと行うこと。 
(7) 複数の原木が重なっている場合、上部に集積

された原木から順次作業し、中抜きをしないこ
と。 

 
（他の機械との連携作業） 
第１０７条 会員は、伐木等機械と他の走行集材機

械及び架線集材機械との作業範囲が重複する連
携作業において、伐木等機械の運転者に、次の各
号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 伐木等機械と他の走行集材機械との接触が

生じないよう、伐木等機械と他の走行集材機械
との適切な間隔を保つこと。 

(2) 伐木等機械と他の架線集材機械との連携作
業を行う場合は、当該機械だけでなく架線に接
触しないように確認すること。 

(3) 他の走行集材機械が作業を行っているとき
は、伐木等機械を完全に停止すること。 

 
（周囲の作業者との連携作業） 
第１０８条 会員は、伐木等機械の作業範囲内で他

の作業者が作業を行う場合には、伐木等機械の運
転者に、次の各号に掲げる事項を行わせなければ
ならない。 
(1) 検尺作業者と共同で作業を行う場合には、原

木を地面に置き、又は伐木等機械を停止させた
上で検尺作業者に検尺を行わせるとともに、当
該検尺作業者が退避したことを確認してから
造材作業を開始すること。 

(2) 架線集材機械等との連携作業を行うに当た
っては、その荷外し作業者が退避したことを確
認してから作業を開始すること。 

 
第３款 走行集材機械による作業 

 
（立入禁止） 
第１０９条 会員は、走行集材機械（フォワーダ、

スキッダ、小型運材車、集材用トラクタ等をいう。
以下同じ。）による作業を行う場合には、次の各
号に掲げる箇所に、作業者を立ち入らせてはなら
ない。 
(1) 集材作業を行っている場所の下方で、原木の

転落、滑りによる危険を生ずるおそれのある箇
所 

(2) 作業索の内角側で、ワイヤロープ、ガイドブ
ロック等が反発し、又は飛来するおそれのある
箇所 

(3) 運転中の走行集材機械又は積荷に接触する
おそれのある箇所 

 
（不適格なワイヤロープの使用禁止） 
第１１０条 会員は、走行集材機械のウインチ若し

くはスリングに用いるワイヤロープ又は積荷の
固定に用いるワイヤロープについては、次のいず
れかに該当するものを使用してはならない。 
(1) ワイヤロープの一よりの間において素線（フ

イラ線を除く。以下の本号において同じ。）数
の１０パーセント以上の素線が切断したもの 

(2) 摩耗による直径の減少が公称径の７パーセ
ントを超えるもの 

(3) キンクしたもの 
(4) 著しい形崩れ又は腐食のあるもの 

 
（ワイヤロープの安全係数等） 
第１１１条 会員は、走行集材機械のウインチ又は

スリングに用いるワイヤロープの安全係数は４.
０以上としなければならない。 

また、走行集材機械のウインチ又はスリング
に用いるワイヤロープ並びに積荷の固定に用い
るワイヤロープは、その日の作業を開始する前
に損傷等がないかを点検し、不適格なワイヤロ
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ープは直ちに補修し、又は取り替えなければな
らない。 

 
 
（合 図） 
第１１２条 会員は、走行集材機械による作業の合

図については、作業者に、次の各号に掲げる事項
を行わせなければならない。 
(1) 走行集材機械の運転者は、合図を指差し呼称

などで確認し、他の作業者が安全な位置に退避
していることを確かめた後に、クラクションを
鳴らして、ウインチの運転、車両の発進等を行
うこと。 

(2) 走行集材機械の運転者と他の作業者間で、あ
らかじめ一定の合図を定め、合図者に当該合図
を行わせること。 

(3) 合図者は、周囲の安全を確認してから明確に
合図を行い、運転者及び他の作業者は、必ず合
図に従うこと。 

 
（運転位置から離れる場合の措置） 
第１１３条 会員は、走行集材機械の走行のための

運転者がその運転位置を離れる場合、その運転者
に次の各号に掲げる事項を行わせなければなら
ない。ただし、作業装置の運転位置と走行の運転
位置が異なる場合であって、運転者が作業装置の
運転位置において作業装置を運転し、又は運転し
ようとしている場合は、この限りでない。 
(1) 木材グラップル等のアタッチメントを最低

降下位置（荷台のある走行集材機械の木材グラ
ップルでは荷台上の最低降下位置）に下ろすこ
と。 

(2) 車両の停止状態を保持するため、駐車ブレー
キを確実にかける等の車両の逸走を防止する
措置を講じること。 

(3) エンジンを止めること。 
２ 会員は、前項のただし書きの場合であって作業

装置が運転されている間は、当該作業装置の運転
者を当該作業装置の運転のための運転位置から
離れさせてはならない。 

 
（搭乗の制限） 
第１１４条 会員は、走行集材機械の走行時に乗車

席以外の箇所（荷台を含む）に他の作業者を搭乗
させてはならない。 

 
（走行路の確保） 
第１１５条 会員は、走行集材機械の走行路につい

て、作業者に次の各号に掲げる事項を行わせなけ
ればならない。 
(1) ３０メートル以上の区間にわたる制限勾配

（走行できる最大の勾配をいう。以下同じ。）
に近い勾配の走行路は設けないこと。 

(2) 制限勾配に近い勾配の前後には勾配を緩和
させた区間を設けること。 

(3) 走行路の制限勾配の目安は、２５パーセント
以内とすること。 

 

（走 行） 
第１１６条 会員は、走行集材機械の運転を行う場

合には、作業者に、次の各号に掲げる事項を行わ
せなければならない。 
(1) 走行集材機械の走行に当たっては、走行路の

勾配、路面の状況及び荷重に応じた安全な速度
で運転すること。 

(2) 走行集材機械の急な下り走行では、以下の事
項を守ること。 
ア 油圧駆動方式では、高速伝達切り替えス

イッチを低速とし、エンジンスロットルを
半分以下に絞り、走行用レバーは前後進と
もに半開程度の操作で走行すること。 

イ 機械駆動方式では、坂道に入る前に変速
機を低速のギアに入れ、エンジンスロット
ルを極力絞った状態で走行すること。 

ウ エンジンブレーキ使用時に、負荷によっ
てエンジンの回転数が上昇を続ける場合に
は、さらに低速のギアを用い、又は積載し
ている原木を降ろし、荷重を減らすこと。 

２ 会員は、走行集材機械により原木をけん引する
場合には、作業者に次に掲げる事項を守らせなけ
ればならない。 
(1) 勾配の急な走行路、曲線半径の小さな走行路

等において原木をけん引するときは、速度を十
分に落とすこと。 

(2) 走行集材機械の走行等に支障が生じないよ
う、けん引する原木は適度の長さとし、原木の
滑落防止の措置を講ずること。 

 
（荷掛け作業） 
第１１７条 会員は、走行集材機械による作業を行

う場合には、荷掛け作業について、作業者に、次
の各号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 作業装置の能力に応じた重量の原木につい

て荷掛けを行うこと。 
(2) 積み重なっている原木は、上の原木から順次

荷掛けを行うこと。 
(3) 荷掛けの終了後に行う運転者への合図は、退

避場所に退避し、周囲の安全を確認した上で行
うこと。 

 
（木寄せ作業） 
第１１８条 会員は、走行集材機械による作業を行

う場合には、木寄せ作業について、作業者に、次
の各号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 走行集材機械により原木を引き寄せるとき

は、走行集材機械を立木や伐根にワイヤロープ
等で堅固に固定すること。ただし、車両重量が
大きく安定性のある機械については、この限り
でない。 

(2) 走行集材機械のウインチポールを用いて原
木を引き寄せるときは、走行集材機械の転倒を
防止するため、ウインチポールの上部に控索を
取り付けること。 

(3) 走行集材機械のウインチによる木寄せ作業
においては、ウインチの巻込み方向と原木の引
寄せ方向が同一になるようにすること。ただし、
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急斜面において、原木の引上げ又は引下げ時に
ガイドブロック等を用いて安全を確保すると
きは、この限りでない。 

 
（積込み作業） 
第１１９条 会員は、走行集材機械による作業を行

う場合には、積込み作業について、作業者に、次
の各号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 走行集材機械に搭載している木材グラップ

ル装置による積込み作業においては、以下の事
項を守ること。 
ア 車両は、水平にし、駐車ブレーキをかけ

た状態とすること。 
イ 急激な旋回操作はしないこと。 
ウ 木材グラップル装置の積込荷重の定格範

囲内で作業を行うこと。 
エ 原木をつかむ位置は、原木の重心点の近

くとすること。 
オ 原木を荷台に下ろすときは、他の作業者

と連携を密にし、静かに下ろすこと。 
(2) ウインチによる積込みにおいては、ウインチ

を操作する者及び荷掛け作業を行う者は、相互
に緊密な連絡を取り合うこと。 

(3) 走行集材機械に原木を積み込むときは、以下
の事項を守ること。 
ア 重心を低くし、かつ、偏荷重が生じない

ように積載し、積荷を安定させること。 
イ 建て木は、積載した積荷を安定させるた

め必要な強度を有するものを使用すること。 
ウ 原木を積むときは、原木の方向を統一す

るとともに、走行集材機械から積荷が落下
することを防止するため、積荷の中央が最
も高くなるようにすること。 

エ 走行集材機械に表示されている最大積載
重量を超えて積載しないこと。 

オ 荷崩れ又は原木等の落下による作業者の
危険を防止するため、積荷をワイヤロープ
で固定する等必要な措置を行うこと。 

カ 荷縛りは、荷締め専用器具を使用し、確
実に締めること。 

 
（荷下ろし作業） 
第１２０条 会員は、走行集材機械による作業を行

う場合には、荷下ろし作業について、作業者に、
次の各号に掲げる事項を行わせなければならな
い。 
(1) 荷下ろしは、荷の上部から行い、中抜きはし

ないこと。 
(2) 荷下ろし中は、原木の転落のおそれのある区

域には立ち入らないこと。 
 

（他の機械との連携作業） 
第１２１条 会員は、木材グラップル機等の他の機

械を用いて走行集材機械に積込み作業を行う場
合、走行集材機械の操作を停止しなければならな
い。 

 
（周囲の作業者との連携作業） 

第１２２条 会員は、他の作業者が荷掛け、木寄せ、
積込み、荷下ろしの各作業を行っている場合は、
作業装置も含めて車両の操作を完全に停止しな
ければならない。 

 
第４款 架線集材機械による作業 

 
（立入禁止） 
第１２３条 会員は、架線集材機械（スイングヤー

ダ、タワーヤーダ、集材ウインチ機等をいう。以
下同じ。）による作業を行う場合は次の各号に掲
げる箇所に、作業者を立ち入らせてはならない。 
(1) 原木を荷掛けし、又は架線集材機械若しくは

架線の斜面下方で、原木の滑落や転石によって、
作業者に危険を及ぼすおそれのある箇所 

(2) 作業索の内角側で、索又はガイドブロック等
が反発し、又は飛来することで、作業者に危険
を及ぼすおそれのある箇所 

(3) 柱上作業が行われている場所の下方で、器具
や工具等の落下により作業者に危険を及ぼす
おそれのあるところ 

 
（合 図） 
第１２４条 会員は、架線集材機械による作業の合

図について、作業者に、次の各号に掲げる事項を
行わせなければならない。 
(1) トランシーバー又は電話等の通信装置を使

用する作業者に指名された者は、当該装置によ
り必要な連絡又は合図を行うこと。 

(2) 合図は、荷掛け者が主導権をもって行い、運
転者はそれに従うこと。この場合、運転者は必
ず応答の合図として復唱を行うこと。 

(3) 荷外し場で他の機械と連携して作業を行う
場合は、通信装置等を用いて運転者間及び他の
作業者との間で連絡を確実に行うこと。 

 
（柱上作業） 
第１２５条 会員は、タワーヤーダのタワー等の柱

上作業を行う場合には、作業者に、次の各号に掲
げる事項を守らせなければならない。 
(1) 支柱の昇降には、はしごや木登り器等の専用

の器具を使用すること。 
(2) 墜落の危険があるときは、安全帯を使用する

こと。 
(3) 支柱の上から器具や工具を投下しないこと。 
(4) 強風、降雨、降雪、結氷等により滑るおそれ

のあるときは、作業を行わないこと。 
 

（架線集材機械の据付け） 
第１２６条 会員は、架線集材機械による作業を行

う場合には、タワーヤーダの据付けについて、作
業者に、次の各号に掲げる事項を行わせなければ
ならない。 
(1) タワーヤーダの据付け場所は、地盤の堅固な

場所とし、かつ、タワーが垂直に起立できると
ころを選ぶこと。 

(2) タワーヤーダのアウトリガー等の支持装置
を設置する箇所については、地ならし又は敷板
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の使用により水平な地面を確保し、不同沈下を
防止すること。 

２ 会員は、架線集材機械による作業を行う場合に
は、スイングヤーダの据付けについて、作業者に、
次の各号に掲げる事項を行わせなければならな
い。 
(1) スイングヤーダの据付け場所は、地盤が堅固

であり、かつ、水平な場所を選ぶこと。 
(2) スイングヤーダのブレードやアタッチメン

ト等の装置を接地させる箇所については、地な
らし又は敷板を使用することにより、水平な地
面を確保し、不同沈下を防止すること。 

(3) スイングヤーダの車両下部（走行部）を先柱
又は向柱に向けて設置すること。ただし、やむ
を得ずその他の方向に向けて作業を行うとき
は、転倒及び転落を防止するための措置を講ず
ること。 

(4) 集材の方向（架線の方向をいう）は林地の傾
斜方向とすること。 

(5) 下げ荷集材で、原木の落下、落石等の危険が
あるときは、向柱を設け、安全な場所に機械を
設置すること。 

(6) 安全装置を具備したスイングヤーダによる
作業を行う場合には、安全装置を確実に作動さ
せること。 

 
（架線集材機械の架設作業） 
第１２７条 会員は、架線集材機械による作業を行

う場合には、タワーヤーダの架設作業について、
作業者に、次の各号に掲げる事項を行わせなけれ
ばならない。 
(1) タワーの起立操作後には、タワーの垂直状態

及び先柱への向きを確認し、起立固定装置によ
り確実に固定すること。 

(2) タワーを確実に保持するため、控索は２本以
上とすること。この場合において、控索は、先
柱と逆方向に左右対象に、かつ、それらの水平
開度が４０度から６０度までの範囲で配置す
るとともに、控索とタワーとのなす角度は４５
度から６０度までの範囲とすること。 

(3) 先柱を確実に保持するため、控索は２本以上
とすること。この場合において、控索は、タワ
ーと逆方向に左右対称に、かつ、それらの水平
開度が４０度から６０度までの範囲で配置す
るとともに、控索と先柱とのなす角度は４５度
から６０度までの範囲とすること。 

(4) 集材作業時に原木が衝突するおそれのある
根株や転石等は、取り除いておくこと。 

２ 会員は、架線集材機械による作業を行う場合に
は、スイングヤーダの架設作業について、作業者
に、次の各号に掲げる事項を行わせなければなら
ない。 
(1) 集材方向はできる限り林地の傾斜方向とす

ること。 
(2) 先柱を確実に保持するために、控索は２本以

上とすること。この場合において、控索は、機
械と逆方向に左右対称に、かつ、それらの水平
開度が４０度から６０度までの範囲で配置す

るとともに、控索と先柱のなす角度は４５度か
ら６０度までの範囲とすること。 

(3) 集材作業時に原木が衝突するおそれのある
根株、転石等は、あらかじめ取り除いておくこ
と。 

 
（架線集材機械の運転） 
第１２８条 会員は、架線集材機械による作業を行

う場合には、運転について、作業者に、次の各号
に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 安全装置が装備されている場合には、当該装

備の目的に従って使用すること。 
(2) 荷掛け作業を行っているときは、集材ウイン

チを停止すること。ただし、作業者から合図が
あり安全が確認された場合に行う作業索を緩
める操作については、この限りではない。 

(3) 荷掛け作業を完了したときは、合図を受けて
から巻き上げ又は引き寄せの操作を行うこと。 

(4) 荷掛けフックが搬器に接近したときは、目視
により当該搬器を確認して、巻き上げ操作を停
止すること。 

(5) 原木が障害物等に接触したときは、巻き上げ
を停止すること。 

(6) 作業索の巻き取りに当たっては、作業索の乱
巻き、からみつき等が生じないようにすること。 

(7) 集材ウインチの急激な発進又は制動の操作
は、行わないこと。 

(8) 荷外し作業を行っているときは、集材ウイン
チ及び搬器を停止すること。 

(9) スイングヤーダ又は集材ウインチ機の荷外
しのためのアタッチメント又は車両上部の旋
回は、作業索の状態と車両の周囲の状況を確認
した上で行うこと。 

(10) 原木は空中に吊り上げずに、地引きにより集
材すること。ただし、機械集材装置を集材機と
して用いる場合は、この限りでない。 

 
（架線集材機械の荷掛け作業） 
第１２９条 会員は、架線集材機械による作業を行

う場合には、荷掛け作業について、作業者に、次
の各号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 巻き上げを行う前に、荷が荷つり索から抜け

るおそれがないことを確認すること。 
(2) 巻き上げ開始の合図は、安全な箇所に退避し

た後に行うこと。 
(3) 荷掛けを行う作業者が、集材ウインチ又は搬

器の操作を遠隔操作装置により行うときは、安
全な箇所に退避して行うこと。 

 
（架線集材機械の荷外し作業） 
第１３０条 会員は、架線集材機械による作業を行

う場合には、荷外し作業について、作業者に、次
の各号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 集材中は、安全な箇所に退避すること。 
(2) 荷外しは、原木が安定した状態で接地したこ

とを確認してから行うこと。 
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(3) 荷外しを行う作業者が、集材ウインチ又は搬
器の操作を遠隔操作装置により行うときは、安
全な箇所に退避して行うこと。 

 
（搭乗の制限） 
第１３１条 会員は、架線集材機械の作業時に、乗

車席以外の箇所に他の作業者を搭乗させてはな
らない。 

 
（作業装置の運転位置から離れる場合の措置） 
第１３２条 会員は、架線集材機械の作業装置の運

転者が運転位置を離れる場合、その運転者に、次
の各号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 作業索を緩めること。 
(2) 集材ウインチを完全に停止すること。 
(3) アタッチメントを有する架線集材機械では、

そのアタッチメントを接地させること。 
(4) エンジンを止めること。 

 
（索の固定） 
第１３３条 会員は、索を立木若しくは根株又は搬

器若しくはフックに固定する場合には、作業者に
次の各号に掲げる事項を行わせなければならな
い。 
(1) 索の端部が固定用に加工されていない索を

立木又は根株に固定する場合は、索を立木や根
株に２回以上巻き付け、クリップ等を用いて確
実に緊結させること。 

(2) 索の端部にアイ加工を施した索を立木又は
根株に固定する場合は、立木又は根株に巻き付
けた台付け索及びシャックル等で結合するこ
とにより確実に取り付けること。 

(3) 索の端部を搬器又はフックに固定するとき
は、クリップ止め、アイスプライス等の方法に
より確実に取り付けること。 

 
（ガイドブロックの取付け） 
第１３４条 会員は、架線集材機械で使用するガイ

ドブロックの取付けに当たっては、作業者に、次
の各号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 台付け索にガイドブロックを取付ける場合

には、作業者に、台付け索の両端のアイに、ガ
イドブロックのシャックルを通させること。 

(2) ガイドブロックの取付け部は、荷重により破
壊し、又は脱落するおそれがない取付け具を用
いて、確実に取付けること。 

 
（ワイヤロープの安全係数等） 
第１３５条 会員は、架線集材機械のウインチ又は

スリングに用いるワイヤロープの安全係数は４.
０以上としなければならない。 

２ 架線集材機械のウインチ又はスリングに用い
るワイヤロープ及び積荷の固定に用いるワイヤ
ロープは、その日の作業を開始する前に損傷の有
無等を点検し、異常を認めたときは、直ちに補修
し、又は取り替えなければならない。 

 
（不適格なワイヤロープの使用禁止） 

第１３６条 会員は、架線集材機械のウインチ又は
スリングに用いるワイヤロープについては、次の
いずれにも該当しないものでなければ使用して
はならない。 
(1) ワイヤロープの一よりの間において素線（フ

イラ線を除く。以下同じ。）数の 
１０パーセント以上の素線が切断したもの 

(2) 摩耗による直径の減少が公称径の７パーセ
ントを超えるもの 

(3) キンクしたもの 
(4) 著しい形崩れ又は腐食のあるもの 

 
（他の機械との連携作業） 
第１３７条 会員は、架線集材機械と他の伐木等機

械又は走行集材機械との作業範囲が重複する連
携作業において、架線集材機械の運転者に、次の
各号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 接触事故を起こさないように架線集材機械

と他の伐木等機械又は走行集材機械との適切
な間隔を保つこと。 

(2) 他の伐木等機械又は走行集材機械が作業を
行っているときは、架線集材機械の動作を完全
に停止すること。 

 
第２節 簡易架線集材装置による作業 

 
第１款 通 則 

 
（調査及び記録） 
第１３８条 会員は、簡易林業架線作業（簡易架線

集材装置の組立て、解体、変更若しくは修理の作
業又はこの設備による集材をいう。以下同じ。）
を行うときは、集材機の転落、地山の崩壊、支柱
の倒壊等による作業者の危険を防止するため、あ
らかじめ当該作業に係る場所について広さ、地形、
地盤の状態、支柱とする立木の状態及び運搬する
原木等の形状等を調査し、その結果を記録しなけ
ればならない。 

 
（作業計画） 
第１３９条 会員は、簡易林業架線作業を行う場合

は、あらかじめ、前条の調査により知り得たとこ
ろに適応し、次の各号に掲げる事項を含む作業計
画を定め、かつ、当該作業計画に基づき作業を行
わなければならない。 
(1) 支柱及び主要機器の配置の場所 
(2) 使用するワイヤロープの種類及びその直径 
(3) 最大使用荷重 
(4) 簡易架線集材装置の集材機の種類及び最大

けん引力 
(5) 簡易林業架線作業の方法 

２ 会員は、第１項の作業計画を定めたときは、同
項(1)(2)(3)及び(5)について、関係作業者に周知
させるとともに、当該計画により作業を行わせな
ければならない。 

 
（作業指揮者） 
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第１４０条 会員は、簡易林業架線作業を行う場合
は、当該作業の作業指揮者を定め、その者に前条
の作業計画に基づき作業の指揮を行わせなけれ
ばならない。 

 
（服装等） 
第１４１条 会員は、簡易林業架線作業を行う場合

には、作業者に次の各号に掲げる事項を守らせな
ければならない。 
(1) 裾締まり、袖締まりのよい作業服を着用する

等、安全な作業を行うことができる服装とする
こと。 

(2) 保護帽を着用すること。 
(3) 滑るおそれがなく、かつ、脱げにくい履物を

使用すること。 
 

（悪天候時の作業の禁止） 
第１４２条 会員は、強風、大雨、大雪等の悪天候

のため簡易林業架線作業の実施について危険が
予想されるときは、作業者を作業に従事させては
ならない。 

 
（退 避） 
第１４３条 会員は、簡易林業架線作業を行う場合

において、集材機の転落、地山の崩壊、支柱の倒
壊等による労働災害発生の急迫した危険がある
ときは、作業者をあらかじめ定めた安全な場所へ
速やかに退避させなければならない。 

 
（柱上作業） 
第１４４条 会員は、柱上作業を行う場合には、作

業者に、次の各号に掲げる事項を守らせなければ
ならない。 
(1) 支柱の昇降には、はしご、木登り器等の専用

の器具を使用すること。 
(2) 墜落の危険があるときは、安全帯を使用する

こと。 
(3) 支柱の上から、器具や工具を投下しないこと。 
(4) 強風、降雨、降雪、結氷等により滑るおそれ

のあるときは、作業を行わないこと。 
 

（制動装置等） 
第１４５条 会員は、簡易架線集材装置については、

次に定めるところによらなければならない。 
(1) 搬器又はつり荷を適時停止させることがで

きる有効な制動装置を備えること。 
(2) 控索及び固定物に取り付ける作業索は、支柱、

立木、根株等の固定物で堅固なものに２回以上
巻き付け、かつ、クリップ、クランプ等の緊結
具を用いて確実に取り付けること。 

(3) 控えで頂部を安定させる必要がない場合を
除き、支柱の頂部を安定させるための控えは、
２以上とし、控えと支柱とのなす角度を３０度
以上とすること。 

(4) ガイドブロック等は、取付け部が受ける荷重
により破壊し、又は脱落のおそれのないシャッ
クル、台付け索等の取付け具を用いて確実に取
り付けること。 

(5) 搬器その他の附属器具は、十分な強度を有す
るものを使用すること。 

(6) 作業索の端部を搬器又はロージングブロッ
クに取り付けるときは、クリップ止め、アイス
プライス等の方法により確実に取り付けるこ
と。 

 
（転倒時保護構造等） 
第１４６条 会員は、架線集材機械を簡易架線集材

装置の集材機として用いる場合で、路肩、傾斜地
等であって、架線集材機械の転倒又は転落により、
作業者に危険が生ずるおそれのある場所では、転
倒時保護構造を有し、かつ、シートベルトを備え
たもの以外の架線集材機械を使用しないように
努めなければならない。 

２ 会員は、シートベルトを具備している場合、運
転者にシートベルトを使用させなければならな
い。 

 
（防護柵等） 
第１４７条 会員は、簡易架線集材装置の集材機に

ついては、原木等の飛来等により運転者に危険を
及ぼすおそれのあるときは、運転者席の防護柵等
当該危険を防止するための設備を備えたもので
なければ使用してはならない。 

２ 会員は、簡易架線集材装置の集材機として用い
る架線集材機械について、乗車席で作業装置の運
転を行う場合は、フロントガードを備えたもので
なければ使用してはならない。 

 
（接触の防止） 
第１４８条 会員は、架線集材機械を簡易架線集材

装置の集材機として用いるときは、当該機械又は
原木等に接触することにより、作業者に危険が生
ずるおそれがある箇所に作業者を立ち入らせて
はならない。 

 
（搭乗の制限） 
第１４９条 会員は、簡易架線集材装置の搬器、つ

り荷等の物でつり下げられているものに、作業者
を乗せてはならない。 

２ 会員は、架線集材機械を簡易架線集材装置の集
材機として用いて集材の作業を行うときは、乗車
席以外の箇所に作業者を乗せてはならない。 

 
（運転位置から離れる場合の措置） 
第１５０条 会員は、架線集材機械を簡易架線集材

装置の集材機として用いる場合において、架線集
材機械の運転者が運転位置から離れるときは、当
該運転者に次の事項を行わせなければならない。 
(1) 搬器を接地させ、作業索を緩めること。 
(2) 集材ウインチを完全に停止すること。 
(3) アタッチメントを有する架線集材機械を簡

易架線集材装置の集材機として用いる場合は、
アタッチメントを接地させること。 

(4) エンジンを止めること。 
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２ 前項の運転者は、架線集材機械の運転位置から
離れるときは、同項各号に掲げる事項を行わなけ
ればならない。 

 
（運転位置からの離脱の禁止） 
第１５１条 会員は、簡易架線集材装置の運転中は、

運転者を運転位置から離れさせてはならない。 
 
（合図等） 
第１５２条 会員は、簡易架線集材作業を行うとき

には、簡易架線集材装置の運転者と荷掛け、又は
荷外しをする者を指名して、その者に作業を行わ
せなければならない。 

２ 会員は、作業者間の連絡を確実にするため、ト
ランシーバー又は電話等の通信装置を設け、又は
一定の合図を定めて、当該合図を行う者を指名し
て、その者に合図を行わせなければならない。 

簡易架線集材装置の運転者は、指名を受けた
者による指示又は合図に従わなければならない。 

 
（立入禁止） 
第１５３条 会員は、簡易架線集材作業を行うとき

は、次の箇所に作業者を立ち入らせてはならない。 
(1) 原木等を荷掛けし、又は集材している場所の

下方で、原木等が転落し、又は滑ることにより、
作業者に危険を及ぼすおそれのあるところ 

(2) 作業索の内角側で、索又はガイドブロック等
が反発し、又は飛来することにより、作業者に
危険を及ぼすおそれのあるところ 

(3) 柱上作業が行われている場所の下方で、器具
や工具等の落下により作業者に危険を及ぼす
おそれのあるところ 

 
（ワイヤロープの安全係数） 
第１５４条 会員は、簡易架線集材装置の索に用い

るワイヤロープの安全係数については４.０以上
としなければならない。 

なお、当該安全係数は、ワイヤロープの切断
荷重の値を、当該ワイヤロープにかかる荷重の
最大の値で除した値とする。 

 
（不適格なワイヤロープの使用禁止） 
第１５５条 会員は、簡易架線集材装置のワイヤロ

ープについては、次のいずれかに該当するものを
使用してはならない。 
(1) ワイヤロープの一よりの間において素線（フ

イラ線を除く。以下本号について同じ。）数の
１０パーセント以上の素線が切断したもの 

(2) 摩耗による直径の減少が公称径の７パーセ
ントを超えるもの 

(3) キンクしたもの 
(4) 著しい形崩れ又は腐食のあるもの 

 
（点 検） 
第１５６条 会員は、簡易林業架線作業については、

次の場合に応じて、次の事項を点検し、異常を認
めたときは、直ちに補修し、又は取り替えなけれ
ばならない。 

(1) その日の作業を開始使用とする場合 
ア 支柱及びアンカ－の状態 
イ 集材機及び制動機の異常の有無及びその

据付けの状態 
ウ 作業索、控索、台付け索及び荷つり索の

異常の有無及びその取付けの状態 
エ 搬器又はロージングブロックとワイヤロ

ープとの緊結部の状態 
オ 通信装置の異常の有無 

(2) 強風等の悪天候の後及び中震（震度４）以上
の地震の後の場合 
ア 支柱及びアンカ－の状態 
イ 集材機及び制動機の異常の有無及びその

据付けの状態 
ウ 作業索、控索、台付け索及び荷吊り索の

異常の有無及びその取付けの状態 
エ 通信装置の異常の有無 

 
第２款 集材作業 

 
（最大使用荷重の指示） 
第１５７条 会員は、簡易架線集材装置を設置しよ

うとする場合には、あらかじめ、作業者に最大使
用荷重を示さなければならない。 

 
（集材機の据付け） 
第１５８条 会員は、集材機の据付けに当たっては、

作業者に次の各号に掲げる事項を行わせなけれ
ばならない。ただし、架線集材機械を集材機械と
して用いる場合は、この限りでない。 
(1) 集材機の浮き上がり、ずれが生じないように

据付けること。 
(2) 歯止め装置又は止め金付きブレーキを備え

ること。 
２ 会員は、架線集材機械を簡易架線集材装置の集

材機として用いる場合は、次に定める措置を講じ
なければならない。 
(1) 架線集材機械の停止の状態を保持するため

のブレーキを確実にかける等の架線集材機械
の逸走を防止する措置を講じること。 

(2) アウトリガーを必要な広さ及び強度を有す
る鉄板等の上で張り出し、又はブレードを地上
に下ろす等の架線集材機械の転倒又は転落に
よる作業者の危険を防止するための措置を講
ずること。 

 
（控 索） 
第１５９条 会員は、控索について、作業者に、次

の各号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 控索及び固定物に取り付ける作業索は、支柱、

立木等の堅固な固定物に２回以上巻き付け、か
つ、クリップ、クランプ等の緊結具を用いて確
実に取り付けること。 

(2) 支柱の頂部には、２本以上の控索を設け、控
えと支柱（鉛直方向）のなす角度を３０度以上
とすること。 

(3) 控索の水平開度は、支柱への荷重に対し有効
なものとすること。 
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（作業索の取付け） 
第１６０条 会員は、簡易架線集材装置に使用する

作業索の取付け作業を行う場合には、次の各号に
掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 作業索の端部をクランプ、クリップ等を用い

て集材機のドラムに確実に取り付けること。 
(2) 作業索は、２巻以上ドラムに残るようにする

こと。 
(3) 作業索の他の端部を搬器、荷掛けフック等に

シャックル又はクリップを用いて確実に取り
付けること。 

(4) 固定物に取付ける作業索は、立木、根株等の
堅固な固定物に２回以上巻き付け、クリップ等
を用いて確実に取り付けること。 

 
（最大使用荷重の表示） 
第１６１条 会員は、簡易架線集材装置の最大使用

荷重を見やすい箇所に表示しなければならない。 
２ 会員は、簡易架線集材装置については、前項の

最大使用荷重を超える荷重をかけて使用しては
ならない。 

 
（ガイドブロックの取付け） 
第１６２条 会員は、簡易架線集材装置で使用する

ガイドブロックの取付けに当たっては、作業者に、
次の各号に掲げる事項を行わせなければならな
い。 
(1) 台付け索にガイドブロックを取り付ける場

合には、作業者に、台付け索の両端のアイに、
ガイドブロックのシャックルを通させること。 

(2) ガイドブロックの取付け部は、受ける荷重に
より破壊、又は脱落するおそれがない取付け具
を用いて、確実に取り付けること。 

 
（巻過ぎ防止） 
第１６３条 会員は、簡易架線集材装置については、

巻過防止装置を備える等、巻上げ索の巻過ぎによ
る作業者の危険を防止するための事項を行わな
ければならない。 

 
（ブーム等の降下による危険の防止） 
第１６４条 会員は、架線集材機械（構造上、ブー

ム、アーム等が不意に降下することを防止する装
置が組み込まれている物を除く。）を簡易架線集
材装置の集材機として用いる場合であって、架線
集材機械のブーム、アーム等を上げ、その下で修
理、点検等の作業を行うときは、ブーム、アーム
等が不意に降下することによる作業者の危険を
防止するため、当該作業に従事する作業者に安全
支柱、安全ブロック等を使用させなければならな
い。 

２ 当該作業に従事する作業者は、安全支柱、安全
ブロック等を使用しなければならない。 

 
（運搬の制限） 
第１６５条 会員は、簡易架線集材装置を用いて集

材の作業を行うときは、集材機の転倒等による運

転者の危険を防止するため、当該装置の運転者に
原木等を空中において運搬させてはならない。 

 
第３節 林業架線作業 

 
第１款 通  則 

 
（就業の制限） 
第１６６条 会員は、機械集材装置の運転の業務

(安衛則第３６条第７号)を行う場合には、特別教
育規程第９条に定める特別教育を修了した者（以
下「機械集材装置の運転に係る特別教育修了者」
という。）でなければ、その業務に就かせてはな
らない。 

 
（調査及び記録） 
第１６７条 会員は、林業架線作業（機械集材装置

若しくは運材索道の組立て、解体、変更若しくは
修理の作業又はこれらの設備による集材若しく
は運材の作業をいう。以下同じ。）を行うときは、
集材機又は運材機の転落、地山の崩壊、支柱の倒
壊等による作業者の危険を防止するため、あらか
じめ、当該作業に係る場所について、広さ、地形、
地盤の状態等、支柱とする立木の状態及び運搬す
る原木等の形状等を調査し、その結果を記録して
おかなければならない。 

 
（作業計画） 
第１６８条 会員は、林業架線作業を行う場合は、

あらかじめ、前条の調査により知り得たところに
適応し、次の各号に掲げる事項を含む作業計画を
定め、かつ、当該作業計画に基づき作業を行わな
ければならない。 
(1) 支柱及び主要機器の配置の場所 
(2) 使用するワイヤロープの種類及びその直径 
(3) 中央垂下比 
(4) 最大使用荷重、搬器と搬器の間隔及び搬器ご

との最大積載荷重 
(5) 機械集材装置の集材機の種類及び最大けん

引力 
(6) 林業架線作業の方法 

２ 会員は、第１項の作業計画を定めたときは、同
項(1)(2)(4)及び(6)について関係作業者に周知
させるとともに、当該計画により作業を行い、ま
た、作業指揮者に指揮させなければならない。 

 
（作業指揮者） 
第１６９条 会員は、林業架線作業を行うときは、

当該作業の作業指揮者を定め、その者に前項の作
業計画に基づき作業の指揮を行わせなければな
らない。 

 
（林業架線作業主任者の選任） 
第１７０条 会員は、林業架線作業を行う場合には、

林業架線作業主任者（安衛則第  １５１条の１
２６の作業主任者をいう。以下同じ。）を選任し
なければならない。 

（林業架線作業主任者の職務） 
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第１７１条 会員は、林業架線作業主任者に、次の
事項を行わせなければならない。 
(1) 作業の方法及び作業者の配置を決定し、作業

を直接指揮すること。 
(2) 材料の欠点の有無並びに器具及び工具の機

能を点検し、不良品を取り除くこと。 
(3) 作業中、安全帯及び保護帽の使用状況を監視

すること。 
 

（服装等） 
第１７２条 会員は、林業架線作業を行う場合には、

作業者に、次の各号に掲げる事項を守らせなけれ
ばならない。 
(1) 袖締まり、裾締まりのよい作業服を着用する

等、安全な作業を行うことができる服装とする
こと。 

(2) 保護帽を着用すること。 
(3) 滑るおそれがなく、かつ、脱げにくい履物を

使用すること。 
 
（危険標識の設置） 
第１７３条 会員は、林業架線作業を行う場合には、

危険が予想される通路、搬出路等の近くに作業中
等の危険標識を設けなければならない。 

 
（悪天候時の作業の禁止） 
第１７４条 会員は、強風、大雨、大雪等の悪天候

のため林業架線作業の実施について危険が予想
される場合には、作業者に、当該作業を行わせて
はならない。 

 
（退 避） 
第１７５条 会員は、林業架線作業中の非常の場合

には、作業者を、あらかじめ、定めた安全な場所
へ速やかに退避させなければならない。 

 
（柱上作業） 
第１７６条 会員は、柱上作業を行う場合には、作

業者に、次の各号に掲げる事項を守らせなければ
ならない。 
(1) 柱の昇降には安全な用具又は器具を使用す

ること。 
(2) 墜落による危害を受けるおそれがあるとき

は、安全帯を使用すること。 
(3) 柱上より器具、工具類を投下しないこと。 
(4) 強風又は降雨、降雪、結氷等により滑るおそ

れのあるときは、作業を行わないこと。 
 
（制動装置等） 
第１７７条 会員は、機械集材装置又は運材索道に

ついては、次に定めるところによらなければなら
ない。 
(1) 搬器又はつり荷を制動させる必要がない場

合を除き、搬器又はつり荷を適時停止させるこ
とができる有効な制動装置を備えること。 

(2) 主索、控索及び固定物に取り付ける作業索は、
支柱、立木、根株等の固定物で堅固なものに２

回以上巻き付け、かつ、クリップ、クランプ等
の緊結具を用いて確実に取り付けること。 

(3) 支柱の頂部を安定させるための控えは、２以
上とし、控えと支柱とのなす角度を３０度以上
とすること。 

(4) サドルブロック、ガイドブロック等は、取付
け部が受ける荷重により破壊し、又は脱落する
おそれのないシャックル、台付け索等の取付け
具を用いて確実に取り付けること。 

(5) 搬器、主索支持器その他の附属器具は、十分
な強度を有するものを使用すること。 

(6) えい索又は作業索の端部を搬器又はロージ
ングブロックに取り付けるときは、クリップ止
め、アイスプライス等の方法により確実に取り
付けること。 

 
（転倒時保護構造等） 
第１７８条 会員は、架線集材機械を機械集材装置

の集材機として用いる場合は、路肩、傾斜地等で
あって、架線集材機械の転倒又は転落により作業
者に危険が生ずるおそれのある場所においては、
転倒時保護構造を有し、かつ、シートベルトを備
えたもの以外の架線集材機械を使用しないよう
に努めなければならない。 

２ 会員は、シートベルトを具備している場合、運
転者にシートベルトを使用させなければならな
い。 

 
（ヘッドガード） 
第１７９条 会員は、機械集材装置の集材機につい

ては、堅固なヘッドガードを備えたものでなけれ
ば使用してはならない。ただし、原木等の落下に
より運転者に危険を及ぼすおそれのないときは、
この限りでない。 

 
（防護柵等） 
第１８０条 会員は、機械集材装置の集材機につい

ては、原木等の飛来等により運転者に危険を及ぼ
すおそれのあるときは、運転者席の防護柵等当該
危険を防止するための設備を備えたものでなけ
れば使用してはならない。 

２ 会員は、機械集材装置の集材機として用いる架
線集材機械について、乗車席で作業装置の運転を
行う場合は、フロントガードを備えたものでなけ
れば使用してはならない。 

 
（接触の防止） 
第１８１条 会員は、架線集材機械を機械集材装置

の集材機として用いて集材の作業を行うときは、
運転中の架線集材機械又は取り扱う原木等に接
触することにより作業者に危険が生ずるおそれ
のある箇所に作業者を立ち入らせてはならない。 

 
（搭乗の制限） 
第１８２条 会員は、機械集材装置又は運材索道の

搬器、つり荷、重錐等の物で、つり下げられてい
るものに、作業者を乗せてはならない。ただし、
搬器、索等の器材の点検、補修等臨時の作業を行
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う場合で、墜落等による危険を生ずるおそれのな
い措置を講ずるときは、この限りでない。 

２ 会員は、架線集材機械を機械集材装置の集材機
として用いて集材の作業を行うときは、乗車席以
外の箇所に作業者を乗せてはならない。 

 
（運転位置から離れる場合の措置） 
第１８３条 会員は、運転者が機械集材装置の運転

位置から離れる場合、その運転者に次の各号に掲
げる事項を行わせなければならない。 
(1) 作業索を緩めること。 
(2) 集材ウインチを完全に停止すること。 
(3) アタッチメントを有する架線集材機械を機

械集材装置の集材機として用いる場合は、アタ
ッチメントを接地させること。 

(4) エンジンを止めること。 
 

（運転位置からの離脱の禁止） 
第１８４条 会員は、機械集材装置又は運材索道が

運転されている間は、当該集材機械装置又は運材
索道の運転者を運転位置から離れさせてはなら
ない。 

２ 前項の運転者は、機械集材装置又は運材索道が
運転されている間は、運転位置を離れてはならな
い。 

 
（合図等） 
第１８５条 会員は、林業架線作業を行う場合には、

電話等の装置を設けて当該装置を使用する者を
指名し、又は一定の合図を定めて当該合図を行う
者を指名し、その指名された者に必要な連絡又は
合図を行わせなければならない。 

 
（立入禁止） 
第１８６条 会員は、林業架線作業を行う場合には、

次の各号のいずれかに該当する箇所には、立ち入
りを禁止する旨の明確な表示を行い、第２項に定
める場合を除き、作業者を立ち入らせてはならな
い。 
(1) 主索の下であって、原木等の落下又は降下に

より作業者に危害を及ぼすおそれのある箇所 
(2) 原木等を荷掛けし、又は集材している場所の

下方で、原木等が転落し、又は滑ることにより、
作業者に危険を及ぼすおそれのあるところ 

(3) 作業索の内角側であって、索又はガイドブロ
ック等が反発し、又は飛来することにより作業
者に危険を及ぼすおそれのある箇所 

(4) 柱上作業が行われている場所の下方で、器具
や工具等の落下により作業者に危険を及ぼす
おそれのあるところ 

(5) その他作業者に危害を及ぼすおそれのある
箇所 

２ 会員は、前項の箇所に作業者を立ち入らせる必
要がある場合には、あらかじめ、林業架線作業主
任者に連絡し、機械の運転を停止させる等の措置
を講じ、危害発生のおそれのないことを確認させ
なければならない。 

 

（盤 台） 
第１８７条 会員は、盤台を作設する場合には、作

業者に、次の各号に掲げる事項を行わせなければ
ならない。 
(1) 荷重に対して耐え得る構造とすること。 
(2) 盤台を構成する支柱、けた、はり等は、鉄線、

ボルト等により確実に固定すること。 
(3) 高さが２メートル以上の盤台にあっては、墜

落防止設備を設けること。 
(4) 安全な場所に退避場所を設けること。 

 
（ワイヤロープ等の安全係数） 
第１８８条 会員は、機械集材装置又は運材索道の

ワイヤロープ等の安全係数については、次の表の
左欄に掲げる用途に応じて、それぞれ同表の右欄
に掲げる値以上としなければならない。 

 

ワイヤロープ等の用途 安全係数 

主索 ２.７ 

サイドケーブル ２.７ 

えい索 ４.０ 

作業索（巻上げ索を除く） ４.０ 

巻上げ索 ６.０ 

控索 ４.０ 

台付け索 ４.０ 

荷吊り索 ６.０ 

チェーン ５.０ 

 
（不適格なワイヤロープの使用禁止） 
第１８９条 会員は、機械集材装置又は運材索道の

ワイヤロープについては、次のいずれかに該当す
るものを使用してはならない。 
(1) ワイヤロープの一よりの間において素線（フ

イラ線を除く。以下本号において同じ。）数の
１０パーセント以上の素線が切断したもの 

(2) 摩耗による直径の減少が公称径の７パーセ
ントを超えるもの 

(3) キンクしたもの 
(4) 著しい形崩れ又は腐食のあるもの 
 

（クリップの使用） 
第１９０条 会員は、クリップの使用について、作

業者に、次の各号に掲げる事項を行わせなければ
ならない。 
(1) クリップの種類及び取付個数は、次の表の左

欄に掲げるワイヤロープの直径に応じて、同表
の中欄に掲げるクリップの種類及び同表の右
欄に掲げる取付個数とすること。 

ワイヤロー
プの直径 
(単位 ミリ
メートル) 

クリップの種類 

取付個数 (単位 
個) 

６×
２４
又は
６×

６×
１９
ワイ
ヤロ

６×
７ワ
イヤ
ロー
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３７
ワイ
ヤロ
ープ
の場
合 

ープ
の場
合 

プの
場合 

６.３ ～ 
８ 

Ｆ８ 又はＭＲ８ ４ ５ ６ 

９～ １０ 
Ｆ１０又はＭＲ１
０ 

４ ５ ６ 

１１.２ ～ 
１２.５ 

Ｆ１２又はＭＲ１
２ 

４ ５ ６ 

１４ 
Ｆ１４又はＭＲ１
４ 

４ ５ ６ 

１６ 
Ｆ１６又はＭＲ１
６ 

４ ５ ６ 

１８ Ｆ１８ ５ ７ ８ 

２０  ～ 
２２.４ 

Ｆ２０ － ２２ ５ ７ ８ 

２４   ～ 
２５ 

Ｆ２４ － ２５ ５ ７ ８ 

２６   ～ 
２８ 

Ｆ２６ － ２８ ５ ７ ８ 

３０   ～ 
３１.５ 

Ｆ３０ － ３２ ６ ８ ９ 

３３.５ ～ 
３７.５ 

Ｆ３３ － ３８ ７ ９ １１ 

４０   ～ 
４５ 

Ｆ４０ － ４５ ７ ９ １１ 

４７.５ ～ 
５０ 

Ｆ４７ － ５０ ８ １０ １２ 

 
（注）Ｆは鍛造製、ＭＲは鋳造製である。 

 
(2) クリップのＵ字側をワイヤロープの端末側

にすること。 
(3) クリップのナットは、各ナットに均一に力が

作用するように確実に締め付けること。 
(4) クリップの取付間隔はワイヤロープの一よ

りの長さ（おおむねワイヤロープの直径の６.
５倍）とすること。また、末端のクリップとワ
イヤロープの端末との間隔はワイヤロープの
直径の６倍以上とすること。なお、６×７ワイ
ヤロープの場合は８倍とすること。 

(5) ワイヤロープを根株、立木等の固定物に取り
付けるときは、当該固定物とその直近のクリッ
プとの間隔を当該固定物の直径の１.５倍以上
とすること。 

 
（試運転） 
第１９１条 会員は、機械集材装置の組立て又は主

索の張力に変更を及ぼすような変更をする場合
には、主索の緊張度を検定し、かつ、最大使用荷
重で試運転を行わせなければならない。 

２ 会員は、試運転終了後に、林業架線作業主任者
に、点検をさせなければならない。 

 
（点 検） 
第１９２条 会員は、林業架線作業については、次

の表の上欄に掲げる場合に応じ、それぞれ同表の
下欄に掲げる事項を点検し、異常を認めたときは、
直ちに、補修し、又は取り替えなければならない。 

 

点検を要
する場合 

点 検 事 項 

 
組立又は
変更を行
った場合 
 
試運転を
行った場
合 

・支柱及びアンカ－の状態 
・集材機、運材機及び制動機の異

常の有無及びその据付けの状態 
・主索、えい索、作業索、控索及

び台付け索の異常の有無及びそ
の取付の状態 

・搬器又はロージングブロックと
ワイヤロープとの緊結部の状態 

・安衛則第 151 条の 141 第 1 項の
電話、電鈴等の装置の異常の有
無 

 
強風、大
雨、大雪
等の悪天
候の後及
び中震以
上の地震
の後の場
合 

・支柱及びアンカ－の状態 
・集材機、運材機及び制動機の異

常の有無及びその据付けの状態 
・主索、えい索、作業索、控索及

び台付け索の取付の状態 
・安衛則第 151 条の 141 第 1 項の

電話、電鈴等の装置の異常の有
無 

 
その日の
作業を開
始しよう
とする場
合 

・集材機、運材機及び制動機の機
能 
・荷吊り索の異常の有無 
・運材索道の搬器の異常の有無及

び搬器とえい索との緊結部の状
態 

・安衛則第 151 条の 141 第 1 項の
電話、電鈴等の装置の機能 

 
 

第２款 集材作業 
 
（最大使用荷重等の指示） 
第１９３条 会員は、機械集材装置を設置しようと

する場合には、あらかじめ、林業架線作業主任者
に、次の各号に掲げる事項を示さなければならな
い。 
(1) 集材機、支柱、盤台等の配置の場所 
(2) 主索、作業索の種類及びその直径 
(3) 支間距離の合計 
(4) 支間の斜距離、傾斜角及び中央垂下比 
(5) 最大使用荷重 
(6) 集材機の最大けん引力 
 

（集材機の据付け箇所） 
第１９４条 会員は、集材機を据え付ける場合には、

林業架線作業主任者に、次の各号に掲げる要件を
具備した箇所を選定させなければならない。 
(1) 機体を水平に安定できること。 
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(2) 堅固なアンカ－が取れること。 
(3) 主索の直下でないこと。 
(4) 台付け索の切断又はガイドブロックの脱落

等により、作業索又はガイドブロックが反発又
は飛来するおそれがないこと。 

(5) 落石、出水等による危険のないこと。 
(6) 直近のガイドブロックからドラム幅の１５

～２０倍程度の距離があること。 
 

（集材機又は運材機の据付け） 
第１９５条 会員は、機械集材装置の集材機又は運

材索道の運材機の据付けの作業を行う場合には、
作業者に、次の各号に掲げる事項を行わせなけれ
ばならない。 
(1) 集材機のドラムを直近のガイドブロックに

正対させること。 
(2) 歯止装置又は止め金つきブレーキを備え付

けること。 
(3) 振動により横振れし、又は張力により浮き上

がり、若しくは引き出されることがないように
アンカ－に確実に固定すること。 

(4) 集材機に小屋がけを行うときは、運転に支障
をきたさないものとすること。 

２ 会員は、架線集材機械を機械集材装置の集材機
として用いる場合は、次に定める措置を講じなけ
ればならない。 
(1) 架線集材機械の停止の状態を保持するため

のブレーキを確実にかける等の架線集材機械
の逸走を防止する措置を講じること。 

(2) アウトリガーを必要な広さ及び強度を有す
る鉄板等の上で張り出し、又はブレードを地上
に下ろす等の架線集材機械の転倒又は転落に
よる作業者の危険を防止するための措置を講
ずること。 

 
（立木支柱の選定） 
第１９６条 会員は、立木支柱の選定を行う場合に

は、林業架線作業主任者に、次の各号に掲げる事
項を行わせなければならない。 
(1) 索張り方式に適した十分な負担力を有する

立木を選定すること。 
(2) 前号に定める立木が存在しないときは、なる

べくこれに近い負担力を有する立木を選定し、
控索、添え木等によりその強度を補強すること。 

 
（木製支柱の組立て） 
第１９７条 会員は、木製支柱の組立ての作業を行

う場合には、林業架線作業主任者に、次の各号に
掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 十分な負担力のある丸太材又は組立て柱を

使用すること。 
(2) 支柱の根元を地盤に確実に埋め込むこと。た

だし、地盤が軟弱なときは、根かせを付け、又
は砕石等を十分突き固めること。 

(3) 控索で確実に固定すること。 
 
（当て木） 

第１９８条 会員は、作業者に、立木支柱又は木製
支柱のブロック及び控索の取付け位置には、当て
木を取り付けさせなければならない。 

 
（鋼製支柱の組立て） 
第１９９条 会員は、鋼製支柱の組立て作業を行う

場合には、林業架線作業主任者に、次の各号に掲
げる事項を行わせなければならない。 
(1) 工作仕様書に基づいて正しく組み立てるこ

と。 
(2) 支柱の根元に負担力に耐えるような工作を

施すこと。 
(3) 控索で確実に固定すること。 

 
（控索の方向） 
第２００条 会員は、元柱又は先柱の控索を張る作

業を行う場合には、林業架線作業主任者に、次の
各号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 支柱と支間側の主索とのなす角（以下「前方

角」という。）より、支柱と固定された側の主
索とのなす角（以下「後方角」という。）が小
さいときは、後方に張ること。 

(2) 前方角より、後方角が大きいときは、前方に
張ること。 

(3) 前方角と後方角とが等しいときは、主索に９
０度程度に張ること。 

(4) 控索と主索を含む鉛直面との角度は、４５度
程度とすること。 

(5) 原木の横取り等により、支柱にかかる張力が
付加するおそれがあるときは、控索を二段に張
る等の補強措置を講ずること。 

２ 会員は、向柱の控索を張る作業を行う場合には、
林業架線作業主任者に、向柱にかかる力の方向の
反対方向の延長線を中心として、その両側に４５
度程度に張らせなければならない。 

 
（控索の支柱への取付け位置及び数） 
第２０１条 会員は、支柱に控索の取付けの作業を

行う場合には、林業架線作業主任者に、次の各号
に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 各ブロックの取り付け箇所より上方の位置

に取り付けること。 
(2) 各控索が各ブロックに接触しないようにす

ること。 
(3) 控索の数は、人工支柱のときは７本以上、立

木支柱のときは２本以上とし、支柱の強度によ
り２本ずつ増すこと。 

(4) 支柱と控索とのなす角度は、４５度以上６０
度未満とすること。ただし、地形の関係でこの
角度が４５度未満又は６０度以上となるとき
は、控索の数を増すこと。 

 
（控索のアンカ－） 
第２０２条 会員は、林業架線作業主任者に、控索

のアンカ－として十分な支持力のある根株、岩石
等を選定させなければならない。 

 
（主索の固定） 
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第２０３条 会員は、主索を固定する作業を行う場
合には、作業者に、主索の端部を立木、根株等の
固定物であって堅固なものに２回以上巻き付け、
クランプ、クリップ等を用いて確実に緊結させな
ければならない。 

 
（作業索の取付け） 
第２０４条 会員は、作業索の取付け作業を行う場

合には、作業者に、次の各号に掲げる事項を行わ
せなければならない。 
(1) 作業索の端部をクランプ、クリップ等を用い

て集材機のドラムに確実に取り付けること。 
(2) 作業索は、２巻以上ドラムに残るようにする

こと。 
(3) 作業索の端部を搬器、荷掛けフック等にシャ

ックル又はクリップを用いて確実に取り付け
ること。 

(4) 作業索が岩石その他の障害物に触れて摩擦
を生ずるおそれのある箇所には、索受けローラ
ーを設置すること。 

(5) 固定物に取り付ける作業索は、立木、根株等
の固定物で堅固なものに２回以上巻き付け、ク
ランプ、クリップ等の緊結具を用いて確実に取
り付けること。 

 
（最大使用荷重等の表示） 
第２０５条 会員は、集材機の据付け箇所の作業者

が見やすい位置に、次の各号に掲げる事項を明示
した表示板を設置しなければならない。 
(1) 最大使用荷重 
(2) 支間の斜距離、傾斜角及び中央垂下比 
(3) 主索及び作業索の種類及び直径 
(4) 林業架線作業主任者及び機械集材装置の運

転に係る特別教育修了者（以下「集材機運転者」
という。）の氏名 

(5) 予定使用期間 
２ 会員は、機械集材装置については、前項の最大

使用荷重を超える荷重をかけて使用してはなら
ない。 

 
（台付け索の取付け） 
第２０６条 会員は、台付け索を支柱、根株等に取

り付ける場合には、作業者に、少なくとも腹側１
回は巻き付けさせなければならない。 

 
（ガイドブロックの取付け） 
第２０７条 会員は、台付け索にガイドブロックを

取り付ける場合には、作業者に、台付け索の両端
のアイの部分に、ガイドブロックのシャックルの
部分を通させなければならない。 

 
（巻過ぎ防止） 
第２０８条 会員は、機械集材装置については、巻

過防止装置を備える等、巻上げ索の巻過ぎによる
作業者の危険を防止するための措置を講じなけ
ればならない。 

 
（ブーム等の降下による危険の防止） 

第２０９条 会員は、架線集材機械（構造上、ブー
ム、アーム等が不意に降下することを防止する装
置が組み込まれているものを除く。）を機械集材
装置の集材機として用いる場合であって、架線集
材機械のブーム、アーム等を上げ、その下で修理、
点検等の作業を行うときは、ブーム、アーム等が
不意に降下することによる作業者の危険を防止
するため、当該作業に従事する作業者に安全支柱、
安全ブロック等を使用させなければならない。 

２ 前項の作業に従事する作業者は、同項の安全支
柱、安全ブロック等を使用しなければならない。 

 
（集材機の運転） 
第２１０条 会員は、集材機の運転を行う場合には、

集材機運転者に、次の各号に掲げる事項を守らせ
なければならない。 
(1) 運転中は、運転位置を離れないこと。 
(2) 急激な発進又は制動を行わないこと。ただし、

やむを得ずこれを行ったときは、直ちに必要な
箇所について点検を行うこと。 

(3) 運転中、集材機に異常な張力がかかったとき
は、直ちにドラムの回転を停止し、林業架線作
業主任者に連絡し、点検を行わせること。 

(4) ワイヤロープを乱巻きの状態で巻きとらな
いこと。 

(5) 集材機が異常音を発するときは、直ちに運転
を停止し、点検すること。 

(6) 巻過ぎ防止の表示を超えて巻き込まないこ
と。 

 
（荷掛け作業） 
第２１１条 会員は、荷掛け作業を行う場合には、

作業者に、次の各号に掲げる事項を行わせなけれ
ばならない。 
(1) 巻き上げの前に、荷が荷吊り索から抜けるお

それがないかを確かめること。 
(2) 巻き上げの際には、安全な箇所に退避した後、

巻き上げの合図をすること。 
 

（荷外し作業） 
第２１２条 会員は、荷外し作業を行う場合には、

作業者に、次の各号に掲げる事項を行わせなけれ
ばならない。 
(1) 荷が降下するときは、安全な箇所に退避する

こと。 
(2) 荷外しは、荷が盤台又は地面に完全におりた

ことを確かめた後、行うこと。 
(3) 盤台に墜落を防止するための表示があると

きは、表示の外に出て作業をしないこと。 
 

第３款 運材作業 
 
（最大使用荷重等の指示） 
第２１３条 会員は、運材索道の組立てを行う場合

には、あらかじめ、林業架線作業主任者に、次の
各号に掲げる事項を示さなければならない。 
(1) 積込み場、おろし場、制動機、運材機及び支

柱の位置 
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(2) 主索、復索及びえい索の種類及びその直径 
(3) 最長支間の斜距離、傾斜角及び中央垂下比並

びに支間斜距離の合計 
(4) 最大使用荷重及び搬器ごとの最大積載荷重 
 

（積込み場） 
第２１４条 会員は、積込み場を設ける場合には、

林業架線作業主任者に、次の各号に掲げる事項を
行わせなければならない。 
(1) 積込み又は集積に適当な広さを有する箇所

を選定すること。 
(2) 集積及び集積箇所から荷掛け箇所への運搬

作業を行うときは、原木の転落による危害が発
生することのないよう防護措置を講ずること。 

(3) 機械集材装置と交差するときは、作業索が積
込み場を通らないようにすること。ただし、地
形上やむを得ず作業索が積込み場を通るとき
は、接触防止の措置を講ずること。 

また、作業索の内角側とならないようにす
ること。ただし、地形上やむを得ず内角側と
なるときは、ガイドブロックの台付け索切断
によるガイドブロック、作業索等の飛来によ
る危害が発生することのないよう防護措置
を講ずること。 

(4) 荷掛け等を行うときは、墜落による危害が発
生することのない箇所を選定すること。ただし、
やむを得ず墜落による危害が発生するおそれ
のある箇所で荷掛け等を行うときは、適切な防
護措置を講ずること。 

(5) 搬器を発進させるときは、積荷が盤台、支柱
等の障害物に接触するおそれのないようにす
ること。 

 
（おろし場） 
第２１５条 会員は、おろし場を設ける場合には、

林業架線作業主任者に、次の各号に掲げる事項を
行わせなければならない。 
(1) 荷おろし又は集積に適当な広さを有し、かつ、

トラックへの積込みに適当な箇所を選定する
こと。 

(2) 荷おろし等を行うときは、墜落による危害が
発生することのない箇所を選定すること。ただ
し、地形上やむを得ず墜落による危害が発生す
るおそれのある箇所に荷おろし場を設けると
きは、適当な防護措置を講ずること。 

(3) 搬器の暴走の際に、容易に退避し得る箇所を、
あらかじめ、選定しておくこと。 

 
（支 柱） 
第２１６条 会員は、木製支柱、鋼製支柱又はサイ

ドケーブルを設ける場合には、林業架線作業主任
者に、次の各号に掲げる事項を行わせなければな
らない。 
(1) 構造は、設計に示されたとおりのものとする

こと。 
(2) 部材は、設計に基づき、十分な強度のあるも

のを使用すること。 

(3) 各支柱の中心線は、曲線索道の曲線部を除き、
一直線とすること。 

(4) 支柱の根元は、移動及び沈下するおそれのな
いよう確実に施工すること。 

(5) 索支持金具は、その金具に適した方法により、
脱落するおそれのないよう確実に取り付ける
こと。 

 
（主索等の固定及び支持） 
第２１７条 会員は、主索、復索及びサイドケーブ

ルを固定する作業を行う場合には、林業架線作業
主任者に、主索、復索及びサイドケーブルの張力
に十分耐え得る強度を有する立木、根株等を選定
させ、又はこれらを十分な強度を有するよう補強
させなければならない。 

２ 会員は、主索、復索及びサイドケーブルを固定
する作業を行う場合には、作業者に、次の各号に
掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 主索、復索及びサイドケーブルの端部を前項

の立木、根株等のアンカ－に２回以上巻き付け、
クランプ、クリップ等の緊結具を用いて確実に
固定すること。 

(2) 主索及び復索の径に適した支持器を使用さ
せること。 

 
（えい索の支持） 
第２１８条 会員は、えい索を取り付ける作業を行

う場合には、作業者に、次の各号に掲げる事項を
行わせなければならない。 
(1) えい索が制動機又は運材機の滑車の溝から

はずれるおそれのあるときは、制動機又は運材
機の前方に案内のための滑車を取り付けるこ
と。 

(2) えい索が他の障害物に触れるおそれのある
箇所には、えい索受けローラを設置すること。 

 
（制動機等の固定） 
第２１９条 会員は、制動機又は運材機及び遊動車

を固定する作業を行う場合には、作業者に、次の
各号に掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 制動機又は運材機及び遊動車が、固定された

アンカ－からえい索の張力により離脱するこ
とのないようにすること。 

(2) えい索が制動機又は運材機及び遊動車の溝
面を正しく通るようにすること。 

(3) 小屋がけするときは、制動操作に支障をきた
さないものとすること。 

 
（制動装置） 
第２２０条 会員は、荷重、勾配等に適合する制動

能力のある制動機を使用しなければならない。 
２ 会員は、制動機を使用しないで、丸太をワイヤ

ロープに直接摩擦させて制動する装置を使用し
てはならない。 

 
（最大使用荷重等の表示） 
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第２２１条 会員は、積込み場の作業者の見やすい
位置に、次の各号に掲げる事項を明示した表示板
を設置しなければならない。 
(1) 最長支間の斜距離、傾斜角及び中央垂下比 
(2) 支間斜距離の合計 
(3) 最大使用荷重 
(4) 搬器ごとの最大積載荷重 
(5) 主索、復索及びえい索の種類及び直径 
(6) 搬器間隔 
(7) 林業架線作業主任者及び制動機又は運材機

の運転者の氏名 
(8) 予定使用期間 

２ 会員は、運材索道については、前項第３号の最
大使用荷重及び同項第４号の搬器ごとの最大積
載荷重を超える荷重をかけて使用してはならな
い。 

 
（搬器の取付け） 
第２２２条 会員は、運材作業を行う場合には、作

業者に、搬器を確実にえい索に取り付けさせなけ
ればならない。 

 
（荷掛け作業） 
第２２３条 会員は、作業者に、荷掛け作業を行わ

せる場合には、次の各号に掲げる事項を守らせな
ければならない。 
(1) 搬器ごとの最大積載荷重を超えて荷掛けを

行わないこと。 
(2) 巻上げの前に、荷が荷吊り索から抜け落ちる

おそれのないよう確実に緊結すること。 
(3) 巻上げの際には、安全な箇所に退避した後、

巻上げの合図をすること。 
 
（荷外し作業） 
第２２４条 会員は、荷外し作業を行う場合には、

作業者に、次の各号に掲げる事項を行わせなけれ
ばならない。 
(1) 荷が停止してから荷外し作業を開始するこ

と。 
(2) 荷をおろすときは、原木の転動により危害の

生ずるおそれのない位置で行うこと。 
(3) 荷吊り索を長く下げたままで空搬器の返送

をしないこと。 
(4) おろし場における原木の整理は、えい索の動

きに注意して行うこと。 
 
（運材索道の運転作業） 
第２２５条 会員は、運材索道を運転する場合には、

制動機を操作する作業者に、次の各号に掲げる事
項を行わせなければならない。 
(1) 運転中は、運転位置を離れないこと。 
(2) 急制動をしないこと。ただし、やむを得ず急

制動を行ったときは、全線にわたって点検する
こと。 

(3) ブレーキを加熱させないこと。 
(4) 異常を認めたときは、直ちに運転を中止し、

点検すること。 
 

第４節 林業用単軌条運搬機による作業 
 

第１款 通 則 
 
（単軌条運搬機の安全管理） 
第２２６条 会員は、単軌条運搬機を使用する場合

は、構造指導基準（平成８年４月 
２３日付け基発第２６１号「林業用単軌条運搬
機安全管理要綱の策定について」）に適合したも
のを使用しなければならない。 

２ 会員は、単軌条運搬機の使用に当たっては、前
項に規定する林業用単軌条運搬機安全管理要綱
に基づき、単軌条運搬機の保守管理を行わなけれ
ばならない。 

 
（単軌条運搬機の設置） 
第２２７条 会員は、単軌条運搬機を設置する場合

は、設置指導基準（平成８年４月 
２３日付け基発第２６１号「林業用単軌条運搬
機安全管理要綱の策定について」）に従って設置
しなければならない。 

 
（運行計画） 
第２２８条 会員は、単軌条運搬機を使用する場合

は、あらかじめ、単軌条運搬機の運行時間、乗降
位置等を定めた運行計画を作成し、かつ、当該運
行計画により作業を行うとともに、当該運行計画
の内容を、作業者に周知しなければならない。 

 
（合 図） 
第２２９条 会員は、単軌条運搬機を使用する場合

は、あらかじめ、単軌条運搬機の運転に関する合
図の方法を定め、作業者に周知させるとともに、
運転者等に当該合図を行わせなければならない。 

 
（点検整備） 
第２３０条 会員は、単軌条運搬機を使用する場合

には、単軌条運搬機について、点検項目を定め、
その項目について、作業者に、始業時、１月を超
えない期間ごとに１回及び１年を超えない期間
ごとに１回、定期に、それぞれの期間に応じた点
検項目について、点検を行わせなければならない。
ただし、使用しない期間においては、この限りで
ない。 

２ 会員は、前項の点検の結果及び使用中に異常を
認めたときは、直ちに、補修その他必要な措置を
講じなければならない。 

 
第２款 単軌条運搬機の使用 

 
（運 転） 
第２３１条 会員は、単軌条運搬機を運転するとき

は、運転者に、次の事項を行わせなければならな
い。 
(1) 搭乗者の乗降のため機体を停止する場合は、

搭乗者が乗降を安全に行うことができるよう
軌条の地上からの高さが高すぎることなく、か
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つ、できる限り平坦で足場のよい場所に停止す
ること。 

(2) 作業者を搭乗させ又は荷物を積載するとき
は、定められた定員又は最大積載量を超えない
ようにすること。 

(3) 乗用台車の乗車席部分及び荷物積載部分に
は、移動、落下等により搭乗者に危険を及ぼす
おそれのある原木等の重量物を積載しないこ
と。 

(4) 荷物台車及び乗用台車の荷物積載部分に荷
を積載するときは、当該荷を緊結する等により
当該荷の移動、落下等により搭乗者に危険を及
ぼすおそれのないように措置すること。 

(5) 原動機の始動は、制動装置が作動しているこ
とを確認してから行うこと。また、始動後は必
ず原動機の暖気運転を行うこと。 

(6) 機体の発進は、軌条及び機体の周囲に人がい
ないこと並びに変速レバーの位置が正しいこ
とを確認してから行うこと。 

(7) 機体の走行中は、搭乗者の乗降を行わせない
こと。 

(8) 降坂時においては、エンジンブレーキの効果
があるようにすること。 

(9) 軌条の分岐装置の操作は、確実に行うこと。 
(10) 運転席を離れるときは、原動機を止め、かつ、

制動装置を作動させる等機体の逸走を防止す
るための措置を講ずること。 

(11) 機体の走行中に機体の調整、整備等の必要が
生じたときは、傾斜が緩く、逸走のおそれがな
い安全な場所で、搭乗者を降車させてから行う
こと。制動装置が機能しない場合は、急傾斜地
の場合等には、ロープで機体を軌条に緊結する
等により機体を固定してから行うこと。 

(12) 機体の走行中は、軌条周辺の状況、機体の状
況等に注意し、異常を発見したときは直ちに機
体を停止させること。 

 
（駐 車） 
第２３２条 会員は、単軌条運搬機を駐車するとき

は、運転者に、次の事項を行わせなければならな
い。 
(1) 駐車中は、シートカバーを掛ける等必要な措

置を講ずること。 
(2) 駐車するときは、機体を逸走のおそれのない

傾斜の緩い場所に停めること。やむを得ず機体
を傾斜地に駐車するときは、制動装置を確実に
作動させる等逸走を防止する措置を講ずるこ
と。 

(3) 使用の休止のため長期にわたり駐車すると
きは、燃料タンク及び気化器から燃料を抜き取
っておくこと。 

 
第４章 造林作業 

 
第１節 通 則 

 
（服装等） 

第２３３条 会員は、造林作業を行う場合には、作
業者に、次の各号に掲げる事項を守らせなければ
ならない。 
(1) 袖締まり、裾締まりのよい作業服を着用する

等安全な作業を行うことができる服装とする
こと。 

(2) 保護帽を着用すること。 
(3) 必要に応じ、呼子を携帯させるとともに防蜂

網、保護眼鏡、すね当て、防汚衣等を着用する
こと。 

 
（チェーンソーによる造林作業） 
第２３４条 会員は、造林作業において、作業者に

チェーンソーを使用させる場合には、本編第２章
に定めるところにより、適切に使用させなければ
ならない。 

 
（刈払機による造林作業） 
第２３５条 会員は、造林作業において、作業者に

刈払機を使用させる場合には、本編第４章第７節
に定めるところにより、適正に使用させなければ
ならない。 

 
（作業用具の点検等） 
第２３６条 会員は、くわ、なた、梯子等の作業用

具を用いて作業を行う場合には、作業者に、異常
の有無を点検させなければならない。 

２ 会員は、点検により異常が認められたときは、
直ちに補修、その他必要な措置を講じなければな
らない。 

 
（作業用具の整理） 
第２３７条 会員は、作業者が作業中又は休憩時等

に機械器具を置くときは、滑らないように安定さ
せ、かつ、危険な部分は見えやすい状態にさせな
ければならない。 

（歩行動作） 
第２３８条 会員は、作業地への往復及び作業中の

歩行について、作業者に、次の各号に掲げる事項
を行わせなければならない。 
(1) 互いに安全な間隔を保つこと。 
(2) 機械器具等の携行運搬に当たっては、危険な

部分に覆いをすること。 
(3) 急傾斜地や滑りやすいところでは、機械器具

の保持、携行について十分に注意すること。 
 
（環境の整備） 
第２３９条 会員は、作業環境の整備のため、作業

者に、次の各号に掲げる事項を行わせなければな
らない。 
(1) 落下するおそれのある浮石、末木枝条等不安

定なものは、あらかじめ、取り除くこと。 
(2) つる類は、根元から切り離し、石、根株等の

障害物及びくぼみに気をつけ、転倒、踏み抜き
等危害が発生することのないよう足元を整え
ること。 

 
（上下作業の禁止） 
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第２４０条 会員は、斜面で、地ごしらえ、植付け、
下刈り等の作業を行う場合において、物体の落下
等により作業者に危険を及ぼすおそれのあると
きは、各作業者の作業位置が上下にならないよう、
かつ、安全な間隔を保つようにさせなければなら
ない。 

 
（作業中の打合せのための接近） 
第２４１条 会員は、作業者が作業中、打合せ等の

ため、相手に近づくときは、合図をしながら後方
から近寄るようにさせなければならない。 

 
（悪天候時の作業の禁止） 
第２４２条 会員は、強風、大雨、大雪等の悪天候

のため危険が予想される場合には、造林作業を行
わせてはならない。 

 
第２節 地ごしらえ作業 

 
（地ごしらえ） 
第２４３条 会員は、地ごしらえ作業を行う場合に

は、作業者に、次の各号に掲げる事項を守らせな
ければならない。 
(1) なたは、逆なたや膝から上の位置で使用しな

いようにすること。 
(2) 作業中に、なた、かま等が跳ねたり、それた

りしないように、周囲の切株、つる等に注意す
ること。 

(3) 跳ね返るおそれのある枝条、かん木、笹等は
事前に処理すること。 

(4) 傾斜地では、落下物による危害を受けないよ
う斜面の上方から刃物を当てること。 

(5) 伐倒又は刈払いの切り口は、低く、かつ、平
滑になるようにすること。 

(6) 筋置き又は巻落としの枝条集積に当たって
は、枝条の跳ね返り又は石等の落下による危害
が発生することのないことを確認すること。 

(7) 筋置きしたときは、筋が崩壊しないよう杭止
め等の措置を講ずること。 

(8) 火入れ作業については、責任者の指示に従っ
て行動すること。 

 
第３節 植付け作業 

 
（植付け） 
第２４４条 会員は、植付け作業を行う場合には、

作業者に、次の各号に掲げる事項を行わせなけれ
ばならない。 
(1) くわを使うときは、根株、つる、石等の反発

により、危害発生のおそれのないよう注意する
こと。 

(2) 根は、くわでこじって引っ張ることなく、な
た等で切り除き、掘り出した石等は下方に転落
をさせないこと。 

 
第４節 刈払機による下刈り作業 

 
（就業の制限） 

第２４５条 会員は、刈払機取扱い業務を行う場合
には、平成１２年２月１６日付け基発第６６号
「刈払機取扱作業者に対する安全衛生教育につ
いて」に基づく安全衛生教育を修了した者でなけ
れば、その業務に就かせてはならない。 

 
（近接作業の禁止） 
第２４６条 会員は、刈払機を用いて作業を行うと

きは、刈払機作業者から５メートル以内を危険区
域とし、この区域に他の作業者を立ち入らせては
ならない。 

２ 会員は、複数の作業者に刈払機作業を行わせる
場合、当該作業間の距離は１５メートル以上離れ
させるように努めなければならない。 

 
（下刈り） 
第２４７条 会員は、下刈り作業を行う場合には、

作業者に、次の各号に掲げる事項を行わせなけれ
ばならない。 
(1) かまの大振りや、片手振り用のかま以外のか

まの片手振りをしないこと。 
(2) 夏期炎天下の作業では、休息及び休憩時間を

十分にとり、疲労回復を図ること。 
 

第５節 枝打ち等の高所作業 
 
（枝打ち等の高所作業） 
第２４８条 会員は、枝打ち、採種、採穂の作業で

高所作業を行う場合には、作業者に、次の各号に
掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 梯子等は、はずれないように確実に据え付け

ること。 
(2) 作業中は、必要に応じて安全帯を使用するこ

と。 
(3) 支え手又は足をかける枝は、生枝を利用する

こと。 
(4) 高所作業の直下の危険区域には、他の作業者

を立ち入らせないこと。 
 

第６節 薬剤散布作業 
 
（薬剤散布） 
第２４９条 会員は、除草剤等の薬剤を取り扱う場

合には、関係法令に定めるところに従うとともに、
作業責任者を選任しなければならない。 

２ 会員は、薬剤散布作業を行う場合には、作業者
に、次の各号に掲げる事項を守らせなければなら
ない。 
(1) 露出部の少ない服装とすること。 
(2) 散布は風上より風下に向かって行うこと。 
(3) 作業終了後は、顔、腕等の露出部をよく洗い、

かつ、うがいをすること。 
(4) 薬剤の使用後、残留が生じたときは、必ず返

納すること。 
 

第７節 刈払機取扱い作業 
 

第１款 通 則 
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（チェーンソー以外の振動工具の取扱い業務に係
る振動障害予防対策指針の遵守） 
第２５０条 会員は、平成２１年７月１０日付け基

発０７１０第２号「チェーンソー以外の振動工具
の取扱い業務に係る振動障害予防対策指針につ
いて」を遵守するとともに、本指針が作業者に守
られるよう、必要な措置を講じなければならない。 

 
（刈払機の選定基準） 
第２５１条 会員は、次の各号に掲げる定めるとこ

ろにより、刈払機を選定しなければならない。 
(1) 刈払機は、造林作業に適した構造、強度を有

するものを選ぶこと。 
(2) 日振動ばく露量Ａ（８）が日振動ばく露限界

値（５.０ｍ／ｓ２）を超えることがないよう
振動ばく露時間の抑制、低振動の刈払機の選定
を行うこと。 

(3) 日振動ばく露限界値（５.０ｍ／ｓ２）を超
えない場合であっても、日振動ばく露対策値
（２.５ｍ／ｓ２）を超える場合は、振動ばく
露時間の抑制、低振動の刈払機の選定を行うこ
と。 

(4) 防振ゴム等、防振材料により防振対策が施さ
れ、振動がハンドル又は操作棹に伝達しにくい
ものであること。 

(5) 刈払機は、緊急離脱装置、飛散防護装置及び
腰バンドを備えたものを使用するとともに、そ
の装着に努めること。この場合において、刈払
機の選定に当たっては、３点支持の肩掛バンド
を選択するよう努めること。 

(6) 刈払機のスロットルレバーは、トリガー式ス
ロットル装置を備えた刈払機を使用するよう
に努めること。 

(7) 刈刃は、丸のこ刃又はこれと同等の性能と安
全性を有するものであること。 

(8) 刈刃は、正しい目立てを行ったものを使用す
ること。 

(9) 刈刃の取り付けは、専用工具を使用し確実に
取り付けたことを確認して使用すること。 

 
（作業計画の作成） 
第２５２条 会員は、刈払機を用いて作業を行う場

合には、次の事項により労働災害の防止に努めな
ければならない。 
(1) 作業手順、作業者の配置、合図の方法等及び

振動ばく露時間などを踏まえた作業計画を定
め、作業者に周知するとともに、当該作業を指
揮する者を定めること。 

(2) 刈払機の使用に当たっては、当該作業以外の
作業と組み合わせることにより、刈払機その他
の振動工具の取扱い作業に従事しない日を設
けること。 

 
（目立て機器の備付け） 
第２５３条 会員は、刈払機を用いて作業を行う場

合には、刈刃の目立てのための機器を備え付けな
ければならない。 

 
（目立て） 
第２５４条 会員は、作業者に、目立て機器を用い

て刈刃の目立てを行わせなければならない。 
 
（予備の丸のこ刃の携行） 
第２５５条 会員は、刈払機を用いて作業を行う場

合には、作業者に予備の丸のこ刃を携行させなけ
ればならない。 

 
（保護具等の備え付け） 
第２５６条 会員は、刈払機を用いて作業を行う場

合には、次の各号に掲げる保護具を備え付けなけ
ればならない。 
(1) 防振のための手袋 
(2) 飛散物から目を守るための防護眼鏡 
(3) すね当て 
(4) その他滑り止め等必要な保護具 
 

（振動工具管理責任者の選任） 
第２５７条 会員は、刈払機を使用する事業場につ

いては、振動工具管理責任者を選任し、刈払機の
点検・整備状況を定期的に確認するとともに、そ
の状況を「振動障害総合対策要綱（平成２１年７
月１０日付け基発０７１０第５号）第１の３の
(1)で示された別紙３の振動工具自主点検表(チ
ェーンソー以外用)」に記録しなければならない。 

 
（点検整備） 
第２５８条 会員は、作業者が使用する刈払機につ

いて、点検項目を定め、その項目について、作業
者に、始業時、毎週１回、１月を超えない期間ご
とに１回、点検を行わせなければならない。 

２ 会員は、前項の点検により異常が認められたと
きは、直ちに補修、その他必要な処置を講じなけ
ればならない。 

 
第２款 刈払機作業 

 
（操作時間） 
第２５９条 会員は、刈払機を用いて作業を行う場

合には、作業者に、刈払機の操作時間について、
次の各号に掲げる事項を守らせなければならな
い。ただし、電動式の刈払機を使用する場合は、
この限りではない。 
(1) 日振動ばく露限界値（Ａ（８）５.０ｍ／ｓ

２）に対応した１日の振動ばく露時間（以下「振
動ばく露限界時間」という。）が２時間を超え
る場合は、当面、１日の振動ばく露時間を２時
間以下とすること。 

(2) 「周波数補正振動加速度実効値の３軸合成値」
が把握できない刈払機は、類似の刈払機の「周
波数補正振動加速度実効値の３軸合成値」を参
考に振動ばく露限界時間を算出し、これが２時
間を超える場合には、１日の振動ばく露時間を
２時間以下のできる限り短時間とすること。 
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(3) 刈払機の一連続作業時間は、概ね３０分以内
とし、一連続作業後、５分以上の休止時間を設
けること。 

 
（刈払機の取扱い） 
第２６０条 会員は、刈払機の取り扱いについて、

作業者に、次の各号に掲げる事項を守らせなけれ
ばならない。 
(1) 刈払機のハンドルは、軽く握るように操作す

ること。 
(2) 刈払作業は、身体のバランスに常に配慮した

正しい姿勢で行うこと。特に足の位置は、刈刃
に近寄らないようすること。 

(3) 刈払機を用いて作業を行うときは、急斜面で
は、斜面の下方に向かって刈り進まないこと。
やむを得ず急斜面で刈払作業を行うときは、か
ま等の手工具により行うこと。 

(4) 刈刃で打つ、たたく等の方法での刈払いは行
わないこと。 

(5) 刈払いの対象物に当てる刈刃の位置は、安全
に切断できる箇所とすること。 

(6) 刈刃が岩石等の障害物等に当たったときは、
直ちにエンジンを止め、刈刃が止まったことを
確認のうえ、刈刃を点検すること。 

(7) 飛散防護装置等の周辺部に雑草、つる等がか
らまったときは、エンジンを止め、刈刃が止ま
ったことを確認のうえ取り除くこと。 

(8) 刈刃が止まっていてもエンジンの回転中は、
刈刃に近づいたり、他の作業者を近づけたりし
ないこと。 

(9) 高速度での空運転は、できる限り避けること。 
(10) 作業中又は休息時に刈払機を置くときは、滑

らないように安定させ、刈刃は見えやすい状態
にしておくこと。 

 
（刈払機の持ち運び等） 
第２６１条 会員は、刈払機を持ち運ぶ場合には、

作業者に、次の各号に掲げる事項を守らせなけれ
ばならない。 
(1) 作業地への往復等においては、刈刃をはずす

か又は覆いをかけるとともに歩行者間の距離
を十分に保つこと。 

(2) 作業地内にある浮き石等不安定なものの上
を歩かないこと。また、雨中や雨上がりのとき
の歩行及び湿っている場所での歩行では、転倒
しないよう必要に応じ履物に滑り止め用具を
使用すること。 

(3) 作業地内で刈払い場所を変えるため等移動
するときは、エンジンを停止すること。 

 
 

第３編 木材製造業 
 

第１章 通 則 
 

第１節 工作機械による危険の防止 
 

第１款 服 装 

 
（作業帽等の着用） 
第２６２条 会員は、木材加工用機械及びその他の

機械を用いて木製品を製造する作業並びにこれ
に伴う作業（以下「木材製造・加工等作業」とい
う。）を行う作業者の服装等については、次の各
号に掲げる事項を守らせなければならない。 
(1) 袖締まり、裾締まりのよい作業服を着用する

等安全な作業を行うことができる服装とする
こと。 

(2) 滑るおそれがなく、かつ、脱げにくい履物を
使用すること。 

(3) 作業帽を着用すること。ただし、飛来、落下、
転倒、墜落等のおそれのある作業については、
保護帽を着用すること。 

(4) 作業者の身体の一部が巻き込まれるおそれ
のある作業については、手袋、前掛け、手ぬぐ
い等を着用しないこと。 

(5) はい等の丸太の上で作業を行う作業者は、必
要に応じて滑り止め金具を使用すること。 

 
（整理整頓） 
第２６３条 会員は、木材製造・加工等作業を行う

場合には、次の各号に掲げる事項を行い、その作
業場所を整理整頓しなければならない。 
(1) 作業床面は、のこ屑、端材、樹皮等により、

つまずき、滑り、転倒等がないように常に清掃
すること。 

(2) 原料、部材、製品、廃材等は速やかに所定の
場所に整理すること。 

(3) 工具、刃物等は使用後速やかに所定の場所に
整頓すること。 

(4) のこ屑、樹皮等は速やかに処理すること。 
 

第２款 作業環境の整備 
 
（騒音の低減） 
第２６４条 会員は、強烈な騒音を発する屋内作業

場における業務に作業者を従事させるときは、次
の各号に掲げる措置を行うとともに、騒音の低減
に努めなければならない。 
(1) 強烈な騒音を発する場所であることを示す

標識等を設置すること。 
(2) 強烈な騒音の伝播を防ぐための措置を講じ

ること。 
(3) 作業者に使用させるため、耳栓その他の保護

具を備えること。 
２ 会員は、ドラムバーカーにより木材を剥皮する

業務を行う屋内作業場、チッパーによりチップす
る業務を行う屋内作業場について、６月以内ごと
に１回、定期に等価騒音レベルを測定しなければ
ならない。 

（照明） 
第２６５条 会員は、作業者を常時就業させる場所

の作業面の照度を次の表の左欄に掲げる作業の
区分に応じて、同表の右欄に掲げる基準に適合さ
せなければならない。 

作業の区分  基 準 
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精密な作業  ３００ルクス以上 
普通の作業  １５０ルクス以上 
粗な作業    ７０ルクス以上 
 

（通風と換気） 
第２６６条 会員は、作業者を常時就業させる屋内

作業場においては、窓その他の開口部の直接外気
に向かって開放することができる部分の面積が、
常時作業面積の２０分の１以上になるようにし
なければならない。ただし、換気が十分行われる
性能を有する設備を設けたときは、この限りでな
い。 

 
（集じん装置の設置） 
第２６７条 会員は、ガス、蒸気又は粉じんを発散

する屋内作業場においては、発散源を密閉する設
備、局所排気装置又は全体換気装置を設ける等必
要な措置を講じなければならない。 

 
（休憩設備） 
第２６８条 会員は、粉じんを発散する作業場、強

烈な騒音を発する作業場においては、作業場外に
休憩の設備を設けなければならない。 

２ 会員は、前項以外の作業場においては、作業者
が有効に利用することができる休憩の設備を設
けるように努めなければならない。 

 
第３款 通路と足場等による危険の防止措置 

 
（作業場の通路） 
第２６９条 会員は、木材製造等作業を行う場合に

は通路について、次の各号に掲げる事項を行わな
ければならない。 
(1) 作業場に通ずる場所及び作業場内には、作業

者が使用するための安全な通路を設け、かつ、
これを常時有効に保持すること。 

(2) 通路は、白線で明示し、表示すること。 
(3) 通路は、つまずき、転倒等のおそれがない状

態に保つこと。 
(4) 通路には、材料等を置かないこと。 
(5) 通路の破損は、直ちに補修すること。  
(6) 通路面から高さ１．８メートル以内に障害物

を置かないこと。 
(7) 機械間又はこれと他の設備との間に設ける

通路については、幅８０センチメートル以上の
ものとすること。 

 
（作業床等） 
第２７０条 会員は、作業床について、次の各号に
掲げる事項を行わなければならない。 
(1) 作業場の床面については、つまずき、滑り等

の危険のおそれのないものとし、かつ、これを
安全な状態に保持すること。 

(2) 機械、装置上に設けられた作業床であって、
転落等のおそれのあるものについては、転落等
を防止するための設備を設けること。 

(3) 機械、装置上の作業床については、昇降のた
めの設備を設けること。 

(4) 作業床及び昇降設備の損傷は、直ちに補修す
ること。 

 
第４款 危険物等の管理と火災による危険の防止

措置 
 
（火災の防止） 
第２７１条 会員は、可燃物、引火物等を取り扱う

場合には、点火源となる火気を使用してはならな
い。 

 
（消火設備等） 
第２７２条 会員は、火災の原因となるおそれのあ

る可燃物、引火物等を取り扱う場所には、適当な
箇所に、消火設備を設けなければならない。 

２ 前項の消火設備は、取り扱われる物の種類等に
より、予想される火災の性状に適応するものでな
ければならない。 

 
（有機溶剤・化学物質の危険有害性等の確認） 
第２７３条 会員は、安全データシート（ＳＤＳ）

等により、作業場所で使用する有機溶剤等又は特
定化学物質の危険有害性等を確認して、作業者に
周知しなければならない。 

 
（作業管理） 
第２７４条 会員は、作業に使用する有機溶剤等又

は特定化学物質については、作業条件に応じて適
切な呼吸用保護具、保護手袋等を作業者に使用さ
せなければならない。 

 
（有機溶剤等の表示等） 
第２７５条 会員は、屋内作業場において、有機溶

剤業務に従事させるときは、作業者に見やすい場
所に次の事項を掲示しなければならない。 
(1) 有機溶剤の人体に及ぼす作用 
(2) 有機溶剤等の取扱い上の注意事項 
(3) 有機溶剤による中毒が発生したときの応急

措置 
２ 会員は、有機溶剤業務に従事させるときは、使

用する有機溶剤等の区分に応じ次の各号に定め
る色を作業者に見やすい場所に表示しなければ
ならない。 
(1) 第一種有機溶剤等  赤 
(2) 第二種有機溶剤等  黄 
(3) 第三種有機溶剤等  青 

 
（特定化学物質の表示等） 
第２７６条 会員は、エチルベンゼンやホルムアル

デヒド等の特別管理物質を取り扱う作業場には、
作業者に見やすい場所に次の事項を掲示しなけ
ればならない。 
(1) 特別管理物質の名称 
(2) 特別管理物質の人体に及ぼす作用 
(3) 特別管理物質の取扱い上の注意事項 
(4) 使用する保護具 

２ 会員は、特別管理物質を取り扱う作業場におい
て常時作業に従事する作業者について、１月を超
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えない期間ごとに次の事項を記録し、３０年間保
存しなければならない。 
(1) 作業者の氏名 
(2) 従事した作業の概要及び当該作業に従事し

た期間 
(3) 特別管理物質に汚染された時は、その概要及

び応急の措置の概要 
 
（有機溶剤等の貯蔵） 
第２７７条 会員は、有機溶剤等を屋内に貯蔵する

ときは、有機溶剤等がこぼれ、漏えいし、しみ出
し、又は発散するおそれのないふた又は栓をした
堅固な容器を用いるとともに、その貯蔵場所に、
次の設備を設けなければならない。 
(1) 関係作業者以外の作業者がその貯蔵場所に

立ち入ることを防ぐ設備 
(2) 有機溶剤の蒸気を屋外に排出する設備 

 
（容器の管理） 
第２７８条 会員は、有機溶剤等又は特定化学物質

が作業場所に発散することを防止するため、その
容器及び空容器を適切に管理しなければならな
い。 

 
第５款 転落・墜落等による危険の防止措置 

 
（作業床の設置等） 
第２７９条 会員は、高さが２メートル以上の箇所

（作業床の端、開口部等を除く。）で作業を行う
場合において墜落により作業者に危険を及ぼす
おそれのあるときは、足場を組み立てる等の方法
により作業床を設けなければならない。 

２ 会員は、高さが２メートル以上の作業床の端、
開口部等で墜落により作業者に危険を及ぼすお
それのある箇所には、囲い、手すり、覆い等を設
けなければならない。 

 
（安全帯の使用） 
第２８０条 会員は、前条の規定により作業床を設

けることが困難なとき若しくは囲い等を設ける
ことが著しく困難なとき又は作業の必要上臨時
に囲い等を取り外すときは、防網を張り、作業者
に安全帯を使用させる等の措置を講じなければ
ならない。 

２ 会員は、高さが２メートル以上の箇所で作業を
行う場合において、作業者に安全帯等を使用させ
るときは、安全帯等を安全に取り付けるための設
備等を設けなければならない。 

 
第６款 電気による感電等の危険の防止措置 

 
（電気機械器具） 
第２８１条 会員は、作業者が電気機械器具の充電

部分に接触等することによる感電を防止するた
め、充電部分に囲い又は絶縁覆いを設けなければ
ならない。 

（漏電による感電の防止） 

第２８２条 会員は、電動機を有する機械器具（対
地電圧１５０ボルト以上、可搬式のものに限る）
を鉄板の上など伝導性の高い場所で使用すると
きは、感電防止用の漏電しゃ断装置を接続しなけ
ればならない。 

 
（配線及び移動電線での感電の防止） 
第２８３条 会員は、作業者が接触するおそれのあ

る配線及び移動電線については、絶縁被覆の損傷
又は老化による感電を防止する措置を講じなけ
ればならない。 

 
（停電作業における感電の防止） 
第２８４条 会員は、停電作業（電路を開路して行

う電気工事等）を行うときは、開路後に次に定め
る措置を講じなければならない。 
(1) 開路した開閉器に、作業中、施錠し若しくは

通電禁止に関する所用事項を表示し、又は監視
人を置くこと。 

(2) 電力コンデンサー等を有する電路の場合は、
残留電荷を確実に放電させること。 

(3) 高圧又は特別高圧の電路の場合は、検電器具
により停電を確認し、確実に短絡接地すること。 

２ 会員は、停電作業終了後に通電するときは、作
業者に感電の危険が無いこと及び短絡接地を取
り外したことを確認した後でなければ、行っては
ならない。 

 
（低圧活線作業及び低圧活線近接作業による感電
の防止） 
第２８５条 会員は、低圧活線作業を行うときは、

感電を防止するため作業者に絶縁用保護具を着
用させ又は活線作業用器具を使用させなければ
ならない。 

２ 会員は、低圧の充電電路に近接する場所で電気
工事等の作業を行うときは、感電を防止するため
作業者に絶縁用保護具の着用又は充電路に絶縁
用防具を装着しなければならない。 

 
（電気設備に係る安全管理体制と点検） 
第２８６条 会員は、停電作業を行うときは、作業

者に作業期間、作業内容並びに取り扱う電路等に
ついて周知させ、かつ、作業指揮者を定めて、そ
の者に次の事項を行わせなければならない。 
(1) 作業者に作業の方法及び順序を周知させ、直

接指揮すること。 
(2) 停電作業においては、停電の状態及び開閉器

の施錠、監視人の配置の状態並びに短絡接地器
具の状態を確認した後に作業の着手を指示す
ること。 

２ 会員は、感電防止用漏電しゃ断装置（第２８２
条）、配線及び移動電線（第２８３条）、検電器具
（第２８４条）、短絡接地器具（第２８４条）、絶
縁用保護具（第     ２８５条）及び絶縁用
防具（第２８５条）を使用するときは、使用開始
前に点検し、異常を認めたときは、直ちに補修又
は取り替えなければならない。 
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第７款 研削といしによる危険の防止措置 
 
（研削といしの覆い） 
第２８７条 会員は、回転中の研削といしが作業者

に危険を及ぼすおそれのあるときは、覆いを設け
なければならない。 

 
（研削といしの試運転） 
第２８８条 会員は、研削といしについて、その日

の作業を開始する前には１分間以上、研削といし
を取り替えたときには３分間以上試運転をしな
ければならない。 

 
（研削といしの最高使用周速度を超える使用の禁
止） 
第２８９条 会員は、研削といしについては、その

最高使用周速度を超えて使用してはならない。 
 
（研削といしの側面使用の禁止）  
第２９０条 会員は、側面を使用することを目的と

する研削といし以外の研削といしの側面を使用
してはならない。 

 
第８款 木材加工用機械による危険の防止措置 

 
（回転軸等による危険の防止） 
第２９１条 会員は、木材加工用機械（リッパ及び

ギャングリッパを含む。以下本款において同じ。）
の原動機、回転軸、歯車、プーリー、ベルト等で
作業者に危険を及ぼすおそれのある部分には、覆
い、囲い、スリーブ、踏切橋等を設けなければな
らない。 

２ 会員は、回転軸、歯車、プーリー、フライホイ
ール等に附属する止め具については、埋頭型のも
のを使用し、又は覆いを設けなければならない。 

３ 会員は、ベルトの継目には、突出した止め具を
使用してはならない。 
４ 会員は、第１項の踏切橋には、高さが９０セン

チメートル以上の手すりを設けなければならな
い。 

 
（運転開始の合図） 
第２９２条 会員は、木材加工用機械の運転を開始

する場合において、作業者に危険を及ぼすおそれ
のあるときは、一定の合図を定め、合図を行う者
を指名して、関係する作業者に対して合図を行わ
せなければならない。 

 
（加工物等の飛来による危険の防止） 
第２９３条 会員は、加工物等が切断し、又は欠損

して飛来することにより作業者に危険を及ぼす
おそれのあるときは、加工物等を飛散させる切削
加工機械の運転に覆い又は囲いを設けなければ
ならない。ただし、覆い又は囲いを設けることが
困難な場合において、作業者に保護具を使用させ
たときは、この限りではない。 

 
（切削屑の飛来等による危険の防止） 

第２９４条 会員は、切削屑の飛来による災害を防
止するため、切削加工機械に覆い又は囲いを設け
なければならない。ただし、覆い又は囲いを設け
ることが困難な場合に、作業者に保護具を使用さ
せたときは、この限りでない。 

 
 
（のこ屑、端材等の除去） 
第２９５条 会員は、のこ屑、端材等を除去する際

に、作業者の手が刃物に接触したり、巻き込まれ
たりするおそれのあるときは、除去棒、エヤーガ
ン等の安全用具を使用させなければならない。 

 
（掃除等の場合の運転停止等） 
第２９６条 会員は、木材加工用機械（刃部を除く。）

の掃除、給油、検査又は修理の作業を行う場合に
おいて、作業者に危険を及ぼすおそれのあるとき
は、切削加工機械の運転を停止しなければならな
い。ただし、木材加工用機械の運転中に作業を行
わなければならない場合において、危険な箇所に
覆いを設ける等の措置を講じたときは、この限り
ではない。 

２ 会員は、前項の規定により、木材加工用機械の
運転を停止したときは、当該機械の起動装置に錠
を掛け、当該起動装置に表示板を取り付ける等、
同項の作業に従事する作業者以外の者が当該機
械を運転することを防止するための措置を講じ
なければならない。 

 
（刃部のそうじ等の場合の運転停止等） 
第２９７条 会員は、木材加工用機械の刃部のそう

じ、検査、修理、取替え又は調整の作業を行うと
きは、当該機械の運転を停止しなければならない。
ただし、当該機械の構造上、作業者に危険を及ぼ
すおそれのないときは、この限りではない。 

２ 会員は、前項の規定により切削加工機械の運転
を停止したときは、当該機械の起動装置に錠を掛
け、当該機械の起動装置に表示板を取り付ける等、
同項の作業に従事する作業者以外の者が当該機
械を運転することを防止するための措置を講じ
なければならない。 

３ 会員は、運転中の木材加工用機械の刃部におい
て切粉払いをし、又は切削剤を使用するときは、
作業者にブラシその他の適当な用具を使用させ
なければならない。 

 
（点検整備） 
第２９８条 会員は、木材加工用機械作業及びこれ

に伴う作業を行う場合には、機械、装置の点検、
調整、修理等について、作業者に、次の各号に掲
げる事項を行わせなければならない。 
(1) 安全装置及び機械、装置の可動部の作動の円

滑さ、確実さ及び損傷の有無について、作業前
に点検すること。 

(2) 安全装置及び機械、装置の可動部の作動の円
滑さ、確実さ及び損傷の有無並びに機械、装置
の精度について定期的に点検すること。 
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(3) 前各号の点検により、異常を認めたときは、
直ちに修理すること。 

(4) 機械、装置の点検、調整、修理を行うときは、
手元スイッチ及び元スイッチを切り、点検中等
の表示を行い、不意に機械、装置が起動しない
措置をとること。 

 
第９款 木材剥皮機械による危険の防止措置 

 
（逸走等の防止） 
第２９９条 会員は、木材剥皮機械に附属するコン

ベヤーについて、停電、電圧降下等による荷又は
搬器の逸走及び逆送を防止するための装置（逸走
等防止装置）を備えたものでなければ使用しては
ならない。ただし、専ら水平の状態で使用すると
きその他作業者に危険を及ぼすおそれのないと
きは、この限りではない。 

 
（非常停止装置の設置） 
第３００条 会員は、木材剥皮機械及び附属するコ

ンベヤーに巻き込まれ等により作業者に危険を
及ぼすおそれのあるときは、非常の場合に直ちに
木材剥皮機械並びにコンベヤーの運転を停止す
ることができる「非常停止装置」を備えなければ
ならない。 

 
（荷の落下防止） 
第３０１条 会員は、木材剥皮機械に附属するコン

ベヤーから荷が落下することにより作業者に危
険を及ぼすおそれがあるときは、当該コンベヤー
に覆い又は囲いを設ける等荷の落下を防止する
ための措置を講じなければならない。 

 
（点検等） 
第３０２条 会員は、木材剥皮機械に附属するコン

ベヤーを用いて作業を行うときは、その日に作業
を開始する前に、次の事項について点検を行わな
ければならない。 
(1) 原動機及びプーリーの機能 
(2) 逸走等防止装置の機能 
(3) 非常停止装置の機能 
(4) 原動機、回転軸、歯車、プーリー等の覆い、

囲い等の異常の有無 
２ 会員は、前項の点検を行った場合において、異

常を認めたときは、直ちに補修その他必要な措置
を講じなければならない。 

 
第１０款 圧締成型機等による危険の防止措置 

 
（動力プレスの定期自主検査） 
第３０３条 会員は、動力プレスについては、１年

以内ごとに１回、定期に、次の事項について自主
検査を行わなければならない。ただし、１年を超
える期間使用しない動力プレスの当該使用しな
い期間においては、この限りではない。 
(1) クランクシャフト、フライホイールその他動

力伝達装置の異常の有無 

(2) クラッチ、ブレーキその他制御系統の異常の
有無 

(3) 一行程一停止機構、急停止機構及び非常停止
装置の異常の有無 

(4) スライド、コネクチングロッドその他スライ
ド関係の異常の有無 

(5) 電磁弁、圧力調整弁その他空圧系統の異常の
有無 

(6) 電磁弁、油圧ポンプその他油圧系統の異常の
有無 

(7) リミットスイッチ、リレーその他電気系統の
異常の有無 

(8) ダイクッション及びその附属機器の異常の
有無 

(9) スライドによる危険を防止するための機構
の異常の有無 

２ 会員は、前項ただし書きの動力プレスについて
は、その使用を再び開始する際に、同項各号に掲
げる事項について自主検査を行わなければなら
ない。 

３ 会員は、定期自主検査を行ったときは、検査年
月日、検査方法、検査箇所、検査の結果、検査を
実施した者の氏名、検査の結果に基づいて補修等
の措置を講じたときはその内容を記録し、３年間
保存しなければならない。 

 
（動力により駆動されるシャーの定期自主検査） 
第３０４条 会員は、動力により駆動されるシャー

については、１年以内ごとに１回、定期に、次の
事項について自主検査を行わなければならない。
ただし、１年を超える期間使用しないシャーの当
該使用しない期間においては、この限りではない。 
(1) クラッチ及びブレーキの異常の有無 
(2) スライド機構の異常の有無 
(3) 一行程一停止機構、急停止機構及び非常停止

装置の異常の有無 
(4) 電磁弁、減圧弁及び圧力計の異常の有無 
(5) 配線及び開閉器の異常の有無 

２ 会員は、前項ただし書きのシャーについては、
その使用を再び開始する際に、同項各号に掲げる
事項について自主検査を行わなければならない。 

３ 会員は、定期自主検査を行ったときは、検査年
月日、検査方法、検査箇所、検査の結果、検査を
実施した者の氏名、検査の結果に基づいて補修等
の措置を講じたときはその内容を記録し、３年間
保存しなければならない。 

 
（補修等） 
第３０５条 会員は、第３０３条又は前条の定期自

主検査を行った場合において、異常を認めたとき
は、補修その他必要な措置を講じなければならな
い。 

 
第１１款 接着・接合機械による危険の防止措置 
 
（設備の改造等の作業） 
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第３０６条 会員は、ホルムアルデヒド、エチルベ
ンゼン等の特定化学物質を取り扱う作業を行う
ときは、次の措置を講じなければならない。 
(1) 作業の方法及び順序を決定し、作業者に周知

すること。 
(2) 特定化学物質による作業者の健康障害の予

防について必要な知識を有する者のうちから
指揮者を選任し、その者に当該作業を指揮させ
ること。 

(3) 換気装置により、作業を行う設備の内部を十
分に換気すること。 

 
第１２款 乾燥設備による危険の防止措置 

 
（危険物乾燥設備を有する建築物） 
第３０７条 会員は、危険物乾燥設備（乾燥室に限

る。）を設ける部分の建築物については、平屋と
しなければならない。ただし、建築物が当該危険
物乾燥設備を設ける階の真上に階を有しないも
の又は耐火建築物若しくは準耐火建築物である
場合は、この限りではない。 

 
（乾燥設備の構造等） 
第３０８条 会員は、乾燥設備については、次に定

めるところによらなければならない。ただし、爆
発や火災が起こらないものを乾燥させる場合は、
この限りではない。 
(1) 乾燥設備の外面は、不燃性の材料で造ること。 
(2) 乾燥設備の内面、内部のたな、枠等は、不燃

性の材料で造ること。  
(3) 危険物乾燥設備は、側部と底部を堅固なもの

とすること。 
(4) 危険物乾燥設備は、周囲の状況に応じ、その

上部を軽量な材料で造り、又は有効な爆発戸、
爆発孔等を設けること。 

(5) 危険物乾燥設備は、乾燥に伴って生ずるガス、
蒸気又は粉塵で爆発又は火災の危険があるも
のを安全な場所に排出することができる構造
のものとすること。 

(6) 液体燃料又は可燃性ガスを熱源の燃料とし
て使用する乾燥設備は、点火の際の爆発又は火
災を防止するため、燃焼室その他点火する箇所
を換気することができる構造のものとするこ
と。 

(7) 乾燥設備の内部は、掃除しやすい構造のもの
であること。 

(8) 乾燥設備ののぞき窓、出入り口、排気孔等の
開口部は、発火の際延焼を防止する位置に設け、
かつ、必要があるときに、直ちに密閉できる構
造のものとすること。 

(9) 乾燥設備には、内部の温度を随時測定するこ
とができる装置及び内部の温度を調整するこ
とができる装置を設けること。 

(10) 危険物乾燥設備の熱源として直火を使用し
ないこと。 

(11) 危険物乾燥設備以外の乾燥設備の熱源とし
て直火を使用するときは、炎又ははね火により

乾燥物が燃焼することを防止するため、有効な
覆い又は隔壁を設けること。 

 
（乾燥設備の附属電気設備） 
第３０９条 会員は、乾燥設備に附属する電熱器、

電動機、電灯等に接続する配線及び開閉器につい
ては、当該乾燥設備に専用のものを使用しなけれ
ばならない。 

２ 会員は、乾燥設備の内部には、電気火花を発す
ることにより、危険物の点火源となるおそれのあ
る電気機械器具又は配線を設けてはならない。 

 
（定期自主検査） 
第３１０条 会員は、乾燥設備や附属設備について

は、１年以内ごとに一回、定期に次の事項につい
て自主検査をしなければならない。ただし、１年
以上使用しない乾燥設備や附属設備については
この限りではない。 
(1) 内面及び外面、内部のたな、枠の損傷、変形、

腐食等の有無 
(2) 乾燥に伴って生ずる危険があるものを排出

する設備の異常の有無 
(3) 液体燃料又は可燃ガスを熱源とする乾燥設

備は、燃焼室その他点火する箇所の換気のため
の設備の異常の有無 

(4) のぞき窓、出入り口、排気孔等開口部の異常
の有無 

(5) 内部の温度の測定装置や調整装置の異常の
有無 

(6) 内部に設ける電気機械器具や配線の異常の
有無 

２ 会員は、定期自主検査を行ったときは、検査年
月日、検査方法、検査箇所、検査の結果、検査を
実施した者の氏名、検査の結果に基づいて補修等
の措置を講じたときはその内容を記録し、３年間
保存しなければならない。 

 
（補修等） 
第３１１条 会員は、定期自主検査の結果、当該乾

燥設備や附属設備に異常があった場合、補修その
他必要な措置を講じた後でなければ使用しては
ならない。 

 
第２節 作業主任者 

 
第１款 木材加工用機械作業主任者 

 
（木材加工用機械作業主任者等の選任） 
第３１２条 会員は、木材加工用機械（丸のこ盤、

帯のこ盤、かんな盤、面取り盤及びルーター）を
5 台以上（自動送材車式帯のこ盤が含まれている
場合は３台以上）有する作業場において、木材加
工用機械による作業を行う場合には、木材加工用
機械作業主任者技能講習を修了した者のうちか
ら、木材加工用機械作業主任者を選任しなければ
ならない。 

２ 会員は、前項による作業主任者の選任を要しな
い事業場においては、安全確認者を選任し、その
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職務を行わせなければならない。この場合におい
て、安全確認者には、前項の木材加工用機械作業
主任者技能講習を修了した者から選任するよう
努めなければならない。 

３ 会員は、作業主任者を選任したときは、当該作
業主任者の氏名及びその者に行わせる事項を作
業場の見やすい箇所に掲示する等により関係作
業者に周知させなければならない。 

 
（木材加工用機械作業主任者の職務） 
第３１３条 会員は、木材加工用機械作業主任者に、

次の事項を行わせなければならない。 
(1) 木材加工用機械を取り扱う作業を直接指揮

すること。 
(2) 木材加工用機械及びその安全装置を点検す

ること。 
(3) 木材加工用機械及びその安全装置に異常を

認めたときは、直ちに必要な措置をとること。 
 

第２款 プレス機械作業主任者 
 
（プレス機械作業主任者の選任） 
第３１４条 会員は、動力により駆動されるプレス

機械を 5 台以上有する事業場において、プレス機
械による作業を行う場合には、プレス機械作業主
任者技能講習を修了した者のうちから、プレス機
械作業主任者を選任しなければならない。 

２ 会員は、作業主任者を選任したときは、当該作
業主任者の氏名及びその者に行わせる事項を作
業場の見やすい箇所に掲示する等により関係作
業者に周知させなければならない。 

 
（プレス機械作業主任者の職務） 
第３１５条 会員は、プレス機械作業主任者に、次
の事項を行わせなければならない。 
(1) プレス機械及びその安全装置を点検するこ

と。 
(2) プレス機械及びその安全装置に異常を認め

たときは、直ちに必要な措置をとること。 
(3) プレス機械及びその安全装置に切替えキー

スイッチを設けたときは、当該キーを保管する
こと。 

(4) 金型の取付け、取りはずし及び調整の作業を
直接指揮すること。 

 
第３款 乾燥設備作業主任者 

 
（乾燥設備作業主任者の選任等） 
第３１６条 会員は、次に掲げる設備による加熱乾

燥の作業を行う場合には、乾燥設備作業主任者技
能講習を修了した者のうちから、乾燥設備作業主
任者を選任しなければならない。 
(1) 乾燥設備のうち、危険物等に係る設備で、内

容積が１立方メートル以上のもの 
(2) 乾燥設備のうち、前号の危険物等以外の物に

係る設備で、熱源として燃料を使用するもの又
は熱源として電力を使用するもの 

２ 会員は、作業主任者を選任したときは、当該作
業主任者の氏名及びその者に行わせる事項を作
業場の見やすい箇所に掲示する等により関係作
業者に周知させなければならない。 

 
（乾燥設備作業主任者の職務） 
第３１７条 会員は、乾燥設備作業主任者に次の事
項を行わせなければならない。 
(1) 乾燥設備をはじめて使用するとき又は乾燥

方法や乾燥物の種類を変えたときは、作業者に
あらかじめ当該作業の方法を周知させるとと
もに、当該作業を直接指揮すること。 

(2) 乾燥設備や附属設備について不備な箇所を
認めたときは、直ちに必要な措置をとること。 

(3) 乾燥設備内部の温度、換気の状態、乾燥物の
状態等を随時点検し、異常を認めたときは、直
ちに必要な措置をとること。 

(4) 乾燥設備がある場所を常に整理整頓し、可燃
性の物を置かないこと。 

 
第４款 はい作業主任者 

 
（はい作業主任者の選任等） 
第３１８条 会員は、高さが２メートル以上のはい

のはい付け又ははい崩し作業を行う場合には、は
い作業主任者技能講習を修了した者のうちから、
はい作業主任者を選任し、その指揮の下に行わせ
なければならない。 

２ 会員は、作業主任者を選任したときは、当該作
業主任者の氏名及びその者に行わせる事項を作
業場の見やすい箇所に掲示する等により関係作
業者に周知させなければならない。 

 
（はい作業主任者の職務） 
第３１９条 会員は、はい作業主任者に、次の事項
を行わせなければならない。 
(1) 作業の方法及び順序を決定し、作業を直接指

揮すること。 
(2) 器具及び工具を点検し、不良品を取り除くこ

と。 
(3) 作業を行う箇所を通行する作業者を安全に

通行させるため、その者に必要な事項を指示す
ること。 

(4) はいくずしの作業を行うときときには、はい
の崩壊の危険がないことを確認した後に当該
作業の着手を指示すること。 

(5) はいの昇降するための設備及び保護帽の使
用状況を監視すること。 

 
第５款  有機溶剤作業主任者 

 
（作業主任者の選任等） 
第３２０条 会員は、接着のためにする有機溶剤等

の塗布の業務又は接着のために有機溶剤等を塗
布された物の接着の業務並びに有機溶剤含有物
を用いて行う塗装の業務（有機則第２条又は第３
条の適用除外規定の適用を受ける業務を除く）を
行う作業については、有機溶剤作業主任者技能講
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習を修了した者のうちから、有機溶剤作業主任者
を選任しなければならない。 

２ 会員は、作業主任者を選任したときは、当該作
業主任者の氏名及びその者に行わせる事項を作
業場の見やすい箇所に掲示する等により関係作
業者に周知させなければならない。 

 
（有機溶剤作業主任者の職務） 
第３２１条 会員は、有機溶剤作業主任者に次の事
項を行わせなければならない。 
(1) 作業者が有機溶剤により汚染され、又はこれ

を吸入しないように、作業の方法を決定し、作
業者を指揮すること。 

(2) 局所排気装置、プッシュプル型換気装置又は
全体換気装置を１月を超えない期間ごとに点
検すること。 

(3) 保護具の使用状況を監視すること。 
 

第６款 特定化学物質作業主任者 
 
（特定化学物質作業主任者の選任） 
第３２２条 会員は、特定化学物質を取り扱う作業

については、特定化学物質及び四アルキル鉛等作
業主任者技能講習を修了した者のうちから、特定
化学物質作業主任者を選任しなければならない。 

２ 会員は、作業主任者を選任したときは、当該作
業主任者の氏名及びその者に行わせる事項を作
業場の見やすい箇所に掲示する等により関係作
業者に周知させなければならない。 

 
（特定化学物質作業主任者の職務） 
第３２３条 会員は、特定化学物質作業主任者に次
の事項を行わせなければならない。 
(1) 作業者が特定化学物質により汚染され、又は

これらを吸入しないように、作業の方法を決定
し、作業者を指揮すること。 

(2) 局所排気装置、プッシュプル型換気装置、除
じん装置、排ガス処理装置、廃液処理装置その
他作業者が健康障害を受けることを予防する
ための装置を１月を超えない期間ごとに点検
すること。 

(3) 保護具の使用状況を監視すること。 
 

第２章 木材加工用機械作業 
 

第１節 切削加工機械作業 
 

第１款 切削加工機械作業による危険の防止 
 
（原動機、回転軸等による危険の防止） 
第３２４条 会員は、切削加工機械作業を行う場合

において、機械の原動機、回転軸、歯車、プーリ
ー、ベルト等で作業者に危険を及ぼすおそれのあ
る部分には、覆い、囲い、スリープ、踏切橋等の
当該危険を防止するための措置を設けなければ
ならない。 

２ 作業者は、踏切橋の設備があるときは、踏切橋
を使用しなければならない。 

 
（運転開始の合図） 
第３２５条 会員は、切削加工機械の作業を開始す

る場合において、作業者に危険を及ぼすおそれの
あるときは、一定の合図を定め、合図をする者を
指名して、関係する作業者に対して、合図を行わ
せなければならない。 

２ 作業者は、前項の合図に従わなければならない。 
 
（掃除等の場合の運転停止等） 
第３２６条 会員は、切削加工機械（刃部を除く。）

の掃除、給油、検査又は修理の作業を行う場合に
おいて、作業者に危険を及ぼすおそれのあるとき
は、切削加工機械の運転を停止しなければならな
い。 

ただし、切削加工機械の運転中に作業を行わ
なければならない場合において、危険な箇所に
覆いを設ける等の措置を講じたときは、この限
りではない。 

２ 会員は、前項の規定により、切削加工機械の運
転を停止したときは、同項の作業に従事する作業
者以外の者が当該機械を運転することを防止す
るため、当該機械の起動装置に錠を掛け、当該起
動装置に表示板を取り付ける等の措置を講じな
ければならない。 

 
（刃部のそうじ等の場合の運転停止等） 
第３２７条 会員は、切削加工機械の刃部のそうじ、

検査、修理、取替え又は調整の作業を行うときは、
当該機械の運転を停止しなければならない。ただ
し、当該機械の構造上、作業者に危険を及ぼすお
それのないときは、この限りではない。 

２ 会員は、前項の規定により切削加工機械の運転
を停止したときは、同項の作業に従事する作業者
以外の者が当該機械を運転することを防止する
ため、当該機械の起動装置に錠を掛け、当該機械
の起動装置に表示板を取り付ける等の措置を講
じなければならない。 

３ 会員は、運転中の切削加工機械の刃部において
切粉払いをし、又は切削剤を使用するときは、作
業者にブラシその他の適当な用具を使用させな
ければならない。 

４ 作業者は、前項の用具の使用を命じられたとき
は、これを使用しなければならない。 
 
（治具、工具等の使用） 
第３２８条 会員は、切削加工機械作業を行う場合

において、作業者の手が刃物に接触したり、巻き
込まれたりするおそれのあるときは、治具、工具
等の安全用具を使用させなければならない。 

２ 作業者は、治具又は工具の使用を命じられたと
きは、これらを使用しなければならない。 

 
（安全装置の機能保持） 
第３２９条 会員は、切削加工機械作業を行う場合

には、作業者に、安衛則で定められた安全装置の
ほか、機械及び装置が機能上備えている安全装置
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を取りはずしたり、その機能を失わせたりして作
業を行わせてはならない。 

 
第２款 丸のこ盤とその作業 

 
（回転部分の覆い） 
第３３０条 会員は、丸のこ盤の歯車、プーリー、

ベルト等の回転部分に接触することにより、巻き
込まれ等のおそれのある箇所には、接触を防止す
るための覆いを設けなければならない。 

 
（丸のこ盤の歯の接触予防装置） 
第３３１条 会員は、木材加工用丸のこ盤（製材用

丸のこ盤及び自動送り装置を有する丸のこ盤を
除く。）には、歯の接触予防装置を設けなければ
ならない。ただし、歯の接触予防装置の使用が困
難な作業については、作業の安全が確保できる治
具、送り装置等を使用しなければならない。 

 
（丸のこ盤の反ぱつ予防装置） 
第３３２条 会員は、木材加工用丸のこ盤（横切用

丸のこ盤その他反ぱつにより作業者に危険を及
ぼすおそれのないものを除く。）には割刃その他
の反ぱつ予防装置を設けなければならない。 

２ 会員は、縦挽き専用の丸のこ盤で、割刃を備え
ることが困難な丸のこ盤は、加工材や端材の反ぱ
つを防止するための加圧ローラー等による加圧
装置及び反ぱつ防止つめ等による反ぱつ防止装
置を備えたものを使用しなければならない。 

３ 会員は、割刃を有しない縦挽き用の丸のこ盤で
あって、送材装置を有するものは、反ぱつ防止つ
め、反ぱつ防止ロール等の反ぱつ予防装置を有す
るものでなければならない。 

 
（丸のこ盤の操作装置等） 
第３３３条 会員は、次に掲げる操作装置等を備え

た丸のこ盤を使用するように努めなければなら
ない。 
(1) 丸のこ盤の操作装置については、次の要件を

備えたもの。 
ア 操作スイッチは、作業位置を離れること

なく操作できる位置に備えていること。 
イ 操作スイッチは、接触、振動等により不

意に作動するおそれのないものであること。 
ウ 送材装置を有する丸のこ盤の送材装置の

操作スイッチは、丸のこの起動スイッチを
操作した後でなければ作動しないものであ
ること。 

エ フートスイッチは、固定できる構造であ
ること。 

(2) 丸のこ盤の送材装置については、次の要件を
備えたもの。 
ア 送材に用いるローラー、チェーン、履帯、

ベルト等は、加圧装置と組み合せることに
より、加工材の反ぱつを予防できる機能を
有するものであること。 

イ 送材装置は、加工材の材質、厚さ等に応
じて送材速度を調節できるものであること。 

ウ ローラー、チェーン、履帯、ベルトによ
らない送材装置については、加工材の保持
が確実で、送材装置の走行距離が調節でき
るものであること。 

エ 過大切削による送材装置の自動停止装置
を備えている丸のこ盤の丸のこ軸及び送材
装置は、送材装置の停止と同時に丸のこ軸
及び送材装置の電源が遮断されるものであ
ること。 

(3) 動力を遮断した場合に、丸のこ盤の惰力回転
を５秒以内に停止させることができるブレー
キを備えていること。ただし、ブレーキモータ
を備えている丸のこ盤、自動送り装置を有する
丸のこ盤で、その本体に丸のこを内蔵している
丸のこ盤及び接触による危険のおそれのない
丸のこ盤は、この限りではない。 

２ 会員は、丸のこ盤を使用して作業を行うときは、
次に定めるところにより行うよう努めなければ
ならない。 
(1) 送材装置を備えた丸のこ盤は、加工材の材質、

厚さ等に応じて、送材速度を変換して使用する
こと。 

(2) 加工中に送材装置が停止したときは、丸のこ
及び送材装置のスイッチを切り、丸のこが停止
してから処置すること。  

(3) ブレーキを備えている丸のこ盤については、
運転を停止したときブレーキを作動させ、丸の
こ軸の回転が停止したことを確認すること。 

(4) 機械の構造上ブレーキを備えていない丸の
こ盤については、機械の運転を停止した後、丸
のこ軸の回転が停止するまで作業位置を離れ
ないこと。なお、丸のこののこ身を棒等で押し
つけて停止させないこと。 

(5) 丸のこ盤の作業位置を離れるときは、操作ス
イッチを切り、丸のこの回転が停止したことを
確認した後、電源スイッチを切って離れること。 

(6) 丸のこ盤の点検、整備、修理等を行うときは、
操作スイッチ及び電源スイッチを切る等、丸の
こ盤が不意に起動しない措置を講じ、かつ、点
検、整備、修理等の作業中である旨の表示を行
ってから当該作業を行うこと。 

３ 会員は、丸のこ盤を用いて作業を行うときは、
その日の作業を開始する前に、次の事項について
点検を行うよう努めなければならない（以下「日
常点検」という。）。 
(1) 刃の接触予防装置の機能 
(2) ブレーキの機能 
(3) 割刃、反ぱつ予防つめ、跳ね返り防止つめの

機能 
(4) テーブルの昇降又は傾斜装置の機能 
(5) 原動機、回転軸、歯車、プーリー等の覆い等

の異常の有無 
４ 会員は、１年を超えない範囲で次の事項につい

て点検を行うよう努めなければならない（以下
「定期点検」という。）。 
(1) 刃の接触予防装置の機能及び損傷の有無 
(2) ブレーキの機能及び損傷の有無 
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(3) 割刃、反ぱつ予防つめ、跳ね返り防止つめの
機能及び損傷の有無 

(4) テーブルの昇降又は傾斜装置の機能及び損
傷の有無 

(5) 原動機、回転軸、歯車、プーリー等の覆い等
の異常の有無と損傷の有無 

(6) 側方防護盤、加圧装置、送材装置、走行装置
の作動や走行の円滑さ及び損傷の有無 

５ 会員は、日常点検又は定期点検の結果、異常を
認めたときは、調節、修理を行い、安全を確認し
た後でなければ使用してはならない。 

６ 会員は、定期点検の記録及び整備の内容を記録
し、３年間保存に努めなけらばならない。 

 
第３款 帯のこ盤とその作業 

 
（帯のこ盤の歯及びのこ車の覆い等） 
第３３４条 会員は、木材加工用帯のこ盤の歯の切

断に必要な部分以外の部分及びのこ車には、覆い
又は囲いを設けなければならない。 

 
（帯のこ盤の送りローラーの覆い等） 
第３３５条 会員は、木材加工用帯のこ盤のスパイ

ク付送りローラー又はのこ歯形送りローラーに
は、送り側を除いて、接触予防装置又は覆いを設
けなければならない。ただし、作業者がスパイク
つき送りローラー又はのこ歯形送りローラーを
停止することができる急停止装置が設けられて
いるものについては、この限りではない。 

 
（帯のこ盤の急停止装置等） 
第３３６条 会員は、次に掲げる急停止装置等を備

えた帯のこ盤を使用するように努めなければな
らない。 
(1) 送りローラーを有する帯のこ盤の、送りロー

ラーの急停止装置は、次に定めるところによる
こと。 
ア 急停止装置は、加工材の送給側及び取り

出し側の２か所以上に設けられていること。 
イ 急停止装置の操作装置は容易に操作でき

る位置に設けられ、容易に操作できるもの
であること。 

ウ 急停止装置が作動したとき、送りローラ
ーは概ね４分の１回転で停止し、かつ、帯
のこの反対側（安全側）に退避するもので
あること。 

(2) 帯のこ盤の操作装置については、次の要件を
備えたものを使用すること。 
ア 操作スイッチは、作業位置を離れること

なく操作できる位置に備えられていること。 
イ 操作スイッチは、接触、振動等により不

意に作動するおそれがないものであること。 
(3) 帯のこ盤のブレーキについては、次の要件を

備えていること。 
ア 操作方法が手動又は足踏みによるものに

ついては、操作時の姿勢を保つための握り
がフレーム等に設けられていること。 

イ 操作方法が手動又は足踏みによるハンド
ル及びペダルの操作方向は、安全側（非切
削側）であること。 

２ 会員は、帯のこ盤を用いて作業を行うときは、
その日の作業を開始する前に次の事項について
日常点検を行うよう努めなければならない。 
(1) 送りローラーの急停止装置の機能 
(2) ブレーキの機能 
(3) 帯のこ、ベルト等の回転部の覆い、のこ車及

びピットの覆い送りローラーの覆いの異常の
有無 

(4) 歯の接触予防装置、せり装置、帯のこ緊張装
置の異常の有無 

３ 会員は、１年を超えない範囲で次の事項につい
て点検を行うよう努めなければならない（以下
「定期点検」という。）。 
(1) 送りローラーの急停止装置の機能及び損傷

の有無 
(2) ブレーキの機能及び損傷の有無 
(3) 帯のこ、ベルト等の回転部の覆い、のこ車及

びピットの覆い、送りローラーの覆いの異常の
有無と損傷の有無 

(4) 歯の接触予防装置、せり装置、帯のこ緊張装
置の異常の有無と損傷の有無 

４ 会員は、日常点検又は定期点検の結果、異常を
認めたときは、調節、修理を行い、安全を確認し
た後でなければ使用してはならない。 

５ 会員は、定期点検の記録及び整備の内容を記録
し、３年間保存に努めなければならない。 

 
第４款 自動送材車とその作業 

 
（立入禁止） 
第３３７条 会員は、自動送材車式帯のこ盤の送材

車と歯との間に作業者が立ち入ることを禁止し、
その旨を見やすい箇所に表示しなければならな
い。 

２ 作業者は、前項の規定により立ち入ることを禁
止された箇所に立ち入ってはならない。 

 
（自動送材車の回転部分の覆い） 
第３３８条 会員は、自動送材車の歯車、プーリー、

チェーン、ベルト等の回転部分で接触することに
より、巻き込まれ等のおそれがある箇所には、接
触を防止するための覆いを設けなければならな
い。 

 
（自動送材車の使用） 
第３３９条 会員は、自動送材車式帯のこ盤の送材

車については、走行用操作レバーの自動ロック装
置を備えたものでなければ使用してはならない。 

 
（自動送材車等） 
第３４０条 会員は、自動送材車については、次の

要件を備えたものを使用するように努めなけれ
ばならない。 
(1) 自動送材車の作業床については、次の要件を

備えること。 
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ア 作業床は、転倒、転落等を防止するため
の滑り止めが施されていること。 

イ 作業床には、転倒、転落等を防止するた
めの防止柵、握り棒等が施されていること。 

(2) 軌道内に転落した木片等の障害物を排除す
るための排除装置を前端部及び後端部に備え
られた送材車を使用すること。 

２ 会員は、自動送材車による作業は、次に定める
ところにより行うよう努めなければならない。 
(1) 加工材を搭載するときは、加工材の転落を防

止するため、ヘッドストックは十分後退させて
作業を行うこと。 

(2) 割れ、反り、ねじれ、腐れ、あて等を有する
加工材で、これを加工することにより、手が帯
のこに接触したり、帯のこの切断等を招くおそ
れのあるものについては、当該機械による加工
をさけること。 

(3) 自動送材車の作業位置を離れるときは、操作
スイッチを切り、帯のこの回転が停止したこと
を確認した後、電源スイッチを切って離れるこ
と。 

３ 会員は、自動送材車を用いて作業を行うときは、
その日の作業を開始する前に、次の事項について
日常点検を行うよう努めなければならない。 
(1) 歩出し装置、木掴み装置、木回し装置、オフ

セット装置の機能 
(2) 走行装置の機能 
(3) ベルトチェーン等の回転部分の覆いの異常

の有無 
(4) 移動電線装架装置の異常の有無 

４ 会員は、１年を超えない範囲で次の事項につい
て点検を行 

うよう努めなければならない（以下「定期点検」
という。）。 
(1) 歩出し装置、木掴み装置、木回し装置、オフ

セット装置の機能及び損傷の有無 
(2) 走行装置の機能及び損傷の有無 
(3) ベルトチェーン等の回転部分の覆いの異常

の有無と損傷の有無 
(4) 移動電線装架装置の異常の有無と損傷の有

無 
(5) 油圧ポンプ及び油圧モーターの油漏れや異

常音、エアーコンプレッサの空気漏れや異常音
等の有無 

５ 会員は、日常点検又は定期点検の結果、異常を
認めたときは、調節、修理を行い、安全を確認し
た後でなければ使用してはならない。 

６ 会員は、定期点検の記録及び整備の内容を記録
し、３年間保存に努めなければならない。 

 
（掃除等の場合の運転停止等） 
第３４１条 会員は、自動送材車式帯のこ盤の掃除、

注油、検査、修理の作業又は調整を行う場合にお
いて、作業者に危険を及ぼすおそれのあるときは、
機械の運転を停止しなければならない。 

２ 会員は、帯のこ盤及び自動送材車の点検、整備、
修理等を行うときは、操作スイッチ及び電源スイ
ッチを切るなど、帯のこ盤及び自動送材車が不意

に起動しない措置を講じ、点検、整備、修理等の
作業中である旨の表示を行ってから当該作業を
行わなければならない。 

 
第５款 手押しかんな盤とその作業 

 
（手押しかんな盤の刃の接触予防装置) 
第３４２条 会員は、手押しかんな盤等について、

刃の接触予防装置、かんな胴固定装置、ブレーキ
等の安全装置を備えたものでなければ使用して
はならない。 

２ 手動で送材する場合は、可動式の刃の接触予防
装置を使用しなければならない。ただし、形状が
均一で切削幅が一定している多数の加工材を加
工する場合で、加工中に手がかんな刃に触れるお
それがないときは、固定式の刃の接触予防装置を
使用してもよい。 

 
（手押しかんな盤の覆い） 
第３４３条 会員は、手押しかんな盤の横かんな胴

及び立かんな胴、歯車、プーリー、ベルト等の回
転部で、回転中に接触するおそれがある箇所には、
覆い等を設けなければならない。 

２ 作業者は、歯車、プーリー、ベルト等の回転部
の覆いは確実に閉じた状態で使用しなければな
らない。 

 
（手押しかんな盤の装置等） 
第３４４条 会員は、次に掲げる装置等を備えた手

押しかんな盤を使用するように努めなければな
らない。 
(1) 集じん装置のダクトを接続することのでき

る集じん口を有するか、シュート、ガイド等に
より切削屑を安全に機体外部に排出すること
のできる装置を備えたものであること。 

(2) 手押しかんな盤の操作装置については、次の
要件を備えたものを使用すること。 
ア 操作スイッチは、作業者が作業位置を離

れることなく操作できる位置に備えられて
いること。 

イ 操作スイッチは、接触、振動等により不
意に作動するおそれがないものであること。 

ウ 直角削り手押しかんな盤の横かんな胴及
び立かんな胴は、それぞれのかんな胴につ
いてモーターを有し、かつ、それぞれのか
んな胴について起動及び停止の操作ができ
るものであること。 

(3) 動力を遮断したときに回転するかんな胴を
停止させることのできるブレーキを備えてい
るもの。ただし、ブレーキモーターを使用する
ものについてはこの限りではない。 

２ 会員は、手押しかんな盤を使用して作業を行う
ときは、次に定めるところにより行うよう努めな
ければならない。 
(1) 前項１号の集じんダクトを接続するための

集じん口を備えているものは、必ず集じん口に
ダクトを接続して使用すること。また、シュー
ト、ガイド等により切削屑を排出するものを使
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用するときは、機械の運転を停止し、ブレーキ
を作動させ、かんな胴が停止したことを確認し
た後で切削屑を排出すること。 

(2) 運転を停止したときは必ずブレーキを作動
させ、かんな胴の回転が停止したことを確認す
ること。なお、長時間作業位置を離れるときは、
操作スイッチ及び電源スイッチを切ること。 

(3) 手押しかんな盤等の点検、整備、修理等を行
うときは、操作スイッチ及び電源スイッチを切
る等、手押しかんな盤等が不意に起動しない措
置を講じ、かつ、点検、整備、修理等の作業中
である旨の表示を行ってから当該作業を行う
こと。 

３ 会員は、手押しかんな盤を用いて作業を行うと
きは、その日の作業を開始する前に、次の事項に
ついて点検を行うよう努めなければならない。 
(1) 刃の接触予防装置の機能 
(2) ブレーキの機能 
(3) かんな胴固定装置、テーブル昇降装置、立か

んな胴昇降装置の機能 
(4) 刃物、ベルト等の回転部分の覆いの異常の有

無 
４ 会員は、１年を超えない範囲で次の事項につい

て点検を行うよう努めなければならない。（以下
「定期点検」という。）。 
(1) 刃の接触予防装置の機能及び損傷の有無 
(2) ブレーキの機能及び損傷の有無 
(3) かんな胴固定装置、テーブル昇降装置、立か

んな胴昇降装置の機能及び損傷の有無 
(4) 刃物、ベルト等の回転部分の覆いの異常の有

無と損傷の有無 
(5) 切削屑排出装置の損傷の有無 

５ 会員は、日常点検又は定期点検の結果、異常を
認めたときは、調節、修理を行い、安全を確認し
た後でなければ、使用してはならない。 

６ 会員は、定期点検の記録及び整備の内容を記録
し、３年間保存に努めなければならない。 

 
第６款 面取り盤とその作業 

 
（面取り盤の刃の接触予防装置） 
第３４５条 会員は、面取り盤（自動送り装置を有

するものを除く。）に、刃の接触予防装置を設け
なければならない。ただし、接触予防装置を設け
ることが作業の性質上困難な場合において、作業
者に治具又は工具を使用させたときは、この限り
ではない。 

２ 作業者は、治具又は工具の使用を命じられたと
きは、これを使用しなければならない。 

 
（面取り盤の覆い） 
第３４６条 会員は、面取り盤の歯車、プーリー、

ベルト等の回転部で、回転中に接触するおそれが
ある箇所には、覆い等を設けなければならない。 

２ 会員は、歯車、プーリー、ベルト等の回転部の
覆いは、確実に閉じた状態で使用しなければなら
ない。 

 

（面取り盤の装置等） 
第３４７条 会員は、次に掲げる装置等を備えた面

取り盤を使用するように努めなければならない。 
(1) 切削屑排出装置のフードは、テーブルに堅固

に固定することができ、有効な集じん装置に接
続できる構造とすること。 

(2) 面取り盤の操作装置については、次の要件を
備えたものを使用すること。 
ア 操作スイッチは、作業者が作業位置を離

れることなく操作できる位置に備えられて
いること。 

イ 操作スイッチは、接触、振動等により不
意に作動するおそれがないものであること。 

ウ 複数の主軸を有する複軸面取り盤におい
ては、それぞれの主軸について起動及び停
止の操作ができるスイッチを備えること。 

(3) 動力をしゃ断した場合に回転する主軸を停
止させることのできるブレーキを備えている
ものを使用すること。ただし、ブレーキモータ
ーを使用するものについてはこの限りではな
い。 

２ 会員は、面取り盤を使用して作業を行うときは、
次に定めるところにより行うよう努めなければ
ならない。 
(1) 面取り盤の切削排出装置には、必ず集じん装

置のダクトを接続して使用すること。 
(2) 運転を停止したときは必ずブレーキを作動

させ、主軸の回転が停止したことを確認するこ
と。なお、長時間作業位置を離れるときは、操
作スイッチ及び電源スイッチを切ること。 

(3) 面取り盤により曲線加工を行うときは、加工
材の反ぱつを防止するため、できるだけ複軸面
取り盤を使用すること。 

(4) 面取り盤の点検、整備、修理等を行うときは、
操作スイッチ及び電源スイッチを切る等、面取
り盤等が不意に起動しない措置を講じ、かつ、
点検、整備、修理等の作業中である旨の表示を
行ってから当該作業を行うこと。 

３ 会員は、面取り盤を用いて作業を行うときは、
その日の作業を開始する前に、次の事項について
日常点検を行うよう努めなければならない。 
(1) ブレーキの機能 
(2) 刃の接触予防装置の機能 
(3) テーブル昇降装置、主軸昇降装置の機能 
(4) 刃物、ベルト等の回転部の覆いの異常の有無 

４ 会員は、１年を超えない範囲で次の事項につい
て点検を行うよう努めなければならない（以下
「定期点検」という。）。 
(1) ブレーキの機能及び損傷の有無  
(2) 刃の接触予防装置の機能及び損傷の有無 
(3) テーブル昇降装置、主軸昇降装置の機能及び

損傷の有無 
(4) 刃物、ベルト等の回転部の覆いの異常の有無

と損傷の有無 
５ 会員は日常点検又は定期点検の結果、異常を認

めたときは、調節、修理を行い、安全を確認した
後でなければ使用してはならない。 
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６ 会員は、定期点検の記録及び整備の内容を記録
し、３年間保存に努めなければならない。 

 
第７款 ルーターとその作業 

 
（ルーターの使用） 
第３４８条 会員は、ルーターについては、刃の接

触予防装置、主軸固定装置及びブレーキ等の安全
装置を備えたものでなければ使用してはならな
い。 

 
（ルーターの回転部の覆い） 
第３４９条 会員は、ルーターの歯車、プーリー、

ベルト等の回転部で、回転中に接触するおそれが
ある箇所には、覆い等を設けなければならない。 

２ 作業者は、歯車、プーリー、ベルト等の回転部
の覆いは、確実に閉じた状態で使用しなければな
らない。 

 
（ルーターの装置等） 
第３５０条 会員は、次に掲げる装置等を備えたル

ーターを使用するように努めなければならない。 
(1) ルーターの操作装置については、次の要件を

備えたものを使用すること。 
ア 操作スイッチは、作業者が作業位置を離

れることなく操作できる位置に備えられて
いること。 

イ 操作スイッチは、接触、振動等により不
意に作動するおそれのないものであること。 

(2) 動力をしゃ断したときに回転する主軸を停
止させることのできるブレーキを備えている
ものを使用すること。 

(3) ルーターの刃の接触予防装置については、次
の要件を備えたものを使用すること。 
ア 刃による加工材の切削に必要とされる部

分以外の主軸の周囲のうち、作業者側の２
分の１以上の周面を覆うことのできるもの
であること。 

イ 加工材の厚さに応じて上下の調節が容易
にできるものであること。 

ウ 不意に下降しないよう措置されているこ
と。 

２ 会員は、ルーターを使用して作業を行うときは、
次に定めるところにより行うよう努めなければ
ならない。 
(1) ルーターの運転中に刃物の近くの切削屑を

除去するときは、エアーガン等を用いて処理す
ること。 

(2) 運転を停止したときは必ずブレーキを作動
させ、主軸の回転が停止したことを確認するこ
と。なお、長時間作業位置を離れるときは、操
作スイッチ及び電源スイッチを切ること。 

(3) 集じん装置を使用できないときは、保護眼鏡
を用いて作業を行うこと。 

(4) 割れ、反り、ねじれ、腐れ等を有し、これを
加工することにより手が刃物に接触したり、加
工材の反ぱつを招くおそれのあるものについ
ては、ルーターによる加工を避けること。 

(5) ルーターの点検、整備、修理等を行うときは、
操作スイッチ及び電源スイッチを切る等、ルー
ター等が不意に起動しない措置を講じ、かつ、
点検、整備、修理等の作業中である旨の表示を
行ってから当該作業を行うこと。 

３ 会員は、ルーターを用いて作業を行うときは、
その日の作業を開始する前に、次の事項について
日常点検を行うよう努めなければならない。 
(1) ブレーキの機能 
(2) 刃の接触予防装置の機能 
(3) テーブル昇降装置、主軸昇降装置の機能 
(4) 刃物、ベルト等の回転部の覆いの異常の有無 

４ 会員は、１年を超えない範囲で次の事項につい
て点検を行うよう努めなければならない（以下
「定期点検」という。）。 
(1) ブレーキの機能及び損傷の有無 
(2) 刃の接触予防装置の機能及び損傷の有無 
(3) テーブル昇降装置、主軸昇降装置の機能及び

損傷の有無 
(4) 刃物、ベルト等の回転部の覆いの異常の有無

と損傷の有無 
５ 会員は、日常点検又は定期点検の結果、異常を

認めたときは、調節、修理を行い、安全を確認し
た後でなければ使用してはならない。 

６ 会員は、定期点検の記録及び整備の内容を記録
し、３年間保存に努めなければならない。 

 
第８款 リッパ及びギャングリッパとその作業 

 
（リッパ及びギャングリッパの使用） 
第３５１条 会員は、リッパ及びギャングリッパに

ついては、反ぱつ予防装置、側方防護板等の安全
装置を備えたものでなければ使用してはならな
い。 

 
（リッパの安全装置等） 
第３５２条 会員は、次に掲げる安全装置等を備え

たリッパを使用するように努めなければならな
い。 
(1) 加圧装置として押さえロール、加圧ばね、昇

降装置等で構成される押さえロール装置を備
えたもの。 

(2) リッパの送材装置としてキャタピラ装置又
は送りロール装置を備えたもの。 

(3) リッパの工作物送入側には、跳ね返り防止づ
めを備えたもの。 

(4) リッパには、のこ屑、切り屑等の落下によっ
て、送材装置、加圧装置、反ぱつ防止づめ及び
跳ね返り防止づめの機能が損なわれないよう
に、集じんカバーを備えたもの。 

(5) リッパの安全性を確保するため、のこ軸及び
送材装置のブレーキ装置や停電時の自動開閉
路式動力用スイッチを取り付けたもの。 

 
（ギャングリッパの安全装置等） 
第３５３条 会員は、次に掲げる安全装置等を備え

たギャングリッパを使用するように努めなけれ
ばならない。 
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(1) 加圧装置として押さえロール、加圧ばね、昇
降装置等で構成される押さえロール装置を備
えたもの。 

(2) ギャングリッパには、ひき材中に工作物が浮
き上がるのを防止する板押さえ装置を備えた
もの。 

(3) ギャングリッパには、送材装置としてキャタ
ピラ装置又は送りロール装置を備えたもの。 

(4) ギャングリッパの工作物送入側には、反ぱつ
防止づめ及び跳ね返り防止づめを備えたもの。 

(5) ギャングリッパには、側方に飛び出す端材を
捕らえる側方防護板を備えたもの。 

(6) のこ屑、切り屑等の落下によって、送材装置、
加圧装置、反ぱつ防止づめ及び跳ね返り防止づ
めの機能が損なわれないように、集じんカバー
を備えたもの。 

(7) 安全性を確保するため、のこ軸及び送材装置
のブレーキ装置及び停電時の自動開閉路式動
力用スイッチを取り付けたもの。 

 
第２節 その他木材加工機械作業 

 
第１款 木材剥皮機械とその作業 

 
（木材剥皮機械作業時の立入禁止） 
第３５４条 会員は、木材剥皮機械稼動中に、当該

機械及び関連するコンベヤー等の危険場所に作
業者を立ち入らせてはならない。 

２ 会員は、開口部から木材剥皮機械可動部分に転
落又は接触することにより、作業者に危険が生ず
るおそれのあるときは、囲い、柵等を設けなけれ
ばならない。 

 
（原動機、回転軸等による危険の防止） 
第３５５条 会員は、木材剥皮機械に附属するコン

ベヤー等の駆動原動機、回転軸等に作業者が接触
しないように、覆い、囲い等を設けなければなら
ない。 

 
（逸走等の防止） 
第３５６条 会員は、木材剥皮機械に附属するコン

ベヤーについて、停電、電圧降下等による荷又は
搬器の逸走及び逆送を防止するための装置（逸走
等防止装置）を備えたものでなければ使用しては
ならない。ただし、専ら水平の状態で使用すると
きその他作業者に危険を及ぼすおそれのないと
きは、この限りではない。 

 
（非常停止装置の設置） 
第３５７条 会員は、木材剥皮機械作業者が、身体

の一部を巻き込まれる危険等のおそれがあると
きは、非常の場合に直ちに木材剥皮機械並びにコ
ンベヤーの運転を停止することができる「非常停
止装置」を備えなければならない。 

 
（荷の落下防止） 
第３５８条 会員は、木材剥皮機械に附属するコン

ベヤーから荷が落下することにより作業者に危

険を及ぼすおそれがあるときは、当該コンベヤー
に覆い又は囲いを設ける等荷の落下を防止する
ための措置を講じなければならない。 

 
（運転開始の合図） 
第３５９条 会員は、木材剥皮機械の運転を開始す

る場合において、作業者に危険を及ぼすおそれの
あるときは、一定の合図を定め、合図をする者を
指名して、関係作業者に対し合図を行わせなけれ
ばならない。 

２ 作業者は、前項の合図に従わなければならない。 
 
（そうじ等の場合の運転停止等） 
第３６０条 会員は、木材剥皮機械設備（附属する

コンベヤーを含む）のそうじ、注油、検査、修理
の作業又は調整を行う場合において、作業者に危
険を及ぼすおそれのあるときは、機械の運転を停
止しなければならない。 

２ 会員は、前項の規定により、機械の運転を停止
したときは、当該機械の起動装置に錠を掛け、当
該起動装置に表示板を取り付ける等、同項の作業
に従事する作業者以外の者が当該機械を運転す
ることを防止するための措置を講じなければな
らない。 

（点検等） 
第３６１条 会員は、木材剥皮機械に附属するコン

ベヤーを用いて作業を行うときは、その日の作業
を開始する前に、次の事項について点検を行わな
ければならない。 
(1) 原動機及びプーリーの機能 
(2) 逸走等防止装置の機能 
(3) 非常停止装置の機能 
(4) 原動機、回転軸、歯車、プーリー等の覆い、

囲い等の異常の有無 
２ 会員は、前項の点検を行った場合において、異

常を認めたときは、直ちに補修その他必要な措置
を講じなければならない。 

 
第２款 木材チップ製造機械とその作業 

 
（木材チップ製造機械作業時の立入禁止） 
第３６２条 会員は、木材チップ製造機械稼動中に、

当該機械及び関連するコンベヤー等の危険場所
に作業者を立ち入らせてはならない。 

２ 会員は、開口部から木材チップ製造機械可動部
分に転落又は接触することにより、作業者に危険
が生ずるおそれのあるときは、囲い又は柵等を設
けなければならない。 

 
（原動機、回転軸等による危険の防止） 
第３６３条 会員は、木材チップ製造機械に附属す

るコンベヤー等の駆動原動機、回転軸等に作業者
が接触しないように、覆いや囲いを設けなければ
ならない。 

 
（刃部のそうじ等の場合の運転停止等） 
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第３６４条 会員は、機械の刃部のそうじ、検査、
修理、取替え又は調整の作業を行うときは、機械
の運転を停止しなければならない。 

２ 会員は、前項の規定により機械の運転を停止し
たときは、当該機械の起動装置に錠を掛け、当該
機械の起動装置に表示板を取り付ける等同項の
作業に従事する作業者以外の者が当該機械を起
動することを防止するための措置を講じなけれ
ばならない。 

３ 会員は、運転中の機械の刃部において切粉払い
をし、又は切削剤を使用するときは、作業者にブ
ラシその他適当な用具を使用させなければなら
ない。 

４ 会員は、作業者は前項の用具の使用を命じられ
たときは、これを使用しなければならない。 

５ 会員は、装置の運転を停止して行う刃部取替え
等の作業に際して、他の作業者がスイッチを入れ
ることを防止する措置を行わなければならない。 

６ 会員は、当該作業に係る作業手順書を定め、安
全衛生教育を実施し、関係作業者に周知・徹底に
努めなければならない。 

 
（逸走等の防止） 
第３６５条 会員は、木材チップ製造機械に附属す

るコンベヤーについて、停電、電圧降下等による
荷又は搬器の逸走及び逆送を防止するための装
置（逸走等防止装置）を備えたものでなければ使
用してはならない。ただし、専ら水平の状態で使
用するときその他作業者に危険を及ぼすおそれ
のないときは、この限りではない。 

 
（非常停止装置の設置） 
第３６６条 会員は、木材チップ製造機械作業者が、

身体の一部を巻き込まれる危険等のおそれがあ
るときは、非常の場合に直ちに木材チップ製造機
械並びにコンベヤーの運転を停止することがで
きる「非常停止装置」を備えなければならない。 

 
（荷の落下防止） 
第３６７条 会員は、木材チップ製造機械に附属す

るコンベヤーから荷が落下することにより作業
者に危険を及ぼすおそれがあるときは、当該コン
ベヤーに覆い又は囲いを設ける等荷の落下を防
止するための措置を講じなければならない。 

 
（運転開始の合図） 
第３６８条 会員は、木材チップ製造機械の運転を

開始する場合において、作業者に危険を及ぼすお
それのあるときは、一定の合図を定め、合図をす
る者を指名して、関係作業者に対し合図を行わせ
なければならない。 

２ 作業者は、前項の合図に従わなければならない。 
 
（掃除等の場合の運転停止等） 
第３６９条 会員は、木材チップ製造機械（附属す

るコンベヤーを含む。）の掃除、注油、検査、修
理の作業又は調整を行う場合において、作業者に

危険を及ぼすおそれのあるときは、機械の運転を
停止しなければならない。 

２ 会員は、前項の規定により、機械の運転を停止
したときは、当該機械の起動装置に錠を掛け、当
該起動装置に表示板を取り付ける等、同項の作業
に従事する作業者以外の者が当該機械を運転す
ることを防止するための措置を講じなければな
らない。 

 
（点検等） 
第３７０条 会員は、木材チップ製造機械に附属す

るコンベヤーを用いて作業を行うときは、その日
の作業を開始する前に、次の事項について点検を
行わなければならない。 
(1) 原動機及びプーリーの機能 
(2) 逸走等防止装置の機能 
(3) 非常停止装置の機能 
(4) 原動機、回転軸、歯車、プーリー等の覆い、

囲い等の異常の有無 
２ 会員は、前条の点検を行った場合において、異

常を認めたときは、直ちに補修その他必要な措置
を講じなければならない。 

 
第３章 木製品製造作業 

 
第１節 集成材製造作業 

 
第１款 ひき板（ラミナ）の乾燥設備とその作業 

 
（乾燥設備の構造等） 
第３７１条 会員は、ひき板（ラミナ）の乾燥設備

（以下、本款において「乾燥設備」という。）を
設ける建築物、乾燥設備の構造、附属する電気設
備等については、労働安全衛生規則に定める構造
を守らなければならない。 

 
（乾燥設備の使用） 
第３７２条 会員は、乾燥設備を使用して作業を行

うときは、爆発又は火災を防止するため、次の各
号に掲げる事項を行わなければならない。 
(1) 液体燃料又は可燃性ガスを熱源の燃料とし

て使用する乾燥設備を使用するときは、あらか
じめ、燃焼室その他点火する箇所を換気した後
に点火すること。 

(2) 乾燥設備を使用するときは、あらかじめ、内
部を掃除し、換気すること。また、乾燥に伴っ
て生ずるガス、蒸気又は粉塵で爆発又は火災の
危険があるものを安全な場所に排出すること。 

(3) 乾燥設備を使用して加熱する乾燥物は、容易
に脱落しないように保持すること。 

 
（乾燥設備作業主任者の選任） 
第３７３条 会員は、次に掲げる設備による加熱乾

燥の作業を行う場合には、乾燥設備作業主任者技
能講習を修了した者のうちから、乾燥設備作業主
任者を選任しなければならない。 
(1) 乾燥設備のうち、危険物等に係る設備で、内

容積が１立方メートル以上のもの 
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(2) 乾燥設備のうち、(1)の危険物等以外の物に
係る設備で、熱源として燃料を使用するもの又
は熱源として電力を使用するもの 

２ 会員は、作業主任者を選任したときは、当該作
業主任者の氏名及びその者に行わせる事項を作
業場の見やすい箇所に掲示する等により関係作
業者に周知させなければならない。 

 
（乾燥設備作業主任者の職務） 
第３７４条 会員は、前条に基づき乾燥設備作業主

任者を選任したときは、当該乾燥設備作業主任者
に次の事項を行わせなければならない。 
(1) 乾燥設備をはじめて使用又は乾燥方法や乾

燥物の種類を変えたときは、作業者にあらかじ
め当該作業の方法を周知させるとともに、当該
作業を直接指揮すること。 

(2) 乾燥設備や附属設備について不備な箇所を
認めたときは、直ちに必要な措置をとること。 

(3) 乾燥設備内部の温度、換気の状態、乾燥物の
状態等を随時点検し、異常を認めたときは、直
ちに必要な措置をとること。 

(4) 乾燥設備がある場所を常に整理整頓し、可燃
性の物を置かないこと。 

 
（操作者の選任） 
第３７５条 会員は、乾燥設備や附属設備を用いて

作業を行う場合は、乾燥設備や附属設備の種類及
び能力に応じて操作者を選任し、その者に操作さ
せなければならない。 

 
（定期自主検査） 
第３７６条 会員は、乾燥設備や附属設備について

は、１年以内ごとに１回、定期に次の事項につい
て自主検査をしなければならない。ただし、１年
以上使用しない当該乾燥設備や附属設備につい
てはこの限りではない。 
(1) 内面及び外面、内部のたな、枠の損傷、変形、

腐食等の有無 
(2) 乾燥に伴って生ずる危険があるものを排出

する設備の異常の有無 
(3) 液体燃料又は可燃ガスを熱源とする乾燥設

備は、燃焼室その他点火する箇所の換気のため
の設備の異常の有無 

(4) のぞき窓、出入口、排気孔等開口部の異常の
有無 

(5) 内部の温度の測定装置や調整装置の異常の
有無 

(6) 内部に設ける電気機械器具や配線の異常の
有無 

２ 会員は、定期自主検査を行ったときは、検査年
月日、検査方法、検査カ所、検査の結果、検査を
実施した者の氏名、検査の結果に基づいて補修等
の措置を講じたときはその内容を記録し、３年間
保存しなければならない。 

 
（補修等） 
第３７７条 会員は、前条に基づく定期自主検査の

結果、当該乾燥設備や附属設備に異常があった場

合、補修その他必要な措置を講じた後でなければ
使用してはならない。 

 
第２款 ひき板（ラミナ）接着・接合機械とその作

業 
 
（ひき板（ラミナ）接着・接合機械操作者の選任） 
第３７８条 会員は、ひき板（ラミナ）接着・接合

機械（その他附属装置等を含む。以下同じ。）を
用いて作業を行う場合は、接着・接合機械の種類
及び能力に応じて操作者を選任し、その者に操作
させなければならない。 

２ 会員は、屋内作業場等において、接着のため有
機溶剤又は特定化学物質の業務を行うときは、有
機溶剤作業主任者又は特定化学物質作業主任者
を選任し、次の事項を行わせなければならない。 
(1) 作業の方法を決定し、作業者を指揮すること。 
(2) 局所排気装置、プッシュプル型換気装置又は

全体換気装置、その他作業者が健康障害を受け
ることを予防するための装置を１月を超えな
い期間ごとに点検すること。 

(3) 保護具の使用状況を監視すること。 
(4) タンク内作業における措置が講じられてい

ることを確認すること。 
 
（集成材製造に用いる薬剤注入機械の操作者の選
任） 
第３７９条 会員は、集成材製造に用いる薬剤注入

機械（その他附属装置等を含む。以下同じ。）を
用いて作業を行う場合は、薬剤注入機械の種類及
び能力に応じて操作者を選任し、その者に操作さ
せなければならない。 

２ 会員は、屋内作業場等において、薬剤注入のた
め有機溶剤又は特定化学物質の業務を行うとき
は、有機溶剤作業主任者又は特定化学物質作業主
任者を選任し、次の事項を行わせなければならな
い。 
(1) 作業の方法を決定し、作業者を指揮すること。 
(2) 局所排気装置、プッシュプル型換気装置又は

全体換気装置、その他作業者が健康障害を受け
ることを予防するための装置を１月を超えない
期間ごとに点検すること。 

(3) 保護具の使用状況を監視すること。 
(4) タンク内作業における措置が講じられてい

ることを確認すること。 
 
（作業管理） 
第３８０条 会員は、集成材製造作業に使用する有

機溶剤等又は特定化学物質については、危険有害
性の少ないものを選択し、作業条件に応じて適切
な呼吸用保護具、保護手袋等を作業者に使用させ
なければならない。 

 
（有機溶剤の危険有害性等の確認） 
第３８１条 会員は、安全データシート（ＳＤＳ）

等により、集成材製造作業場所で使用する有機溶
剤等又は特定化学物質の危険有害性等を確認し
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てから、作業者にその旨を周知しなければならな
い。 

 
（容器の管理） 
第３８２条 会員は、有機溶剤等又は特定化学物質

が集成材製造作業場所に発散することを防止す
るため、その容器及び空容器を適切に管理しなけ
ればならない。 

 
（特殊健康診断） 
第３８３条 会員は、有機溶剤業務又は特定化学物

質業務に常時従事する集成材製造作業者に対し、
災防規程第８条に定める有機溶剤又は特定化学
物質に関する特殊健康診断を行わなければなら
ない。 

２ 会員は、前項の健康診断を受けた作業者に対し、
遅滞なく、当該健康診断の結果を通知しなければ
ならない。 

 
第３款 積層プレスとその作業 

 
（積層プレスによる危険の防止） 
第３８４条 会員は、積層プレス（本条文において、

プレス機械に該当しないものに限る。）に作業者
の身体の一部を挟まれるおそれのあるときは、戸、
両手操作式による起動装置その他の安全装置を
設けなければならない。 

２ 前項の戸は、閉じなければ機械が作動しない構
造のものでなければならない。 
 
（積層プレス操作者の選任） 
第３８５条 会員は、積層プレスを用いて作業を行

う場合は、積層プレスの種類及び能力に応じて操
作者を選任し、その者に操作させなければならな
い。 

 
第２節 プレカット材製造作業 

 
第１款 プレカット材加工機械とその作業 

 
（特別教育の実施） 
第３８６条 会員は、関係法令に基づき、産業用ロ

ボット（木材加工用機械に限り「木材加工用ロボ
ット」という。以下同じ。）の業務を行う場合に
は、安全衛生特別教育規程（昭和４７年労働省告
示第９２号）第１８条及び第１９条に定める特別
教育を修了した者でなければその業務に就かせ
てはならない。 

 
（木材加工用ロボットの危険の防止） 
第３８７条 会員は、木材加工用ロボットの可動範

囲内において、当該木材加工用ロボットについて
教示、清掃等の作業を行うときは、当該木材加工
用ロボットの不意の作動による危険又は当該木
材加工用ロボットの誤操作による危険を防止す
るため、次の措置を講じなければならない。 
(1) 次の事項について規定を定め、これにより作

業を行わせること。 

ア 木材加工用ロボット操作の方法及び作業
手順の作成 

イ 作業中の木材加工用ロボットアームの速
度を、危険のない速度とする 

ウ 複数の作業者で作業を行う場合の合図の
方法 

エ 木材加工用ロボットの暴走等があった場
合の対処の方法 

オ 異常時に木材加工用ロボットの運転を停
止した後、再起動の方法 

カ 木材加工用ロボットの不意の作動による
危険又は木材加工用ロボットの誤操作によ
る危険を防止するための措置 

(2) 作業者又は当該作業者を監視する者が異常
時に直ちに木材加工用ロボットを停止するこ
とができるための措置を講ずること。 

(3) 作業を行っている間、木材加工用ロボットの
起動スイッチ等に作業中である旨を表示し、作
業者以外の者が当該起動スイッチ等を操作す
ることを防止するための措置を講じること。 

 
（運転中の危険の防止） 
第３８８条 会員は、木材加工用ロボットを運転す

る場合において、当該木材加工用ロボットに接触
することにより作業者に危険が生ずるおそれの
あるときは、柵又は囲いを設ける等、当該危険を
防止するために必要な措置を講じなければなら
ない。 

 
（検査等） 
第３８９条 会員は、木材加工用ロボットの稼働範

囲内において、当該木材加工用ロボットの検査、
修理、調整、掃除、給油又はこれらの結果の確認
の作業を行うときは、当該木材加工用ロボットの
運転を停止するとともに、当該作業を行っている
間、当該ロボットの起動スイッチに錠を掛け、当
該木材加工用ロボットの起動スイッチに作業中
である旨を表示する等、当該作業に従事している
作業者以外の者が当該起動スイッチを操作する
ことを防止するための措置を講じなければなら
ない。 

 
（点  検） 
第３９０条 会員は、木材加工用ロボットの可動範

囲内において、当該木材加工用ロボットについて
教示等の作業を行うときは、その作業を開始する
前に、次の事項について点検し、異常を認めたと
きは、直ちに補修その他必要な措置を講じなけれ
ばならない。 
(1) 外部電線の被覆又は外装の損傷の有無 
(2) 木材加工用ロボットアームの作動の異常の

有無 
(3) 制動装置及び非常停止装置の機能 
 
第２款 プレカット材製造ラインとその作業 

 
（プレカット材自動送材装置稼働中の立入禁止） 
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第３９１条 会員は、プレカット材自動送材装置稼
働中に、当該自動送材装置及び関連するコンベヤ
ー等の危険場所に作業者を立ち入らせてはなら
ない。 

２ 会員は、当該自動送材装置等に挟まれる、又は
巻き込まれるおそれのある場所には、インターロ
ック等、装置の運転を停止しなければ、危険箇所
に近づくことができないような柵等を設けなけ
ればならない。 

 
（非常停止装置の設置） 
第３９２条 会員は、プレカット材自動送材装置稼

動中に、作業者の身体の一部が挟まれ又は巻き込
まれる危険等のおそれのあるときは、非常の場合
に直ちに当該自動送材装置及び関連するコンベ
ヤー等の運転を停止することができる「非常停止
装置」を備えなければならない。 

 
（エラー発生時における運転停止等） 
第３９３条 会員は、プレカット材自動送材装置等

において、当該材の乗せ直し等の必要が生じた場
合、当該自動送材装置の運転を停止しなければな
らない。 

 
（エラー発生時における作業手順書の作成） 
第３９４条 会員は、プレカット材自動送材装置等

において、木材の乗せ直し等、エラー発生時にお
ける作業手順を明文化した作業手順書を定め、安
全衛生教育を実施し、関係する作業者に周知、徹
底に努めなければならない。 

 
第３節 合板製造作業 

 
第１款 通 則 

 
（掃除等の場合の運転停止等） 
第３９５条 会員は、機械（刃部を除く。）の掃除、

給油、検査又は修理の作業を行う場合において、
作業者に危険を及ぼすおそれのあるときは、機械
の運転を停止しなければならない。ただし、機械
の運転中に作業を行わなければならない場合に
おいて、危険な箇所に覆いを設ける等の措置を講
じたときは、この限りではない。 

２ 会員は、前項の規定により、機械の運転を停止
したときは、当該機械の起動装置に錠を掛け、当
該機械の起動装置に表示板を取り付ける等、同項
の作業に従事する作業者以外の者が当該機械を
運転することを防止するための措置を講じなけ
ればならない。 

 
（刃部のそうじ等の場合の運転停止等） 
第３９６条 会員は、機械の刃部のそうじ、検査、

修理、取替え又は調整の作業を行うときは、機械
の運転を停止しなければならない。ただし、機械
の構造上、作業者に危険を及ぼすおそれのないと
きは、この限りではない。 

２ 会員は、前項の規定により機械の運転を停止し
たときは、当該機械の起動装置に錠を掛け、当該

機械の起動装置に表示板を取り付ける等同項の
作業に従事する作業者以外の者が当該機械を運
転することを防止するための措置を講じなけれ
ばならない。 

３ 会員は、運転中の機械の刃部において切粉払い
をし、又は切削剤を使用するときは、作業者にブ
ラシその他適当な用具を使用させなければなら
ない。 

４ 作業者は前項の用具の使用を命じられたとき
は、これを使用しなければならない。 
 
（運転開始の合図） 
第３９７条 会員は、原木供給装置及びベニヤレー

スの運転を開始する場合において、作業者に危険
を及ぼすおそれのあるときは、一定の合図を定め、
合図をする者を指名して、関係作業者に対し合図
を行わせなければならない。 

 
第２款 ベニヤレースとその作業 

 
（刃の交換等の運転停止） 
第３９８条 会員は、ベニヤレース（剥板機）の刃

の交換、補修等の作業を行うときは、ベニヤレー
ス（剥板機）及び原木供給装置を全停止状態にし、
かつ、操作盤にその旨を表示しなければならない。 

 
（回転部の覆い） 
第３９９条 会員は、歯車、プーリー、ベルトなど

で運転中に接触によって巻き込むおそれがある
部分には、覆いを設けなければならない。 

 
（ベニヤレースの装置） 
第４００条 会員は、次に掲げる装置等を備えたベ

ニヤレース（剥板機）を使用するように努めなけ
ればならない。 
(1) 原木搬入装置については、次の要件を備える

もの。 
ア 搬送コンベヤーは、安全かつ確実に搬送

するものであること。 
イ 心出し部への搬入コンベヤーは、作業者

がその操作スイッチから手を離すことによ
って、直ちに停止する構造のもの。 

(2) 原木心出し装置については、原木を受け止め
るＶブロックから原木が容易に転落しない構
造のもの。 

(3) 原木供給装置については、次の要件を備えた
もの。 
ア 原木把持中、シリンダ内の圧力低下を防

止する機構を備えるなど、確実に原木を把
持することができる構造のものであって、
圧力が低下し始めた場合、これを知らせる
警報装置を備えたものであること。 

イ 原木供給の際、作動開始時又は停止時の
反動による原木の落下を防止するため、ク
ッションスタート及びクッションストップ
機構をもつもの。 

(4) 原木切削装置については、次の要件を備えた
もの。 
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ア 刃物の取付け及び取外しが確実、かつ、
容易にできる構造のもの。 

イ 刃口の調節、清掃等が安全、かつ、容易
にできる構造のもの。 

(5) 運転操作盤については、作業者がその前後工
程を十分に見渡すことができる位置に設置し
たもの。 

(6) 動力が遮断された場合に、油圧による原木及
び刃物の把持、かんな台刃口開閉等が動力遮断
前の状態を維持するか、又は安全側に作動する
構造のもの。 

(7) 運転操作盤の作業床には、手すりなどが設け
られていること。 

(8) 刃口の清掃及びびけ（罫）引きナイフの調節
を行うための作業床が設けられていること。 

(9) 作業床の床面には滑り止めが施されている
こと。 

 
第３款  単板乾燥設備とその作業 

 
（単板乾燥設備の構造等） 
第４０１条 会員は、単板乾燥設備を設ける建築物、

乾燥設備の構造並びに附属する電気設備等につ
いては、労働安全衛生規則に定める構造を守らな
ければならない。 

 
（単板乾燥設備の使用） 
第４０２条 会員は、単板乾燥設備を使用して作業

を行うときは、爆発又は火災を防止するため、次
の各号に掲げる事項を行わなければならない。 
(1) 液体燃料又は可燃性ガスを熱源の燃料とし

て使用する乾燥設備を使用するときは、あらか
じめ、燃焼室その他点火する箇所を換気した後
に点火すること。 

(2) 乾燥設備を使用するときは、あらかじめ、内
部を掃除し、換気すること。また、乾燥に伴っ
て生ずるガス、蒸気又は粉塵で爆発又は火災の
危険があるものを安全な場所に排出すること。 

(3) 乾燥設備を使用して加熱する乾燥物は、容易
に脱落しないように保持すること。 

 
（乾燥設備作業主任者の選任） 
第４０３条 会員は、次に掲げる設備による加熱乾

燥の作業を行う場合には、乾燥設備作業主任者技
能講習を修了した者のうちから、乾燥設備作業主
任者を選任しなければならない。 
(1) 単板乾燥設備のうち、危険物等に係る設備で、

内容積が１立方メートル以上のもの。 
(2) 単板乾燥設備のうち、(1)の危険物等以外の

物に係る設備で、熱源として燃料を使用するも
の又は熱源として電力を使用するもの。 

 
（乾燥設備作業主任者の職務） 
第４０４条 会員は、前条に基づき乾燥設備作業主

任者を選任したときは、当該乾燥設備作業主任者
に次の事項を行わせなければならない。 
(1) 乾燥設備をはじめて使用又は乾燥方法や乾

燥物の種類を変えたときは、作業者にあらかじ

め当該作業の方法を周知させるとともに、当該
作業を直接指揮すること。 

(2) 乾燥設備や附属設備について不備な箇所を
認めたときは、直ちに必要な措置をとること。 

(3) 乾燥設備内部の温度、換気の状態、乾燥物の
状態等を随時点検し、異常を認めたときは、直
ちに必要な措置をとること。 

(4) 乾燥設備がある場所を常に整理整頓し、可燃
性の物を置かないこと。 

 
（操作者の選任） 
第４０５条 会員は、単板乾燥設備（その附属装置

等を含む。）を用いて作業を行う場合は、単板乾
燥設備の種類及び能力に応じて操作者を選任（関
係法令で定める資格を有する者でなければなら
ない場合は、その中から選任する。）し、その者
に操作させなければならない。 

 
（定期自主検査） 
第４０６条 会員は、単板乾燥設備や附属設備につ

いては、１年以内ごとに１回、定期に次の事項に
ついて自主検査をしなければならない。ただし、
１年以上使用しない当該乾燥設備や附属設備に
ついてはこの限りではない。 
(1) 内面及び外面、内部のたな、枠の損傷、変形、

腐食等の有無 
(2) 乾燥に伴って生ずる危険があるものを排出

する設備の異常の有無 
(3) 液体燃料又は可燃ガスを熱源とする乾燥設

備は、燃焼室その他点火する箇所の換気のため
の設備の異常の有無 

(4) のぞき窓、出入り口、排気孔等開口部の異常
の有無 

(5) 内部の温度の測定装置や調整装置の異常の
有無 

(6) 内部に設ける電気機械器具や配線の異常の
有無 

２ 会員は、定期自主検査を行ったときは、検査年
月日、検査方法、検査箇所、検査の結果、検査を
実施した者の氏名、検査の結果に基づいて補修等
の措置を講じたときはその内容を記録し、３年間
保存しなければならない。 

 
（補修等） 
第４０７条 会員は、前条に基づく定期自主検査の

結果、当該乾燥設備や附属設備に異常があった場
合、補修その他必要な措置を講じた後でなければ
使用してはならない。 

 
第４款 単板接着・接合機械とその作業 

 
（単板接着・接合機械操作者の選任） 
第４０８条 会員は、単板接着・接合機械（その他

附属装置等を含む。以下同じ。）を用いて作業を
行う場合は、接着・接合機械の種類及び能力に応
じて操作者を選任し、その者に操作させなければ
ならない。 
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２ 会員は、屋内作業場等において、接着のため有
機溶剤又は特定化学物質の業務を行うときは、有
機溶剤作業主任者又は特定化学物質作業主任者
を選任し、次の事項を行わせなければならない。 
(1) 作業の方法を決定し、作業者を指揮すること。 
(2) 局所排気装置、プッシュプル型換気装置又は

全体換気装置、その他作業者が健康障害を受け
ることを予防するための装置を１月を超えない
期間ごとに点検すること。 

(3) 保護具の使用状況を監視すること。 
(4) タンク内作業における措置が講じられてい

ることを確認すること。 
 

（合板製造に用いる薬剤注入機械の操作者の選任） 
第４０９条 会員は、合板製造に用いる薬剤注入機

械（その他付帯装置等を含む。以下同じ。）を用
いて作業を行う場合は、薬剤注入機械の種類及び
能力に応じて操作者を選任し、その者に操作させ
なければならない。 

２ 会員は、屋内作業場等において、薬剤注入のた
め有機溶剤又は特定化学物質の業務を行うとき
は、有機溶剤作業主任者又は特定化学物質作業主
任者を選任し、次の事項を行わせなければならな
い。 
(1) 作業の方法を決定し、作業者を指揮すること。 
(2) 局所排気装置、プッシュプル型換気装置又は

全体換気装置、その他作業者が健康障害を受け
ることを予防するための装置を１月を超えない
期間ごとに点検すること。 

(3) 保護具の使用状況を監視すること。 
(4) タンク内作業における措置が講じられてい

ることを確認すること。 
 

（作業管理） 
第４１０条 会員は、合板製造作業に使用する有機

溶剤等又は特定化学物質について、危険有害性の
少ないものを選択し、作業条件に応じて適切な呼
吸用保護具、保護手袋等を作業者に使用させなけ
ればならない。 

 
（有機溶剤又は特定化学物質の危険有害性等の確
認） 
第４１１条 会員は、安全データシート（ＳＤＳ）

等により、合板製造作業場所で使用する有機溶剤
又は特定化学物質の危険有害性等を確認してか
ら、作業者にその旨を周知しなければならない。 

 
（容器の管理） 
第４１２条 会員は、有機溶剤又は特定化学物質が

合板製造作業場所に発散することを防止するた
め、その容器及び空容器を適切に管理しなければ
ならない。 

 
（特殊健康診断） 
第４１３条 会員は、有機溶剤業務又は特定化学物

質業務に常時従事する合板製造作業者に対し、災
防規程第８条に定める有機溶剤又は特定化学物
質に関する特殊健康診断を行わなければならな

い。 
２ 会員は、前項の健康診断を受けた作業者に対し、

遅滞なく、当該健康診断の結果を通知しなければ
ならない。 

 
第５款 圧締成型機とその作業 

 
（圧締成型機による危険の防止） 
第４１４条 会員は、圧締成型機（本条において、

プレス機械に該当しないものに限る。以下同じ。）
に作業者の身体の一部を挟まれるおそれのある
ときは、戸、両手操作式による起動装置その他の
安全装置を設けなければならない。 

２ 前項の戸は、閉じなければ機械が作動しない構
造のものでなければならない。 
 
（圧締成型機操作者の選任） 
第４１５条 会員は、圧締成型機を用いて作業を行

う場合は、圧締成型機の種類及び能力に応じて操
作者を選任し、その者に操作させなければならな
い。 

 
 
（圧締成型機回転部分の覆い） 
第４１６条 会員は、圧締成型機の歯車、プーリ、

ベルトなどで、運転中に接触によって巻き込まれ
るおそれのある部分には、覆いを設けなければな
らない。 

 
（圧締成型機の装置） 
第４１７条 会員は、圧締成型機（ホットプレスに

限る）には、次に掲げる装置等を備えたものを使
用するように努めなければならない。 
(1) 圧締成型機の停電、操作回路遮断などの場合、

各油圧駆動部は停止し、かつ、その位置を維持
することができるもの。 

(2) 圧締成型機の運転操作盤については、作業者
がその前後行程を十分に見渡すことができ、か
つ、作業に適した安全な位置に設置されている
こと。 

(3) 圧締成型機の操作用押しボタンについては、
次の要件を備えたものとすること。 
ア 作業者がその作業位置を離れることなく、

容易に操作できる位置に備えられているこ
と。 

イ 容易に操作できるもので、接触、振動な
どによって不意に作動するおそれがないも
のであること。 

ウ 操作中であることを示す表示装置が備え
られていること。 

(4) 圧締成型機の非常用動力遮断装置について
は、次に要件を備えたものとすること。 
ア 非常用動力遮断押しボタンは、非常時に

作業者がその作業位置を離れることなく、
容易に操作できる位置に備えられているこ
と。 

イ 押しボタンは、赤色で、かつ、突頭形の
ものであること。 
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ウ 押しボタンを操作中であることを示すラ
ンプなどが備えられていること。 

(5) 始動開路については、次によること。 
ア 停電時又は駆動用電源を開路にした場合、

自動的に開の状態を維持することができる
ものであること。 

イ 停電の復元後、又は駆動用電源を閉路に
した場合、自動的に機械・装置が再始動す
ることを防止するために開の状態を維持す
ることができるものであること。 

(6) 機側停止スイッチは、次によること。 
ア 災害のおそれがある場所への立入りなど

のため、運転操作盤による作動を停止させ
ること。 

イ スイッチは、キー付き、ロック式などで
容易に復帰しないものであること。 

ウ スイッチが作動中であることを示すラン
プなどが備えられていること。 

(7) 圧締成型機のシリンダパッキンの交換、ピッ
ト内の清掃等を行う場合、可動定盤又はケージ
が不意に下降することを防止するための装置
を備えること。 

(8) 作業床点検、調整などを行うため、上部周辺
に手すりなどを備えた作業床と安全に昇降で
きる設備を設けること。ただし、ホットプレス
単体で、床面からの高さが３．５メートル以下
のものはこの限りではない。 

 
第６款 ダブルサイザー機械とその作業 

 
（ダブルサイザー機械による危険の防止） 
第４１８条 会員は、ダブルサイザー等の機械に作

業者が接触しないように、覆いや囲い等のガード
を設けなければならない。 

（そうじ等の場合の運転停止等） 
第４１９条 会員は、ダブルサイザー機械（刃部を

除く。）のそうじ、給油、検査又は修理の作業を
行う場合において、作業者に危険を及ぼすおそれ
のあるときは、機械の運転を停止しなければなら
ない。ただし、ダブルサイザー機械の運転中に作
業を行わなければならない場合において、危険な
箇所に覆いを設ける等の措置を講じたときは、こ
の限りではない。 

２ 会員は、前項の規定により、ダブルサイザー機
械の運転を停止したときは、当該機械の起動装置
に錠を掛け、当該機械の起動装置に表示板を取り
付ける等、同項の作業に従事する作業者以外の者
が当該機械を運転することを防止するための措
置を講じなければならない。 

 
（刃部のそうじ等の場合の運転停止等） 
第４２０条 会員は、ダブルサイザー機械の刃部の

そうじ、検査、修理、取替え又は調整の作業を行
うときは、機械の運転を停止しなければならない。
ただし、機械の構造上作業者に危険を及ぼすおそ
れのないときは、この限りではない。 

２ 会員は、前項の規定により機械の運転を停止し
たときは、当該機械の起動装置に錠を掛け、当該

機械の起動装置に表示板を取り付ける等同項の
作業に従事する作業者以外の者が当該機械を運
転することを防止するための措置を講じなけれ
ばならない。 

３ 会員は、運転中の機械の刃部において切粉払い
をし、又は切削剤を使用するときは、作業者にブ
ラシその他適当な用具を使用させなければなら
ない。 

４ 作業者は前項の用具の使用を命じられたとき
は、これを使用しなければならない。 
 
（非常停止装置） 
第４２１条 会員は、ダブルサイザー等の機械作業

者が、身体の一部を巻き込まれる危険等のおそれ
があるときは、非常の場合に直ちに当該機械の運
転を停止することができる「非常停止装置」を備
えなければならない。 

 
第４章 荷役作業 

 
第１節 通 則 

 
（服装等） 
第４２２条 会員は、荷役作業等を行う作業者の服

装については、次の各号に掲げる事項を守らせな
ければならない。 
(1) 袖締まり、裾締まりのよい作業服を着用する

等安全な作業を行うことができる服装とする
こと。 

(2) 保護帽を着用すること。 
(3) 滑るおそれがなく、かつ、脱げにくい履物を

使用すること。 
(4) フォークリフトの運転者は、底部に金具を打

った履物を使用しないこと。 
(5) はい等の丸太の上で作業を行う作業者は、必

要に応じて滑り止め金具を使用すること。 
 
 
（作業用具） 
第４２３条 会員は、とび、つる又は木回しを使用

して作業を行う場合には、作業者に、次の各号に
掲げる事項を行わせなければならない。 
(1) 取り扱う原木の大きさ及び重量等に適した

とび、つる又は木回しを使用すること。 
(2) とび、つる又は木回しは、原木等に完全にか

かっているかどうかを確認すること。 
(3) 木回しを使用するときは、手前に引く操作又

は原木等をまたいで行う操作をしないこと。 
(4) 使用後は、所定の場所に整理して置くこと。 

 
（不適格な繊維ロープの使用禁止と点検） 
第４２４条 会員は、次の各号のいずれかに該当す

る繊維ロープを貨物自動車又は貨車等（以下「貨
物自動車等」という）の荷掛に使用してはならな
い。 
(1) ストランドが切断しているもの 
(2) 著しい損傷又は腐食があるもの 
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２ 繊維ロープを貨物自動車等の荷掛に使用する
ときは、その日の使用を開始する前に、繊維ロー
プを点検し、異常を認めたときは、直ちに取り替
えなければならない。 

 
（中抜きの禁止） 
第４２５条 会員は、作業者に貨物自動車等から卸

す作業を行うとき又ははいくずし作業を行うと
きは、荷の下抜き又は中抜きをさせてはならない。 

 
第２節 積みおろし作業 

 
（作業指揮者の選任及び職務） 
第４２６条 会員は、一の荷でその重量が百キログ

ラム以上のものを貨物自動車等に積む作業（ロー
プ掛けの作業及びシート掛けの作業を含む）又は
貨物自動車等から卸す作業（ロープ解きの作業及
びシート外しの作業を含む）を行うときは、作業
指揮者を定め、その者に次の事項を行わせなけれ
ばならない。 
(1) 作業の方法及び順序を決定し、作業を指揮す

ること。 
(2) 器具及び工具を点検し、不良品を取り除くこ

と。 
(3) 作業を行う箇所には、関係作業者以外の作業

者を立ち入らせないこと。 
(4) ロープ解きの作業及びシート外しの作業を

行うときは、荷台上の荷の落下の危険がないこ
とを確認した後に作業の着手を指示すること。 

(5) 昇降するための設備及び保護帽の使用状況
を確認すること。 

 
（荷の積載） 
第４２７条 会員は、車両系荷役運搬機械等に荷を

積載するときは、次に定めるところによらなけれ
ばならない。 
(1) 偏荷重が生じないように積載すること。 
(2) 不整地運搬車、構内運搬車又は貨物自動車に

あつては、荷崩れ又は荷の落下による作業者の
危険を防止するため、荷にロープ又はシートを
掛ける等必要な措置を講ずること。 

 
（立入禁止） 
第４２８条 会員は、貨物自動車又は貨車等から原

木等を取りおろす作業を行う場合には、原木等が
転落するおそれがある箇所に作業関係者以外の
者を立ち入らせてはならない。 

 
（荷おろし前の措置） 
第４２９条 会員は、作業者に、貨物自動車又は貨

車等の荷掛けロープをはずさせる場合において、
原木等が転落するおそれがあるときは、繊維ロー
プにより仮締め等の措置を講じさせなければな
らない。 

 
（荷おろしの際の安全確認） 
第４３０条 会員は、作業者に、貨物自動車又は貨

車等から原木等を取りおろさせる際には、あらか

じめ、反対側の原木等が転落するおそれのある箇
所に作業者がいないことを確認した後でなけれ
ば、これを行わせてはならない。 

 
（長材の取りおろし） 
第４３１条 会員は、荷受台を用いて積んだ長材の

取りおろし作業を行う場合には、作業者に、クレ
ーン、ガイデリック、フォークリフト等の機械又
はけん引具を使用させなければならない。 

 
（荷崩れの防止） 
第４３２条 会員は、木材加工用機械作業及びこれ

に伴う作業を行う場合には、荷崩れを防止するた
め、次の各号に掲げる事項を行わなければならな
い。 
(1) 長さが２メートル以上の原木、製品、部材等

を立ち積みするときは、はち巻き等の措置を講
ずること。 

(2) 製品、部材等の背積みを行うときは、中央、
両端の３か所にさん木を用いること。なお、さ
ん木は、ほぼ同じ大きさのものを用いること。 

(3) 荷崩れのおそれのない高さとすること。 
 

（人力運搬作業） 
第４３３条 会員は、人力による運搬作業を行う場

合には、作業者に、次の各号に掲げる事項を行わ
せなければならない。 
(1) 共同作業のときは、合図者を定め、その合図

により作業を行うこと。 
(2) 手押し車を使用するときは、会員が定める積

み荷の高さを超えて積まないこと。 
(3) 体力及び技能に合わない原木等を運搬しな

いこと。 
(4) 通路を横切り又は曲がる場合等であって、見

通しがきかないときは、一時停止し、安全を確
認すること。 

 
（昇降設備） 
第４３４条 会員は、最大積載量が５トン以上の貨

物自動車について、荷の積卸し作業（ロープ掛け
の作業及びシート掛けの作業並びにロープ解き
の作業及びシート外しの作業を含む）を行うとき
は、墜落による危険の生ずるおそれのない場合を
除き、作業者が床面と荷台上の荷の上面との間を
安全に昇降するため、固定はしご又は移動はしご
を備え、作業者に使用させなければならない。 

 
（飛乗り及び飛降りの禁止） 
第４３５条 会員は、作業者に貨物自動車への飛び

乗り又はこれからの飛び降りをさせてはならな
い。 

 
第３節 はい作業 

 
（はい作業主任者の選任等） 
第４３６条 会員は、高さが２メートル以上の原木

等のはい付け又ははい崩し作業を行う場合には、
はい作業主任者技能講習を修了した者のうちか
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ら、はい作業主任者を選任し、その指揮の下に行
わせなければならない。 

２ 会員は、作業主任者を選任したときは、当該作
業主任者の氏名及びその者に行わせる事項を作
業場の見やすい箇所に掲示する等により関係作
業者に周知させなければならない。 

 
（はい作業主任者の職務） 
第４３７条 会員は、前条に基づき選任したはい作

業主任者に、次の事項を行わせなければならない。 
(1) 作業の方法及び順序を決定し、作業を直接指

揮すること。 
(2) 器具及び工具を点検し、不良品を取り除くこ

と。 
(3) 作業を行う箇所を通行する作業者を安全に

通行させるため、その者に必要な事項を指示す
ること。 

(4) はいくずしの作業を行うときときには、はい
の崩壊の危険がないことを確認した後に作業
に着手を指示すること。 

(5) はいの昇降するための設備及び保護帽の使
用状況を監視すること。 

 
（はい作業） 
第４３８条 会員は、原木等のはい付け又ははい崩

し作業を行う場合には、作業者に、次の各号に掲
げる事項を行わせなければならない。 
(1) 共同作業のときは、会員又ははい作業主任者

が指名した者の合図により作業を行うこと。 
(2) くい止め、歯止め等により、はい崩れ防止の

措置を講ずること。 
(3) 原木等の下抜き又は中抜きをしないこと。 

 
（はいの昇降設備） 
第４３９条 会員は、はいの上で作業を行う場合に

おいて、作業箇所の高さが床面から１．５メート
ルをこえるときは、安全に昇降する設備を設けな
ければならない。ただし、はいを構成する荷によ
って安全に昇降できる場合は、この限りでない。 

 
（立入禁止） 
第４４０条 会員は、はい付け又ははいくずしの作

業が行われている箇所に、関係作業者以外の作業
者を立ち入らせてはならない。 

 
第４節 フォークリフト作業 

 
第１款 通 則 

 
（就業の制限） 
第４４１条 会員は、次の各号に掲げるフォークリ

フトの運転の業務を行う場合には、次の各号に掲
げる者でなければ、その業務に就かせてはならな
い。 
(1) 最大荷重１トン以上のフォークリフトにつ

いては、フォークリフト運転技能講習を修了し
た者 

(2) 最大荷重１トン未満のフォークリフトにつ
いては、安全衛生特別教育規程第７条に定める
特別教育を修了した者 

 
（作業計画） 
第４４２条 会員は、フォークリフトを用いて作業

を行うときは、あらかじめ、作業場所の広さ及び
地形、使用するフォークリフト能力、荷の重量、
種類及び形状等に適用する作業計画を定め、その
作業計画により作業を行わなければならない。 

２ 前項の作業計画は、フォークリフトの運行経路
並びにフォークリフトの作業の方法及び作業時
間が示されたものでなければならない。 

３ 会員は、第１項の作業計画を定めたときは、前
項の規定により示される事項について関係作業
者に周知させなければならない。 

 
（作業の指揮） 
第４４３条 会員は、フォークリフトを使用して作

業を行う場合で、安衛法第１４条に基づきはい作
業主任者を必要とするときは、作業主任者を選任
して運転者及び作業者を指揮させなければなら
ない。また、安衛則第１５１条の４に基づき作業
指揮者を必要とするときは、作業指揮者を定め、
その者に運転者及び作業者を指揮させなければ
ならない。 

 
（作業の打合せ） 
第４４４条 会員は、フォークリフトを使用して作

業を行う場合には、運転者及び作業者に、作業手
順、連絡方法等作業の安全上必要な事項について、
打合せを行わせなければならない。 

 
（制限速度） 
第４４５条 会員は、フォークリフトを用いて作業

を行うときは、あらかじめ、作業場所の地形、地
盤の状況等に応じたフォークリフトの適正な制
限速度を定め、それにより作業者に作業を行わせ
なければならない。 

２ 会員は、フォークリフトを用いて作業を行うと
きは、運転中のフォークリフト又はその荷に接触
することにより作業者に危険が生じるおそれの
ある箇所及びフォークリフトの走行路線を危険
区域とし、標識等の表示を行い、関係者以外の者
を立ち入らせてはならない。 

（転倒等の防止） 
第４４６条 会員は、フォークリフトを用いて作業

を行うときは、フォークリフトの転倒又は転落に
よる災害を防止するため、フォークリフトの運行
経路について必要な幅員を保持すること、地盤の
不同沈下を防止すること、路肩の崩壊を防止する
こと等必要な措置を講じなければならない。 

 
（合 図） 
第４４７条 会員は、フォークリフトを使用して作

業を行う場合には、一定の合図を定め、運転者及
び作業者に、この合図を行わせなければならない。 
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（主たる用途以外の使用の制限） 
第４４８条 会員は、フォークリフトを荷のつり上

げ、作業者の昇降等フォークリフトの主たる用途
以外の用途に使用してはならない。 

 
（フォークリフト） 
第４４９条 会員は、フォークリフト等については、

次の各号に適合するものでなければ使用しては
ならない。 
(1) 前照燈及び後照燈を備えたもの 
(2) 堅固なヘッドガードを設けたもの 
(3) バックレストを備えたもの 
(4) 使用するパレット又はスキッドは、積載する

荷の重量に耐える強度を有し、著しい損傷、変
形又は腐食がないこと。 

 
（定期自主検査） 
第４５０条 会員は、フォークリフトについては、

1年を超えない期間ごと及び１月を超えない期間
ごとに１回、それぞれ定期に自主検査を行わなけ
ればならない。 

２ 前項に係る１年を超えない期間ごとに行う自
主検査は、特定自主検査とし、法令で定められた
資格を有する者に行わせなければならない。 

３ 会員は、第１項の自主検査を行ったときは、そ
の結果を記録し、これを３年間保存しなければな
らない。 

４ 会員は、第１項の自主検査を行った場合におい
て、異常を認めたときは、直ちに補修その他必要
な措置を講じなければならない。 

 
（作業開始前点検等） 
第４５１条 会員は、フォークリフトを用いて作業

を行うときは、その日の作業を開始する前に、次
の事項について点検を行わなければならない。 
(1) 制動装置及び操縦装置の機能 
(2) 荷役装置及び油圧装置の機能 
(3) 車輪の異常の有無 
(4) 前照燈、後照燈、方向指示器及び警報装置の

機能 
２ 会員は、前項の点検により異常が認められたと

きは、直ちに補修その他必要な措置を講じなけれ
ばならない。 

 
第２款 フォークリフト作業 

 
（作業の打合せ） 
第４５２条 会員は、フォークリフトを使用して作

業を行う場合には、運転者及び作業者に、作業手
順、連絡方法等作業の安全上必要な事項について、
打合せを行わせなければならない。 

 
（危険区域の表示等） 
第４５３条 会員は、フォークリフトを使用して作

業を行う場合には、作業箇所及びフォークリフト
の走行路線を危険区域とし、標識等の表示を行い、
関係者以外の者が立ち入ることを禁止しなけれ
ばならない。 

 
（立入禁止） 
第４５４条 会員は、持ち上げた丸太の下へ作業者
を立ち入らせてはならない。 
 
（フォークリフトを離れるときの措置） 
第４５５条 会員は、運転者が運転位置から離れる

場合には、次の各号に掲げる事項を守らせなけれ
ばならない。 
(1) フォークをおろし、エンジンを止め、キーを

はずし、ブレーキを確実にかけること。 
(2) 傾斜している場所では、前号のほか、変速レ

バーを最低速に切り換え、車輪に歯止めをする
こと。 

 
（点検整備） 
第４５６条 会員は、フォークリフトによる作業を

行う場合には、フォークリフトについて、安衛則
に則して、点検、定期の自主検査を行うほか、点
検項目を定め、その項目について、作業者に、始
業時に点検を行わせなければならない。 

２ 会員は、前項の点検により異常が認められたと
きは、直ちに補修その他必要な措置を講じなけれ
ばならない。 

 
（車体の安定） 
第４５７条 会員は、フォークリフトを使用して荷
役作業を行う場合には、運転者に車  

体の停止位置の路面状態を確認させ、車体の安
定が確保できる状態で作業を行わせなければな
らない。 

 
（運転一般） 
第４５８条 会員は、フォークリフトを用いて作業

を行う場合には、運転者に、次の各号に掲げる事
項を守らせなければならない。 
(1) フォーク又はフォークにより支持されてい

る荷の下に作業者を立ち入らせないこと。 
(2) フォークにより支持されている荷、パレット

又はスキッド等、その他乗車席以外の箇所に作
業者を乗せないこと。また、フォークリフトを
作業者の昇降に使用しないこと。 

(3) 許容荷重を超えて使用しないこと。 
(4) フォークリフトを離れるときは、安全場所に

停止し、フォークを地面又は床面まで下げると
ともに、原動機を止め、確実にブレーキをかけ
るほか、傾斜地では、変速レバーを最低速に切
り換え、歯止めを施す等フォークリフトが停止
の状態を保つための措置をすること。 

(5) フォークリフトを走行させるときは、必ずマ
ストを後方へ一杯に傾けること。 

(6) フォークリフトを発進させるときは、フォー
クリフトの直前及び直後に作業者がいないこ
とを確かめ、かつ、進行方向の安全を確認する
こと。 

(7) 踏切、交差点、建物の出入口等見通しの悪い
箇所では、一旦停止して左右の安全を確認する
こと。 
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(8) 滑りやすい場所、不整地等を走行するときは、
低速運転とすること。 

(9) フォークをてこ代わりにして丸太を移動し
ないこと。 

(10) フォークで丸太を押し転がさないこと。 
(11) ティルト装置を使って丸太を引っ張らない

こと。 
(12) フォークではいを突き崩さないこと。 
(13) 丸太をフォークリフトに載せるときは、フォ

ークの中心と丸太の重心を合わせ、材面がフォ
ークの根元に接するまでフォークを差し込む
こと。 

(14) 地面に接している丸太にフォークを無理に
差し込まないこと。 

(15) 丸太を持ち上げるときは、フォークを一旦地
面より５～１０センチメートル上げ、丸太の安
定、偏荷重の有無について異常のないことを確
認した後、マストを後方に傾け、必要な高さま
でフォークを上げること。 

 
（空車の運転） 
第４５９条 会員は、フォークリフトを空車で走行

させる場合は、運転者に、次の各号に掲げる事項
を行わせなければならない。 
(1) フォークの下端が地上から３０センチメー

トル程度の高さに保つこと。 
(2) 道路を走行するときは、フォークにパレット

等を取り付け、又はフォークの先端に標識を付
けること。 

 
（実車の運転) 
第４６０条 会員は、荷を積載したフォークリフト

を走行させる場合には、運転者に、次の各号に掲
げる事項を行わせなければならない。 
(1) フォークの下端の地上高は、１５～２０セン

チメートルを標準とし、走行路の状態等でこれ
により難いときでも、フォークの上面が３０セ
ンチメートルを超えないこと。 

(2) 急激な発進、停止、旋回をしないこと。 
(3) 傾斜地では斜め又は真横に走行しないこと。 
(4) 走行中にフォークの上げ下げをしないこと。 
(5) 走行中に旋回するときは、速度を落とし、積

荷及び車体の後部が、はい、建物等に接触、衝
突等しないようにすること。 

(6) 勾配５パーセント以上の坂道を下るときは、
後退運転とし、エンジンブレーキを使用するこ
と。 

(7) 進行方向を見通せない高さの荷を運搬する
ときは、後退運転をし、又は誘導者をつけるこ
と。 

 
（丸太のはい付け） 
第４６１条 会員は、フォークリフトの運転者に、

次の各号に掲げる事項を行わせなければならな
い。 
(1) はいの正面に対して直角に進入し、はいの手

前で一旦停止し、先にはい付けしてある丸太に

ついて荷崩れ等の危険がないことを確認した
後、はい付けにかかること。 

(2) はい付けするときは、マストを垂直にし、先
にはい付けしてある丸太のやや高めの位置ま
でフォークを上げ、静かにマストを前傾させて
丸太を滑らせること。 

(3) 丸太が滑り降りないときに激しいティルト
操作をして丸太を滑らせないこと。 

 
第５節 コンベヤー作業 

 
（逸走等の防止） 
第４６２条 会員は、コンベヤーについては、停電、

電圧降下等による荷又は搬器の逸走及び逆走を
防止するための装置を備えたものでなければ使
用してはならない。ただし、専ら水平の状態で使
用するときその他作業者に危険を及ぼすおそれ
のないときは、この限りでない。 

 
（非常停止装置） 
第４６３条 会員は、コンベヤーについては、作業

者の身体の一部が巻き込まれ等により、作業者に
危険を及ぼすおそれのあるときは、非常の場合に
直ちにコンベヤーの運転を停止することができ
る非常停止装置を備えなければならない。 

 
（荷の落下防止） 
第４６４条 会員は、コンベヤーから荷が落下する

ことにより作業者に危険を及ぼすおそれがある
ときは、当該コンベヤーに覆い又は囲いを設ける
等荷の落下を防止するための措置を講じなけれ
ばならない。 

 
（搭乗の制限） 
第４６５条 会員は、運転中のコンベヤーに作業者

を乗せてはならない。ただし、作業者を運搬する
構造のコンベヤーについて、墜落、接触等による
作業者の危険を防止するための措置を講じた場
合は、この限りではない。 

２ 作業者は、前項ただし書の場合を除き、運転中
のコンベヤーに乗ってはならない。 
 
（点  検） 
第４６６条 作業者は、コンベヤーを用いて作業を

行うときは、その日の作業を開始する前に、次の
事項について点検を行わなければならない。 
(1) 原動機及びプーリーの機能 
(2) 逸走等防止装置の機能 
(3) 非常停止装置の機能 
(4) 原動機、回転軸、歯車、プーリー等の覆い、

囲い等の異常の有無 
（補修等） 
第４６７条 会員は、前条の点検を行つた場合にお

いて、異常を認めたときは、直ちに補修その他必
要な措置を講じなければならない。 

 
第６節 クレーン作業 
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（クレーンの就業制限） 
第４６８条 会員は、クレーン等の運転の業務につ

いては、次に掲げる資格を有する者でなければ、
当該業務に就かせてはならない。 
(1) つり上げ荷重が５トン以上の運転業務につ

いては、クレーン等に係る運転免許を受けた者
に運転業務を行わせること。 

(2) つり上げ荷重が１トン以上５トン未満の移動
式クレーン運転業務については、登録教習機関
が行う小型移動式クレーン運転技能講習を修了
した者に運転業務を行わせること。 

(3) つり上げ荷重が５トン未満のクレーン等の
運転業務については、特別の教育を受けた者に
運転業務を行わせること。 

２ 会員は、クレーン等の運転者に、クレーン等の
運転業務に従事させるときは、当該クレーン等に
係る免許証その他資格を証する書面を携帯させ
なければならない。 

 
（立入禁止） 
第４６９条 会員は、作業者にクレーン等を用いて

荷のつり上げを行わせるときは、つり上げた荷の
下に作業者を立ち入らせてはならない。 

２ 会員は、作業者にジブ又はブーム付きのクレー
ン等を用いて作業を行わせるときは、当該クレー
ン等の上部旋回体の作業範囲又は巻き上げ用ワイ
ヤロープ若しくは起伏用ワイヤロープ内角側に当
該作業を行う作業者以外の者を立ち入らせてはな
らない。 

 
（クレーン等の運転の業務） 
第４７０条 会員は、作業者にクレーン等の運転を

行わせるときは、次の各号に掲げる事項を行わせ
なければならない。 
(1) 安全装置、警報装置等が確実に作動すること

を確認すること。 
(2) 定格荷重を超える荷重をかけて使用しない

こと。 
(3) 合図は、指名した合図者の合図によってクレ

ーン等の運転を行うこと。ただし、クレーン等
の運転者に単独で作業を行わせるときは、この
限りではない。 

(4) つり荷の上に作業者を乗せて運転しないこ
と。 

(5) つり荷に衝撃を与えるような急激な運転を
しないこと。 

(6) 荷をつったまま、運転位置を離れないこと。 
(7) 運転する位置を離れるときは、確実に運転停

止の処置をすること。 
(8) 運転を交替するときは、クレーン等の各部分

の異常の有無を交代者に申し送ること。 
(9) 移動式クレーンの運転に当たっては、あらか

じめ、架空電線その他の障害物の有無、地盤及
び地形の状況等について確認すること。 

(10) アウトリガーを備えている移動式クレーン
の運転に当たっては、アウトリガーを確実に固
定し、かつ、歯止めを施すこと。 

(11) アウトリガーを備えていない移動式クレー
ンの運転に当たっては、敷板等を用いて当該移
動式クレーンを確実に安定する処置をし、かつ、
歯止めを施すこと。 

 
（玉掛け作業の就業制限） 
第４７１条 会員は、玉掛け技能講習を修了した者

又は法令によりこれと同等の資格を有する者で
なければ、クレーン等の玉掛け業務に就かせては
ならない。ただし、つり上げ荷重が１トン未満の
クレーン等の玉掛け業務について、当該業務に係
る特別教育を受けた者を就かせるときは、この限
りではない。 

 
（玉掛け作業） 
第４７２条 会員は、２人以上の作業者で玉掛け作

業を行わせるときは、当該作業の指揮を行う者を
指名しなければならない。 

 
（スリング通し） 
第４７３条 会員は、作業者に荷を仮づくりしてス

リング通しを行わせるときは、作業者に台木、ま
くら等の用具を使用して作業させ、仮づくりした
荷の下に手、足等を入れさせてはならない。 

 
（運転の合図） 
第４７４条 会員は、作業者にクレーン等を用いて

作業を行わせるときは、合図者を指名し、その者
に次の各号に掲げる事項を行わせなければなら
ない。ただし、玉掛けを要しない場合であって、
クレーン等の運転者に単独で作業を行わせると
きは、この限りではない。 
(1) 常にクレーン等の運転者から合図が見やす

く、かつ、自らがつり荷の状態をみることがで
きる安全な位置において明確に合図を行うこ
と。 

(2) つり荷の下方又はつり荷の移動させる方向
に人がいないことを確認した後、荷の移動の合
図を行うこと。 

(3) 荷をつり上げるときは、フックが荷の重心の
真上にきたことを確認した後、微動でつり上げ
の合図をし、玉掛け用ロープが緊張して地切れ
したときに一時停止の合図をし、つり荷の荷く
ずれ、脱落等のおそれがないことを確認した後、
つり上げの合図を行うこと。 

(4) つり荷を一時停止しておく必要が生じたと
きは、作業場の床面その他安定した場所に仮置
きの合図を行うこと。 

(5) つり荷を下ろすときは、適当な高さでつり荷
を一時停止した後、微動で下ろす合図を行うこ
と。 

 
第５章 非定常作業 

 
第１節 通 則 

 
（非定常作業の分類） 
第４７５条 非定常作業とは、日常的に反復・継続
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して行われる作業であって、生産計画によりあら
かじめたてられた計画に沿って行われ、作業の手
順を定めた基準書等が整備されている作業を除
く全ての作業をいい、本章において、次のとおり
分類する。 
(1) 通常の運転中に発生する異常、故障等の処置

の作業（復帰の作業を含む。以下、「異常処理
作業」という。） 

(2) 既存の設備の効率を上げたり、不具合をなく
すために現場の作業者、監督者等が行う設備改
善作業 

(3) 生産切替時や作業変更時、設備立ち上げ時な
どの際の段取り、試運転、運転確認等の作業 

(4) 保全専門の作業者が行う保守、点検、修理、
検査等の作業と、現場の作業者が行う点検、整
備、補修等の作業 

 
（非定常作業における安全衛生教育の実施） 
第４７６条 会員は、作業者に非定常作業を行わせ

るときは、関係法令、通達（ガイドライン）等に
基づき、事前に適切な措置を講ずるとともに、該
当する非定常作業に係る安全衛生教育の実施に
努めなければならない。 

２ 会員は、前項に定める安全衛生教育の実施に当
たっては、実技教育を取り入れるとともに、次の
事項を踏まえ、各種教材を使用して効果が上がる
ように努めなければならない。 
(1) 安全装置及び防護装置の動作及び機能 
(2) 作業計画書又は作業手順書の内容 
(3) 資格等を必要とする作業の種類 
(4) 許可を要する作業の種類 
(5) 注意事項及び禁止事項 
(6) 保護具、安全用具等の種類及び使用方法 
(7) 緊急事態発生時の対応 
(8) 類似作業の労働災害事例 
(9) 事業場の安全衛生基準及び関連法規 

 
（リスクアセスメントの実施） 
第４７７条 会員は、第１６条に定めるものの他、

非定常作業実施に当たっては、作業内容と関連す
るリスクを事前に網羅的に把握し、抽出されたリ
スクに関する情報を関係者間で共有に努めなけ
ればならない。 

なお、設備対策が困難なリスクに対しては、
事前に把握した問題点を関係者間で共有し、必
要に応じて管理的対策も検討に努めなければな
らない。 

２ 会員は、前項に定めるリスクアセスメント実施
に当たっては、次の事項を念頭に実施に努めなけ
ればならない。 
(1) 事故や災害は起こり得ることを前提にする

こと。 
(2) 特に重篤な災害に対しては、十分な分析を行

うこと。 
(3) 人は誤り、機械は故障やトラブルを引き起こ

すことを前提にすること。 
(4) 人と機械（危険源）の関わりを一連の流れに

沿って把握すること。 

(5) 絶対安全を目指すのではなく、残留リスクの
明確化を重視すること。 

 
第２節 非定常作業による危険の防止 

 
（作業計画の作成） 
第４７８条 会員は、非定常作業の実施に当たり、

前条に定めたリスクアセスメントの結果を踏ま
え、次の事項を記載した作業計画書の作成に努め
なければならない。 

なお、作業計画書は、異常事態や緊急事態へ
の対応も含め、起こり得るさまざまなケースを
想定して作成に努めなければならない。 

(1) 作業日程 
(2) 指揮・命令系統 
(3) 作業目的、作業範囲及び作業手順 
(4) 業務分担及び責任の範囲 
(5) 危険性又は有害性等の調査及びその結果に

基づくリスク低減措置の内容 
(6) 保護具の種類 
(7) 資格・教育記録の確認 
(8) 作業許可を要する事項 
(9) 注意事項及び禁止事項 

２ 会員は、前項に定める作業計画の作成に当たり、
Ｐ（ＰＬＡＮ、計画）、Ｄ（ＤＯ、実施）、Ｃ（Ｃ
ＨＥＣＫ、評価）及びＡ（ＡＣＴ、改善）の「Ｐ
ＤＣＡサイクル」という一連の過程について非定
常作業においても実施に努めなければならない。 

 
（異常処理作業における作業手順書の作成） 
第４７９条 会員は、異常処理作業の実施に当たり、

あらかじめ作業手順書の作成に努めなければな
らない。また、必要に応じ作業手順書の見直し及
び変更を行うように努めなければならない。 

２ 会員は、前項に定める作業手順書の作成に当た
り、次の事項を念頭に作成に努めなければならな
い。 
(1) あらかじめ想定される故障、作業の実態、災

害事例等をもとに、対象となる非定常作業の危
険性及び有害性の調査及び選定を行うこと。危
険性および有害性の調査及び選定は、作業者も
参加させ定期的に実施すること。 

(2) 選定した異常処理作業について、災害要因の
分析及び対応措置の検討を行うとともに、その
結果を踏まえ、異常等の状況の確認、異常等の
処置及び復帰の手順、注意事項及び禁止事項を
含めた作業手順書を作成すること。 

 
（異常処理作業の実施） 
第４８０条 会員は、異常処理作業の実施に当たり、

前条に定める非定常作業手順書に基づくととも
に、特に次の事項に留意して実施に努めなければ
ならない。 
(1) 設備の異常発生時、指名者はまず設備を停止

し、電源スイッチを切りスイッチキーを抜き取
ること。それが困難な場合には、操作禁止札を
取り付けること。 
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(2) 設備の異常発生時、指名者以外の作業者は、
設備又は作業を停止し、管理・監督者等に報告
の上指示を待つこと。 

(3) 頻度の多い異常処理作業は、定期的に作業手
順書等の確認や見直しを、職場の安全活動の一
部として継続すること。 

(4) 特に頻度が少ない異常処理作業は、作業手順
等に沿って安全な作業が行えるように管理し、
作業者に対して定期的な作業訓練等も行うこ
と。 

(5) 想定できない異常処理作業については、管理
・監督者等による確認・承認・指示などの後に
作業を開始すること。 

(6) 非定常作業に当たっては、「止める、呼ぶ、
待つ」を日頃から徹底すること。 

 
第３節 その他非定常作業による危険の防止 

 
（スレート等の屋根上の危険の防止） 
第４８１条 会員は、作業者が機械設備等の点検・

補修等のため、スレート、木毛板等の材料で葺か
れた屋根の上で作業を行う場合において、踏み抜
きにより作業者に危険を及ぼすおそれのあると
きは、幅が３０センチメートル以上の踏み板を設
け、防網を張る等、踏み抜きによる作業者の危険
を防止するための措置を講じなければならない。 

 
（酸素欠乏症等危険場所の作業環境測定） 
第４８２条 会員は、木屑集塵ダクト等、酸素欠乏

が想定される危険場所の作業について、その日に
作業を開始する前に、当該作業場における空気中
の酸素の濃度を測定しなければならない。 

２ 会員は、酸素欠乏危険作業に作業者を従事させ
るときは、測定を行うために必要な測定器具を備
え、容易に利用できるように措置を講じておかな
ければならない。 

３ 会員は、前項の規定により測定を行ったときは、
その都度、測定日時、測定方法、測定箇所、測定
条件、測定結果、測定を実施した者の氏名、測定
結果に基づく酸素欠乏症等の防止措置を講じた
措置の概要等を記録して、これを３年間保存しな
ければならない。 

 
（換 気） 
第４８３条 会員は、酸素欠乏危険作業に作業者を

従事させる場合は、当該作業を行う場所の空気中
の酸素の濃度を１８パーセント以上に保つよう
に換気しなければならない。ただし、爆発、酸化
等を防止するため換気することができない場合
又は作業の性質上換気することが著しく困難な
場合は、この限りではない。 

２ 会員は、前項のただし書きの場合においては、
同時に就業する作業者の人数と同数 

 以上の空気呼吸器等を備え、作業者にこれを使用
させなければならない。 

 
（立入禁止） 
第４８４条 会員は、酸素欠乏危険場所又はこれに

隣接する場所で作業を行うときは、酸素欠乏危険
作業に従事する作業者以外の作業者が当該酸素
欠乏危険場所に立ち入ることを禁止し、かつ、そ
の旨を見やすい箇所に表示しなければならない。 

 
（監視人等） 
第４８５条 会員は、酸素欠乏危険作業に作業者を

従事させるときは、常時作業の状況を監視し、異
常があったときに直ちにその旨を関係者に通報
する者を置く等、異常を早期に把握するために必
要な措置を講じなければならない。 

 
（退避等の措置） 
第４８６条 会員は、酸素欠乏危険作業に作業者を

従事させる場合で、当該作業を行う場所において
酸素欠乏等のおそれが生じたときは、直ちに作業
を中止し、作業者をその場所から退避させなけれ
ばならない。 

２ 会員は、前項の場合において、酸素欠乏等のお
それがないことを確認するまでの間、その場所に
指名した者以外の者が立ち入ることを禁止し、か
つ、その旨を見やすい箇所に表示しなければなら
ない。 

３ 会員は、酸素欠乏危険作業に作業者を従事させ
るときは、空気呼吸器等、はしご、繊維ロープ等
必要な避難用具等を備えなければならない。 

４ 会員は、酸素欠乏症等にかかった作業者は、直
ちに医師の診察又は処置を受けさせなければな
らない。 

 
第４編 実施を確保するための措置 

 
（実施を確保するための措置） 
第４８７条 協会は、次の各号に掲げる事項を行わ
なければならない。 
(1) この規程の内容について講習を行う等その

周知に努めること。 
(2) 会員が、この規程を守っていない場合には、

適切な指導を行うこと。 
２ 会員は、関係する作業者に対し、この規程の内
容について教育しなければならない。 
 
附則 
 この変更は、この変更について厚生労働大臣の認
可があった日から起算して９０日を経過した日か
ら適用する。 
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